
【評価の概要】 

１．評価対象に関する事項 

法人名 独立行政法人都市再生機構 

評価対象事業年度 年度評価 令和６年度（第５期） 

中期目標期間 令和６年度～10 年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 国土交通大臣 

 法人所管部局 住宅局 

 

都市局 

 

担当課、責任者 住宅戦略官           家田 健一郎 

      

国際・デジタル政策課   課長 川合 紀子 

まちづくり推進課         課長 須藤 明彦 

 評価点検部局 政策統括官 担当課、責任者 政策評価官           磯野 哲也 

 

３．評価の実施に関する事項 

評価の実効性を確保するため実施した手続き等は以下の通り。 

（１）外部有識者意見聴取 

・独立行政法人都市再生機構（以下「機構」という。）の評価等に係る外部有識者として、下記５名に意見聴取を実施。（敬称略。五十音順。） 

井上由起子 日本社会事業大学専門職大学院教授 

大森有理  弁護士 

小松哲   公認会計士 

中井検裕  東京科学大学名誉教授 

樋野公宏  東京大学大学院工学系研究科准教授 

・意見聴取の方法としては、以下の２種類を実施。 

① 事前ヒアリング（令和７年５月 16 日（金)～５月 22 日(木)） 

    各外部有識者と国土交通省が共同して、個別に機構の自己評価（案）を中心に意見を聴取。 

② 有識者会合（令和７年６月 23 日(月)） 

外部有識者に参集いただき、主務大臣の評価（案）を中心に意見を聴取。なお、議事概要を国土交通省ホームページにて公表することにより透明性の確保を図っている。 

・上記①、②における外部有識者からの主な意見については、本資料の【総合評定】【項目別評定調書】ページにて記載。 

（２）理事長ヒアリング（令和７年６月 23 日(月)） 

・上記有識者会合の場において、機構理事長石田優氏から、機構の業務実績・自己評価等についてヒアリングを実施。 

（３）監事意見聴取（令和７年６月２日(月)） 

・機構監事から、機構の業務実績・自己評価等について意見聴取を実施。 

 

４．その他評価に関する重要事項 

該当なし。 
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【総合評定】 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ） 

Ａ：当該法人の業績向上努力により、全体として中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認め

られる。 

（参考）本中期目標期間における過年度の総合評定の状況 

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 

Ａ     

評定に至った理由  「独立行政法人の評価に関する指針」（平成 26 年９月２日総務大臣決定）及び「国土交通省独立行政法人評価実施要領」（平成 27 年４月１日国土交通省決定）の規定に基づき、重要度の高い項目を考慮した項目別評定

の算術平均（以下算定式の通り。）に最も近い評定が「Ａ」評定であること及び下記「法人全体の評価」を踏まえ、「Ａ」評定とする。 

 

【項目別評定の算術平均】 

（（Ａ４点×４項目×２）＋（Ａ４点×２項目））＋（Ｂ３点×６項目）÷（４項目×２＋８項目）＝3.62…点 

  ⇒算術平均に最も近い評定は「Ａ」評定である。 

※算定に当たっては評定毎の点数を、Ｓ：５点、Ａ：４点、Ｂ：３点、Ｃ：２点、Ｄ：１点とし、重要度の高い４項目（項目別評定総括表、項目別評定調書参照）については加重を２倍としている。 

 

２．法人全体に対する評価 

法人全体の評価 項目別評定のとおり、機構の業務運営については、評価項目全 12 項目のうち６項目について「中期計画における所期の目標を上回る成果が得られている（うち３項目については、困難度「高」である項目について、

中期目標の所期の目標を達成している）」、６項目について「中期計画における所期の目標を達成している」と認められる。 

 特に、ＵＲ賃貸住宅を活用したミクストコミュニティの形成、災害からの復旧・復興支援、財務体質の強化において優れた成果を上げており、困難度「高」である都市再生政策上の課題解決に資する都市再生の推進、

ストックの活用・再生による良質な住まい・まちづくり、東日本大震災からの復興に係る業務の実施において所期の目標を達成しており、法人全体としては、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると

認められる。 

全体の評定を行う上で特に

考慮すべき事項 

特に全体の評定に影響を与える事象はなかった。 

 

３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 

項目別評定で指摘した課

題、改善事項 

該当なし 

その他改善事項 該当なし 

主務大臣による改善命令を

検討すべき事項 

該当なし 

 

４．その他事項 

監事等からの意見  総論として、機構の業務は法令等に従い適正に実施されているとの意見があった。個別には、以下の意見があった。 

・都市政策上の課題解決に資する都市再生の推進については、うめきたエリアで、事業全体のプロデューサーとして長年関わり、輻輳する工事の工程を綿密に調整することで、２期区域の先行まちびらきを実現した。ま

た、小諸駅周辺地区で市の要請に応え、歴史的建造物を取得し、地域プレイヤーと連携し、市の目指すまちづくりを支援した。いずれも、民間では担いにくい地域の実情に応じた政策的意義の高い事業の推進に貢献し

ている。 

・ＵＲ賃貸住宅を活用したミクストコミュニティの形成については、高齢者への生活支援に加えて子育てしやすい環境整備を進めるなど地域医療福祉拠点化形成団地で質の充実を図り、地域住民から高評価を得ている。 

また、地域の実情を踏まえたセーフティネット機能の充実を図るために、地方公共団体に対して、機構の持つノウハウの共有、セーフティネット住宅の供給拡大その地域の課題解決の連携等の取組を行っており、地方

公共団体から高評価を得ている。 

・ストックの活用・再生による良質な住まい・まちづくりについては、住戸内の複層ガラスへの交換にあたり、居住中の住戸でも可能な工法の採用や居住者への丁寧な説明により、着実に実施し、省エネ改修推進に貢献

している。また、賃貸施設広告の強化・積極的な営業活動による施設誘致や、コミュニティ活動施設について広報することで、多様な人々が交流するスペースを提供し、ＵＲ賃貸住宅内及び周辺地域のミクストコミュ
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ニティ形成に貢献している。 

・東日本大震災からの復興に係る業務の実施については、復興拠点等の基盤整備等のハード支援に加えて町民の帰還・定住の促進に向けたソフト支援の実施により、地域のにぎわいを取り戻すことに貢献している。 

・災害からの復旧・復興支援については、地方公共団体の危機意識の高まりによる研修依頼の増加に対して機構の災害対応経験を基にニーズに対応した研修を実施している。また、技術支援を通して能登半島地震におい

て、被災した地域の復興まちづくり計画策定に貢献している。 

・財務体質の強化については、金利上昇などが見られるなか、各部門における営業努力による業務収入等の確保によって有利子負債を削減し、財務体質の強化に貢献している。 

その他特記事項 外部有識者から、法人全体に対する評価として以下の意見があった。 

・大臣評定のとおりで、問題ないと考える。 

・成果が定量的な数値にならず評価が難しい取組みもある中で、それぞれの項目で一定の成果を出しており、機構の今後の取組に期待する。 

・定量的な目標だけでなく、定性的な面においても社会的にインパクトのある成果を期待したい。 
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【項目別評定総括表様式】 

中期計画（中期目標） 年度評価 
項目別 

調書№ 
備考 

 中期計画（中期目標） 年度評価 
項目別 

調書№ 
備考  Ｒ６ 

年度 

Ｒ７ 

年度 

Ｒ８ 

年度 

Ｒ９ 

年度 

Ｒ10 

年度 

  Ｒ６ 

年度 

Ｒ７ 

年度 

Ｒ８ 

年度 

Ｒ９ 

年度 

Ｒ10 

年度 

Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置  Ⅴ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとすると

きは、その計画 
－ － － － － Ⅴ － 

 １ 政策的意義の高い都市再生等の推進 
Ａ － － － － Ⅰ-1 － 

Ⅵ 剰余金の使途 
－ － － － － Ⅵ － 

 

 

（１）都市政策上の課題解決に資する都市再生

の推進 
Ａ〇 － － － － Ⅰ-1-1 － 

 Ⅶ その他業務運営に関する重要な事項 

（２）都市開発の海外展開支援 
Ｂ － － － － Ⅰ-1-2 － 

  １ 脱炭素・環境及び都市景観への配慮 

Ｂ － － － － Ⅶ-1 － 

 ２ ＵＲ賃貸住宅ストックの多様な活用 
Ａ － － － － Ⅰ-2 － 

  （１）地球温暖化対策の推進 

 （１）ＵＲ賃貸住宅を活用したミクストコミュ

ニティの形成 
Ａ〇 － － － － Ⅰ-2-1 － 

  （２）都市の自然環境の保全・創出及び質の高い都市景

観の形成 

（２）ストックの活用・再生による良質な住ま

い・まちづくり 
Ａ － － － － Ⅰ-2-2 － 

  （３）建設副産物のリサイクルの推進 

３ 地方公共団体等の防災力向上への支援と

災害からの復旧・復興の推進 
Ａ － － － － Ⅰ-3 － 

  （４）環境物品等の調達 

 （１）東日本大震災からの復興に係る業務の実

施 
Ａ － － － － Ⅰ-3-1 － 

 ２ 国の施策等に対応した取組及び成果の社会還元 

 （２）災害からの復旧・復興支援 
Ａ〇 － － － － Ⅰ-3-2 － 

  （１）研究開発等の実施 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置   （２）成果の社会還元 

 １ 効率的な運営が行われる組織体制の整備 

Ｂ － － － － Ⅱ-1 － 

  ３ 保有資産の適切な管理・運用 

（１）効率的・効果的な組織運営   ４ 内部統制の適切な運用等 

Ｂ － － － － 

Ⅶ-2 － 

 （２）管理会計の活用による経営管理の向上   （１）内部統制の適切な運用 

 ２ デジタル化（ＤＸ）の推進   （２）業務運営の透明性の確保と広報の推進 

 ３ 適切な事業リスクの管理等 

Ｂ － － － － Ⅱ-2 － 

  （３）情報セキュリティの確保 

 （１）事業リスクの管理   （４）個人情報の保護 

 （２）事業評価の実施   ５ 施設及び設備に関する計画 

 ４ 一般管理費、事業費の効率化   ６ 人事に関する計画 

 ５ 入札及び契約の適正化の推進 Ｂ － － － － Ⅱ-3 －   （１）方針 

Ⅲ 予算(人件費の見積りを含む。)、収支計画及び資金計画   （２）人材育成 

 １ 財務体質の強化 

Ａ〇 － － － － Ⅲ － 

  （３）人件費管理の適正化 

 ２ 予算   （４）ダイバーシティ＆インクルージョン（Ｄ＆Ⅰ） 

 ３ 収支計画   ７ 中期目標の期間を超える債務負担 － － － － － 

 ４ 資金計画   ８ 独立行政法人都市再生機構法（平成 15 年法律第

100 号）第 33 条第２項（附則第 12 条第７項の規

定により読み替えて適用する場合を含む。）に規定

する積立金の使途 

－ － － － － 
Ⅳ 短期借入金の限度額 

－ － － － － Ⅳ － 

  

※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

※２ 困難度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※３ 「項目別調書 No.」欄には、令和６年度の項目別評定調書の項目別調書 No.を記載。 
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【項目別評定調書】 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１ １ 政策的意義の高い都市再生等の推進 

業務に関連する政策・施策 政策目標 ２：良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会の実現 

施策目標 ７：良好で緑豊かな都市空間の形成、歴史的風土の再生等を推進する 

政策目標 ４：水害等災害による被害の軽減 

施策目標１１：住宅・市街地の防災性を向上する 

政策目標 ７：都市再生・地域再生の推進 

施策目標２５：都市再生・地域再生を推進する 

政策目標１２：国際協力、連携等の推進 

施策目標４３：国際協力、連携等を推進する 

当該事業実施に係る根拠（個別法条

文など） 

都市再生機構法第 11 条第１項第１号から第 11 号まで、第２項第３号から第５号、第９号及び第

10 号、第３項並びに附則第 12 条第１項第６号等 

当該項目の重要度、困難度 

 

重要度：「高」 

＜Ⅰ－１－（１）都市政策上の課題解決に資する都市再生の推進＞ 

都市再生基本方針において、より快適に生活できる場の提供等により都市の魅

力を高めるとともに、資本や人材等を呼び込み、立地する産業の国際競争力を向

上させる都市再生を的確に推進することにより、国民生活の向上や経済の活性化

等を図り、併せて大規模災害に備え、都市の防災に関する機能を確保することが

重要であるとされているため。 

 

困難度：「高」 

＜Ⅰ－１－（１） 都市政策上の課題解決に資する都市再生の推進＞ 

都市再生の推進に当たっては、社会経済情勢の変化に柔軟に対応することや、

都市が抱える複合的な課題に適切に対応していく必要があることから、地方公共

団体や民間事業者のみでは対応することが困難であるとともに、都市経営の持続

可能性やエリア全体として価値の向上に長期継続的に取り組むためには、段階

的・連鎖的な事業展開を見据えた案件形成やインフラ整備に係る関係者間の調整

など、個々の事業を実施する場合以上に地域の住民、民間事業者、地方公共団体

等の多様な関係者間の意見調整、複雑な権利関係の調整等を必要とするため、困

難度が高い。 

関連する政策評価・行政事業レビュ

ー 

予算事業ＩＤ 004101、004107、004108、004312、004313、004315、004316、007294、007406 
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２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値等） 

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 

  

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

      「政策的意義の高い都市再生等の推進」 

 ※細分化した項目（１）～（２）の評定の算術平均により算定 

 ( Ａ４点×１項目×２＋Ｂ３点×１項目 ) ÷ (１項目×２＋１項目)＝3.66…点 

⇒算術平均に最も近い評定は「Ａ」評定である。 

※算定に当たっては評定毎の点数を、Ｓ：５点、Ａ：４点、Ｂ：３点、Ｃ：２点、Ｄ：１

点とし、重要度の高い項目については加重を２倍としている。 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞  

（１）都市政策上の課題解決に資する都市再生の推進について 

困難度「高」である本項目において、令和６年度における所期の目標を達成しているこ

と、都市の特性に応じた様々な都市政策上の課題がある中で、都市再生等の推進、都市の

防災性の向上、減災対策に係る地方公共団体への支援等を着実に実施し、その取組の効果

が認められることを総合的に勘案し、｢Ａ｣評定とする。 

（２）都市開発の海外展開支援について 

令和６年度における所期の目標を達成していること、官民プラットフォームの活動やバ

ンコク及びジャカルタ事務所を開設し現地での活動を本格化したこと等により、日本企業

の参入に向けた環境整備が進められていること、タイ学術機関との覚書の交換など、他機

関との関係を強化し、将来的に我が国事業者の参入を促す効果が認められることを総合的

に勘案し、｢Ｂ｣評定とする。  

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

該当なし 

 

＜その他事項＞ 

 外部有識者からの主な意見は以下のとおり。 

・一企業、一地方公共団体だけでは対処が困難な課題の解決に資する都市再生やまちづく

り、地方都市等におけるコミュニティの形成などに多方面から尽力し、成果を出してい

ると評価できる。 

・都市再生の推進において、所期の目標を上回る成果を得られている。海外展開支援にお

いても具体的な成果を期待したい。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－（１） Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 政策的意義の高い都市再生等の推進 

（１）都市政策上の課題解決に資する都市再生の推進 

業務に関連する政策・施策 政策目標 ２：良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会の実現 

施策目標 ７：良好で緑豊かな都市空間の形成、歴史的風土の再生等を推進する 

政策目標 ４：水害等災害による被害の軽減 

施策目標１１：住宅・市街地の防災性を向上する 

政策目標 ７：都市再生・地域再生の推進 

施策目標２５：都市再生・地域再生を推進する 

当該事業実施に係る根拠（個別法条文など） 都市再生機構法第 11 条第１項第１号から第 11 号まで、第２項

第３号から第５号及び第９号、第３項並びに附則第 12 条第１項

第６号等 

当該項目の重要度、困難度 重要度：「高」 

都市再生基本方針において、より快適に生活できる場の提供等により都市の魅力を高めるととも

に、資本や人材等を呼び込み、立地する産業の国際競争力を向上させる都市再生を的確に推進するこ

とにより、国民生活の向上や経済の活性化等を図り、併せて大規模災害に備え、都市の防災に関する

機能を確保することが重要であるとされているため。 

 

困難度：「高」 

都市再生の推進に当たっては、社会経済情勢の変化に柔軟に対応することや、都市が抱える複合的

な課題に適切に対応していく必要があることから、地方公共団体や民間事業者のみでは対応すること

が困難であるとともに、都市経営の持続可能性やエリア全体として価値の向上に長期継続的に取り組

むためには、段階的・連鎖的な事業展開を見据えた案件形成やインフラ整備に係る関係者間の調整な

ど、個々の事業を実施する場合以上に地域の住民、民間事業者、地方公共団体等の多様な関係者間の

意見調整、複雑な権利関係の調整等を必要とするため、困難度が高い。 

関連する政策評価・行政事業レビュー 予算事業ＩＤ 004101、004107、004108、004312、004313、004315、

004316、007294、007406 
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２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値等） 

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 

  

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 

コーディネート及び 

事業の実施地区数 

（計画値） 

330 地区 － 280 地区 － － － － 予算額（百万円） 107,646 － － － － 

コーディネート及び 

事業の実施地区数 

（実績値） 

－ － 301 地区 － － － － 決算額（百万円） 98,226 － － － － 

達成率 － － 108％ － － － － 経常費用（百万円） 211,694 － － － － 

        経常利益（百万円） 2,485 － － － － 

        行政コスト（百万円） 211,835 － － － － 

        従事人員数（人） 780 － － － － 

              

              

注）主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）については、次のとおり記載。①予算額、決算額：セグメント別支出額を記載。②経常費用、経常利益：セグメント別に記載。③従事人員数：年間平均支給人員数を記載。  
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

Ⅲ 国民に対して提供するサ

ービスその他の業務の質の

向上に関する事項 

 

１ 政策的意義の高い都市再

生等の推進 

（１）都市政策上の課題解決

に資する都市再生の推進 

人口減少・少子高齢化の進

展、東京への一極集中、都市

のスポンジ化の進展、施設・

インフラの老朽化、空き家・

空き地の増加、マンションの

老朽化等の社会課題や、グロ

ーバルな都市間競争の激化、

デジタル化の進展、脱炭素社

会の実現等の動向などの社会

経済情勢の変化に対応してい

くためには、都市機能の高度

化及び都市の居住環境の向

上、都市の防災に関する機能

の確保等を通じて、環境配慮

やまちづくりＤＸを推進しな

がら、持続可能な都市の実現

を図ることが必要である。 

都市再生に当たっては、民

間の資金やノウハウを最大限

引き出し、新たな需要を喚起

することが求められている一

方で、多様な関係者間の意見

調整等が難しいことや、権利

関係が複雑で調整が難しいこ

と等の課題があり、地方公共

団体や民間事業者のみでは都

市再生を進めることが困難な

状況が見られる。 

機構は、こうした状況を踏

まえ、持続可能な都市の実現

Ⅰ 国民に対して提供するサ

ービスその他の業務の質の

向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

１ 政策的意義の高い都市再

生等の推進 

（１）都市政策上の課題解決

に資する都市再生の推進 

都市再生の推進に当たって

は、国際競争力と魅力を高め

る都市の再生、地域経済の活

性化とコンパクトシティの実

現を図る地方都市等の再生、

防災性向上による安全・安心

なまちづくりが必要である。 

その際、多様な関係者間の

意見調整や利害調整の困難

性、公共施設整備と民間の都

市開発事業とのスケジュール

のミスマッチ、初動期の資金

確保の困難性、用地先行取得

等に関する民間事業者の負担

能力を超えたリスク、多様な

ニーズに対応するまちづくり

に係る地方公共団体のノウハ

ウ・人材等が十分でないこと

等が都市再生を推進する上で

の隘路となっている。 

このため、地域の政策課題

を踏まえた広域的な視点や公

的機関としての中長期的な視

点を持って、機構の公共性、

中立性、ノウハウを活かし、

基本構想の立案から事業計画

の策定、関係者間の段階的な

合意形成等のコーディネート

の実施や、民間事業者・地方

公共団体・まちづくりの担い

Ⅰ 国民に対して提供するサ

ービスその他の業務の質の

向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

１ 政策的意義の高い都市再

生等の推進 

（１）都市政策上の課題解決

に資する都市再生の推進 

都市再生の推進に当たって

は、国際競争力と魅力を高め

る都市の再生、地域経済の活

性化とコンパクトシティの実

現を図る地方都市等の再生、

防災性向上による安全・安心

なまちづくりが必要である。 

その際、多様な関係者間の

意見調整や利害調整の困難

性、公共施設整備と民間の都

市開発事業とのスケジュール

のミスマッチ、初動期の資金

確保の困難性、用地先行取得

等に関する民間事業者の負担

能力を超えたリスク、多様な

ニーズに対応するまちづくり

に係る地方公共団体のノウハ

ウ・人材等が十分でないこと

等が都市再生を推進する上で

の隘路となっている。 

このため、地域の政策課題

を踏まえた広域的な視点や公

的機関としての中長期的な視

点を持って、機構の公共性、

中立性、ノウハウを活かし、

基本構想の立案から事業計画

の策定、関係者間の段階的な

合意形成等のコーディネート

の実施や、民間事業者・地方

公共団体・まちづくりの担い

 

＜主な定量的な指標＞ 

 コーディネート及び事業の

実施地区数 

280 地区 

 

＜その他の指標＞ 

 都市再生事業等に係る民間

建築投資誘発額及び経済波

及効果 

 

 

 地方都市等における事業化

や計画策定等のコーディネ

ート効果発現数 

 

 防災性の向上に資する安

全・安心なまちづくり実施

地区数 

 

 

＜評価の視点＞ 

・機構の公共性、中立性、ノ

ウハウを生かした、コーデ

ィネートの実施や、民間事

業者・地方公共団体・まち

づくりの担い手等とのパー

トナーシップの下、政策的

意義の高い事業を実施する

ことにより、民間投資を誘

発し、都市再生の推進を図

ったか。 

・国際競争力の強化と都市の

魅力の向上を図るため、大

都市等においては、民間事

業者等との多様な連携や、

アセットの取得・保有・活

用を通じたエリアへの長期

＜主要な業務実績＞ 

＜主な定量的な指標＞ 

 コーディネート及び事業の実

施地区数 

301 地区 

 

＜その他の指標＞ 

 都市再生事業等に係る民間建

築投資誘発額 

１兆 6,000 億円規模 

 経済波及効果 

３兆円規模 

 地方都市等における事業化や

計画策定等のコーディネート

効果発現数 

35 件 

 防災性の向上に資する安全・

安心なまちづくり実施地区数 

84 地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞Ⅰ-１-（１） 

評定：Ａ 

 

＜評価の概要＞ 

令和６年度においては、公的機

関ならではの機構の公平・中立性、

専門性、事業経験に基づくノウハ

ウや人材面での強みを最大限発揮

し、本部・支社等の現場職員が精力

的に活動することで地方公共団体

等との関係を深めた結果、中期目

標における重要度及び困難度「高」

の当該目標 280 地区を上回る 301

地区でコーディネート及び事業を

実施した。 

国際競争力と魅力を高める都市

の再生においては、意見や利害が

必ずしも一致しない公民の多様な

関係者や長期に及ぶ事業など、民

間事業者だけでは実現の難しい事

業において、公平・中立性と豊富な

事業ノウハウという機構の強みを

最大限活かし、関係者間に立って

粘り強く調整して連携を図るな

ど、先導的な役割を発揮した。 

 地域経済の活性化とコンパクト

シティの実現において、地方公共

団体におけるまちづくりのノウハ

ウ・担い手不足等の課題に対応し、

機構が全国各地で培ってきた経験

を活かした地域に即した支援を実

施した。また、地域資源である歴史

的建造物を取得し、地域の担い手

とともに公民連携で建物を活用し

た周辺地域の活性化に取り組むス

キームにも新たにチャレンジし

た。 

 防災性向上による安全・安心な

評定：Ａ 

 

＜評定に至った理由＞  

困難度「高」である本項目において、年度計

画等で定めた定量的な指標については、以下の

とおり所期の目標を達成していると認められ

る。 

・コーディネート及び事業の実施地区数につい

て、機構の公平・中立性、専門性、事業経験

に基づくノウハウや人材面での強みを最大

限発揮した結果、年度計画での目標「280 地

区」に対し、実績値「301 地区（達成率 108%）」

であった。 

 

機構は、都市再生の推進に当たって、①国際

競争力と魅力を高める都市の再生、②地域経済

の活性化とコンパクトシティの実現を図る地

方都市等の再生、③防災性向上による安全・安

心なまちづくりを図るため、以下の取組を実施

した。 

①国際競争力と魅力を高める都市の再生 

・大都市等においては、属性の異なる複数の関

係者が存在し、さらに複数の関連事業を一体

的に進める難しい事業においても、コーディ

ネート業務（利害関係者や各事業の調整等）

等を円滑に進め、着実に事業を実施した。 

その結果、都市再生事業等に係る民間建築投

資誘発額は１兆 6,000 億円規模、同経済波及

効果は３兆円規模であった。 

②地域経済の活性化とコンパクトシティの実

現を図る地方都市等の再生 

・地方都市等においては、コンパクトシティの

実現を推進し、歴史的建造物と公園の一体活

用による官民連携まちづくりなど、各地域の

特性を踏まえて地域の活力を高める都市再

生の取組を着実に実施した。 

その結果、地方都市等における事業化や計画

策定等のコーディネート効果発現数は 35 件
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に向けて都市再生を着実に推

進するため、機構の公共性、

中立性、ノウハウを活かした

コーディネートを実施すると

ともに、民間事業者、地方公

共団体等の多様な主体とのパ

ートナーシップの下、政策的

意義の高い事業を実施するこ

とにより、民間投資を誘発し、

都市再生の先導的な役割を果

たすこと。 

手等とのパートナーシップの

下、政策的意義の高い事業を

実施する。 

なお、事業等の実施に当た

っては、地区の実情に応じた

多様な手法を活用して、環境

負荷の低減や自然との共生、

未来技術の社会実装を推進す

る。 

また、地区の個性や界隈性

を活かした長期的なエリア再

生、公的不動産の活用や公共

公益施設再編、エリアマネジ

メント、アセットの取得・保

有・活用による長期継続的な

地域への関与等によって、持

続可能な都市の実現に向けた

まちづくりを推進する。 

さらに、地区の実情に応じ、

地域の多様な主体が参画・連

携するまちづくりの仕組み・

組織である地域プラットフォ

ームの形成や共同出資による

開発型ＳPＣの活用等により、

事業等の初期段階から民間事

業者等との連携を図る。 

これらにより、民間投資を

誘発し、都市再生の推進を図

る。 

併せて、政策的意義の高い

都市再生を継続的に推進す

るに当たり、機構が負担する

土地等の長期保有等の事業

リスクに見合った適正な収

益を確保し、収益の安定化を

図る。 

手等とのパートナーシップの

下、政策的意義の高い事業を

実施する。 

なお、事業等の実施に当た

っては、地区の実情に応じた

多様な手法を活用して、環境

負荷の低減や自然との共生、

未来技術の社会実装を推進す

る。 

また、地区の個性や界隈性

を活かした長期的なエリア再

生、公的不動産の活用や公共

公益施設再編、エリアマネジ

メント、アセットの取得・保

有・活用による長期継続的な

地域への関与等によって、持

続可能な都市の実現に向けた

まちづくりを推進する。 

さらに、地区の実情に応じ、

地域の多様な主体が参画・連

携するまちづくりの仕組み・

組織である地域プラットフォ

ームの形成や共同出資による

開発型ＳPＣの活用等により、

事業等の初期段階から民間事

業者等との連携を図る。 

これらにより、民間投資を

誘発し、都市再生の推進を図

る。 

併せて、政策的意義の高い

都市再生を継続的に推進す

るに当たり、機構が負担する

土地等の長期保有等の事業

リスクに見合った適正な収

益を確保し、収益の安定化を

図る。 

継続的な関与により、都市

の魅力の向上に資するプロ

ジェクトに積極的に携わ

り、コーディネート及び都

市再生事業を実施したか。 

・地域経済の活性化とコンパ

クトシティの実現を図るた

め、地方公共団体とのパー

トナーシップの下、観光・

産業・雇用・子育て・福祉・

環境等地域の実情を踏ま

え、まちづくり構想の立案・

計画づくり・施策の具体化

や地域の担い手育成等に係

るコーディネートを実施

し、広域的な視点からまち

づくりを推進したか。 

・都市災害に対する脆弱性の

克服、自然災害が発生した

場合における被害の最小化

及び都市機能の安定的な継

続性の確保を図るため、地

方公共団体等を支援し、都

市の防災性の向上や減災対

策を推進したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まちづくりにおいては、機構がこ

れまで災害復旧・復興支援を通じ

て蓄積したノウハウを結集し、密

集市街地の整備改善、津波防災ま

ちづくり、防災公園整備、都市にお

ける防災・減災対策を推進した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜具体的な事例・評価＞ 

① 国際競争力と魅力を高める都

市の再生 

多様な主体間における意見調整

や長期・継続的な関与による都市

機能の更新を担い、エリア全体の

に至った。 

③防災性向上による安全・安心なまちづくり 

・安全・安心なまちづくりの実現を推進し、都

市災害対策として防災性向上、減災対策及び

東日本大震災における復興支援等から得た

経験を活かした事前防災まちづくり支援等

を着実に実施した。 

この結果、密集市街地の整備改善、津波防災

まちづくり、防災公園整備、都市における防

災・減災対策の実施は 84 地区（うち事業数

ベースで 19 地区）であった。 

 

これらを踏まえ、困難度「高」である本項目

において、多様な関係者間の調整が必要な課題

に長期継続的に取り組み、エリア全体の価値向

上等に寄与するなど、令和６年度における所期

の目標を達成していること、都市の特性に応じ

た様々な都市政策上の課題がある中で、都市再

生等の推進、都市の防災性の向上、減災対策に

係る地方公共団体への支援等を着実に実施し、

その取組の効果が認められることを総合的に

勘案し、｢Ａ｣評定とする。 

 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

該当なし 

 

＜その他事項＞ 

 評定について、外部有識者５名全員が「Ａ」

評定が妥当であるとの意見であった。 

外部有識者からの主な意見は以下のとおり。 

・困難度「高」である項目において、着実に成

果をあげている。小諸市をはじめ地方公共団

体に対して機構が団地内で取り組んできたコ

ミュニティ形成の成果を活かし、ハードとソ

フトを一体化したプレイスメイキングに取り

組んでいる点が評価できる。地域の価値ある

物件取得を含めたまちづくりは、民間のまち

づくりコンサルタント会社には資本力の点か

ら難しい面もあり、こういった取り組みを今

後も推進していただきたい。 

① 国際競争力と魅力を高め

る都市の再生 

グローバルな都市間競争が

激化し、社会経済情勢が変化

する中、資金、人材、技術等

① 国際競争力と魅力を高め

る都市の再生 

国際的な都市間競争の激化

に対応し、国際競争力の強化

と魅力の向上を図り、大都市

① 国際競争力と魅力を高め

る都市の再生 

国際的な都市間競争の激化

に対応し、国際競争力の強化

と魅力の向上を図り、大都市

① 国際競争力と魅力を高める

都市の再生 

公民の関係者との適切な役割

分担・連携体制のもと、複雑化す

る都市の課題やニーズに対応し、
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が集積し、我が国の経済活動

等の中核としての役割を果た

す大都市等においては、我が

国経済を牽引することが期待

される産業を育成し、グロー

バルな業務を展開する企業の

拠点等の立地を促進するため

の機能・環境を整備する必要

がある。また、大都市の国際

競争力の更なる向上による効

果が地方都市へ波及すること

で、地方発のイノベーション

の成長・発展に寄与すること

が期待される。これらの観点

から、都市の国際競争力の強

化及び都市の魅力を高める都

市再生をさらに進めることが

必要である。 

また、成熟した都市型社会

において既成市街地等を再構

築・更新していくためには、

蓄積された都市基盤や官民双

方が所有する既存ストックの

有効活用、民間投資と連動し

た都市の効率的な運営、地域

が主体となったエリアマネジ

メント等が重視されているこ

とから、中長期的かつエリア

を俯瞰した視点による段階

的・連鎖的な事業展開や周辺

エリアも含めたインフラ整備

等に取り組み、複合的な課題

に対応する必要がある。 

このため、機構は、大都市

等において、都市の国際競争

力の強化やエリアの価値・魅

力を向上させるプロジェクト

に積極的に関与するととも

に、地域の状況に応じて長期

継続的にエリアに関与するこ

と。 

等においては、国際都市に向

けた環境整備、競争力を強化

する交通インフラの整備や老

朽化したインフラの対策、エ

ネルギーの効率的な利用な

ど、今後の我が国の経済基盤

等の確立に必要不可欠な国家

的プロジェクトや、土地利用

の高度化、都市機能の多様化、

交通結節機能の強化、公共空

間の創出、都市景観の改善、

良質な住宅供給の促進及び緑

化の推進等による質の高い生

活環境の確保など、都市の魅

力の向上に資するプロジェク

トに積極的に関与する。また、

大都市の国際競争力の更なる

向上による効果が地方都市へ

波及することで、地方発のイ

ノベーションの成長・発展に

寄与することが期待される。 

これらの実現に向けては、

民間事業者等との多様な連携

の下、基本構想の立案から事

業計画策定、関係者間の段階

的な合意形成等に係るコーデ

ィネート及び都市再生事業を

実施する。 

なお、事業等の実施に当た

っては、社会経済情勢の変化

に柔軟に対応し、持続可能な

都市機能の更新を進めるた

め、アセットの取得・保有・

活用を通じて長期継続的にエ

リアへ関与することで、段階

的・連鎖的な事業の組成や地

域のエリアマネジメント活動

等を支え、エリア全体の戦略

的な更新に一層取り組む。 

等においては、国際都市に向

けた環境整備、競争力を強化

する交通インフラの整備や老

朽化したインフラの対策、エ

ネルギーの効率的な利用な

ど、今後の我が国の経済基盤

等の確立に必要不可欠な国家

的プロジェクトや、土地利用

の高度化、都市機能の多様化、

交通結節機能の強化、公共空

間の創出、都市景観の改善、

良質な住宅供給の促進及び緑

化の推進等による質の高い生

活環境の確保など、都市の魅

力の向上に資するプロジェク

トに積極的に関与する。また、

大都市の国際競争力の更なる

向上による効果が地方都市へ

波及することで、地方発のイ

ノベーションの成長・発展に

寄与することが期待される。 

これらの実現に向けては、

民間事業者等との多様な連携

の下、基本構想の立案から事

業計画策定、関係者間の段階

的な合意形成等に係るコーデ

ィネート及び都市再生事業を

実施する。 

なお、事業等の実施に当た

っては、社会経済情勢の変化

に柔軟に対応し、持続可能な

都市機能の更新を進めるた

め、アセットの取得・保有・

活用を通じて長期継続的にエ

リアへ関与することで、段階

的・連鎖的な事業の組成や地

域のエリアマネジメント活動

等を支え、エリア全体の戦略

的な更新に一層取り組む。 

民間事業者のみでは実施が困難

で政策的意義が高い都市再生プ

ロジェクトを推進した。また、地

域の実情に応じて、長期継続して

エリアへ関与することで、段階的

な事業の実施につなげるととも

に、エリアマネジメント活動等を

支援した。 

 具体事例は以下のとおり。 

「うめきたエリア（大阪府大阪

市）」においては、２期区域にお

ける土地区画整理事業及び防災

公園街区整備事業を着実に推進

して、大阪・関西万博に先駆けて

令和６年９月に先行まちびらき

を迎えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

戦略的な更新にも寄与すること

で、都市の国際競争力強化と魅力

の向上に大きく貢献した。 

 

 

 

 

 

 

「うめきたエリア（大阪府大阪

市）」においては、公民連携のもと、

関西の発展を牽引するリーディン

グプロジェクトに平成 14 年から

20 年にわたって関与し、計画策定

支援・土地取得・基盤整備・民間誘

導により、１期・２期を通じた一体

的なまちづくりに寄与してきた。 

都市再生のプロデューサーとし

て、２期では操車場跡地を先行取

得し、事業主体として土地区画整

理事業及び防災公園街区整備事業

を推進するとともに、民間を誘導

することで建築投資を誘発し、国

際競争力を備えた「みどり」と「イ

ノベーション」の融合拠点を形成

している。 

開発に当たっては、民間提案を

導入する仕組みを作り、計画策定

段階から積極的に提案を取り入

れ、区域全体に一体性をもたせた

質の高い公共空間と広大な「みど

り」空間を創出した。 

工事の実施に当たっては、機構

が事務局となり、市・鉄道事業者・

建物事業者・基盤整備工事の施工

業者（土地区画整理事業・防災公園

街区整備事業）との間で工事のス

ケジュールや施工方法などを綿密

に調整し、多くの工事が同時並行

で進み輻輳する中、的確に対応す

ることで、大阪・関西万博に先駆け

・公民の多様な主体が関与するプロジェクト

（うめきたエリア）において 20 年という長期

間にわたって継続的に意見調整を行い、事務

局として万博開催に先駆けて先行まちびらき

を実現させたなど、民間営利団体のみでは困

難と想定される役割を適切に担ったことか

ら、Ａ評定は妥当であると考える。 

・うめきたエリア、新橋・虎ノ門エリア等の再

生は、都市の国際競争力と魅力を高めるもの

である。地方都市でもインパクトの大きい成

果を期待する。 

・今後は、特に事業化を伴わないコーディネー

ト業務において、どのように支援の質を高めて

いくかが課題であると思う。顧客としての地方

公共団体が機構の支援に対する満足度の評価

を行うことを考えてもよいかもしれない。 

 

 



13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「新橋・虎ノ門エリア（東京都

港区）」においては、国際ビジネ

ス・交流拠点形成が進む中、大規

模開発街区と中小ビル街区の双

方が補完されるまちづくりを推

進するため、長期継続的に関与し

てきた。 

 

 

「虎ノ門二丁目地区（東京都港

区）」においては、機構を代表施

行者とした個人施行の市街地再

開発事業により、業務棟（虎ノ門

アルセアタワー）が令和７年２月

に竣工した。 

 

 

 

 

 

 

 

「愛宕地区（東京都港区）」に

おいても、機構施行の市街地再開

発事業による建設工事に令和７

年２月着手した。 

 

 

地域のエリアマネジメント活

て令和６年９月に先行まちびらき

を実現した。 

また、提案をもとに民間事業者

と公共施設管理者等との間に立っ

て設計等を調整し、民間敷地と一

体的な質の高い公共空間を創出し

た。 

今後は芝田エリアで地域活動を

通じたまちづくり気運の醸成を図

り、更なるエリア価値の向上に貢

献していく。 

 

「新橋・虎ノ門エリア（東京都港

区）」においては、ビジョン策定支

援から事業・コーディネートの実

施、エリアマネジメント活動や組

合施行再開発への参画に至るま

で、約 20 年にわたる多面的・継続

的なエリアへの関与によるまちの

成長を促すことで民間の活発な投

資を誘導している。 
「虎ノ門二丁目地区（東京都港

区）」では、病院機能を中断させる

ことなく段階的な建替えを実施し

ている。災害時には病院棟と業務

棟が一体的に使われることで、都

内最高レベルの治療・収容拠点を

実現した。また、国際的なビジネス

拠点に適した高水準の業務環境を

もつ業務棟竣工と合わせて虎ノ門

ヒルズ駅へつながるデッキをバリ

アフリー仕様で整備し、安全で快

適な歩行者ネットワークの形成に

貢献している。 
「愛宕地区（東京都港区）」では、

市街地再開発事業を施行者として

推進し、土地の高度利用や愛宕山

の環境整備、歩行者ネットワーク

の整備等により、国際ビジネス拠

点機能の強化に貢献している。 
地域のエリアマネジメント活動
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動においては、令和６年９月及び

令和７年２月に食を起点とした

イノベーション創出の支援を実

施するための地域活動拠点を設

置した。 

 

 

 

 

 

 

「東京駅前・八重洲地区（東京

都千代田区）」では、全体完成時

には国内最大級となるバスター

ミナルの整備を進めており、第１

期は令和４年９月に開業してい

る。第２期は令和７年度の開業を

目指して事業を進めており、第３

期の市街地再開発事業が令和６

年８月に建設工事着手に至り、令

和11年度の開業を予定している。 

 

「品川駅周辺エリア（東京都港

区）」においては、品川駅北周辺

地区、品川駅街区地区及び品川駅

西口地区の３地区で、機構施行の

区画整理事業を着実に推進して

いる。品川駅北周辺地区において

は、令和７年３月に先行街区にお

いてまちびらきを迎えた。 

 

 

 

 

 

 

 「北青山三丁目地区（東京都港

区）」においては、令和５年８月

に機構施行の市街地再開発事業

の認可を受けており、令和６年７

月には権利変換計画の認可を受

では、地域の特色を踏まえた活動

拠点を設置し、まちぐるみでスタ

ートアップ企業を支援するなど、

一体的なエリア価値向上を推進し

ている。 
また、東京都内で初めてほこみ

ち制度を活用してストリートマル

シェなどの社会実験を地元団体の

一員として継続して実施し、にぎ

わいの創出に寄与している。 
 
「東京駅前・八重洲地区（東京都千

代田区）」では、バスターミナルを

整備することで、路上に点在する

バス乗り場の集約を進めている。

このターミナルは事業主体や完成

時期の異なる３地区に跨るが、令

和６年度は第３期エリアにおい

て、保留床を取得する参加組合員

として再開発事業の推進に寄与し

た。 

 
「品川駅周辺エリア（東京都港

区）」においては、各種事業の工事

が輻輳する中でスケジュールを遵

守した各種調整・整備が必要とさ

れている。土地区画整理事業の工

事、地区内の建築工事や隣接して

施行されている再開発事業、環状

４号線整備、京急線の連続立体交

差事業等の各種事業関係者と工事

スケジュール等を密に調整してい

る。このうち品川駅北周辺地区に

おいて、「国際交流拠点・品川」の

先行街区まちびらきを実現した。 

 

「北青山三丁目地区（東京都港

区）」においては、特定緊急輸送道

路である青山通り沿道の耐震化

と、都営住宅跡地の大規模利用転

換を行い、大規模な広場・みどり空
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け、10 月には青山通り沿道の建

設工事に着手した。 

 

 

 

間を整備する。また、青山の地域資

源である文化・人材と緑を活かし

た「文化・流行の発信拠点」を創出

する。 

 

② 地域経済の活性化とコンパク

トシティの実現を図る地方都市

等の再生 

 これまでに培ってきた支援実績

やノウハウを活かし、多種多様な

相談・課題に対し、地域の実情に応

じて対応した結果、事業化、計画策

定及び体制構築のコーディネート

効果が 35 件発現するに至った。 

 

 

 

 

 

「小諸駅周辺地区（長野県小諸

市）」においては、平成 29 年度か

ら市の計画策定や協議会立ち上げ

を支援してきた。令和４年度から

は大手門公園の一部であるまちタ

ネ広場を活用した担い手発掘と交

流の場づくりのプレイスメイキン

グ社会実験を実施した。その結果

を踏まえ、協議会が、公民共創によ

るまちづくりの方向性を共有する

ビジョンを策定。その行動計画と

して令和６年４月に市の基本計画

が改訂された。また、社会実験等の

取組を契機として、広場に隣接す

る歴史的建造物の所有者から当該

物件を市の目指すまちづくりに活

用してほしい旨の意向が示され、

令和６年８月、市の要請に応じて

歴史的建造物を取得した。広場と

の一体的活用を行う地域の事業パ

ートナーを市とともに選定し、三

者で協定を締結する等、多様な取

② 地域経済の活性化とコン

パクトシティの実現を図る

地方都市等の再生 

地方都市等においては、地

方公共団体による持続可能な

都市経営を実現するため、地

方公共団体・民間事業者・公

共交通事業者・地域のまちづ

くり組織等の多様な主体と連

携して、地域経済の活性化及

び一定の人口密度を保ち都市

機能を適正に配置したコンパ

クトシティの実現を図る都市

再生を進めることが必要であ

る。 

このため、機構は、各地域

の実情や立地適正化計画等と

の整合性を踏まえ、地域経済

の活性化とコンパクトシティ

の実現を図る政策立案・施策

の具体化段階におけるまちづ

くりの構想や計画づくり、施

策の具体化、担い手の育成・

体制構築等に係るコーディネ

ート及び都市再生事業を通じ

て地方公共団体等を支援する

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 地域経済の活性化とコン

パクトシティの実現を図る

地方都市等の再生 

地方公共団体による持続可

能な都市経営を実現するた

め、地方公共団体等を支援し、

地方都市や大都市圏の近郊都

市においては、地域経済の活

性化及び一定の人口密度を保

ち都市機能を適正に配置した

コンパクトシティの実現に向

けた都市構造の再構築を推進

する。 

その際、地域経済の活性化

とコンパクトシティの実現を

図るため、地方公共団体・民

間事業者・公共交通事業者・

地域のまちづくり組織等との

パートナーシップの下、観光・

産業・雇用・子育て・福祉・環

境等地域の実情や立地適正化

計画等との整合性を踏まえ、

広域的な視点からまちづくり

を推進する。 

このため、まちづくりの構

想の立案、計画づくり、施策

の具体化、地域経済の好循環

につながる担い手の育成・体

制構築等に係るコーディネー

トを実施する。さらに、集約

すべき地域への都市機能・居

住の誘導、遊休不動産や既存

建物の有効活用、機構による

土地等の長期保有を含めた低

未利用地の再編や老朽建物の

再整備等を行い、中心駅周辺

② 地域経済の活性化とコン

パクトシティの実現を図る

地方都市等の再生 

地方公共団体による持続可

能な都市経営を実現するた

め、地方公共団体等を支援し、

地方都市や大都市圏の近郊都

市においては、地域経済の活

性化及び一定の人口密度を保

ち都市機能を適正に配置した

コンパクトシティの実現に向

けた都市構造の再構築を推進

する。 

その際、地域経済の活性化

とコンパクトシティの実現を

図るため、地方公共団体・民

間事業者・公共交通事業者・

地域のまちづくり組織等との

パートナーシップの下、観光・

産業・雇用・子育て・福祉・環

境等地域の実情や立地適正化

計画等との整合性を踏まえ、

広域的な視点からまちづくり

を推進する。 

このため、まちづくりの構

想の立案、計画づくり、施策

の具体化、地域経済の好循環

につながる担い手の育成・体

制構築等に係るコーディネ

ートを実施する。さらに、集

約すべき地域への都市機能・

居住の誘導、遊休不動産や既

存建物の有効活用、機構によ

る土地等の長期保有を含め

た低未利用地の再編や老朽

建物の再整備等を行い、中心

② 地域経済の活性化とコンパ

クトシティの実現を図る地方

都市等の再生 

まちづくりのノウハウや人材

不足等の課題に直面する全国の

地方公共団体に対して、機構が培

ってきた多様なニーズに対応す

るノウハウを活かし、構想・計画

策定から事業化、まちづくり組織

の組成や社会実験の実施等によ

る体制構築支援に至るまで、地域

に即した支援を実施した。 

 

具体事例は以下のとおり。 

「小諸駅周辺地区（長野県小諸

市）」においては、公民共創の協

議会による地域のビジョン策定

を支援した。その実現に向けた市

の基本計画改訂を受け、市の要請

により、基本計画に掲げる文化・

観光交流まちづくり支援の一環

として、令和６年８月に地域資源

である歴史的建造物を取得。隣接

する広場との一体的な活用・整備

を推進するため、令和７年１月に

は市と、公募により選定した事業

パートナーとの三者で協定を締

結した。 
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における拠点の再生、近隣生

活圏の核となるコミュニティ

空間の整備を推進する。 

駅周辺における拠点の再生、

近隣生活圏の核となるコミ

ュニティ空間の整備を推進

する。 

 

 

 

 

「鹿沼市中心市街地地区（栃木

県鹿沼市）」においては、中心市

街地活性化を目指して公民連携

によるまちづくりを進めるため、

令和６年７月には歴史的建造物

を取得した。この建物活用も含め

て市と機構相互の連携体制を強

化し、より幅広い連携が可能とな

る包括連携協定を令和７年３月

に締結した。 

 

 

「長岡市大手通坂之上町地区

（新潟県長岡市）」においては、

市街地再開発事業の施行者とし

て事業を推進しており、令和６年

４月にはＢ街区の建設工事に着

手した。 

 

 

 

 

 

「広島市基町相生通地区（広島

県広島市）」においては、機構を

代表施行者とした個人施行の市

街地再開発事業を推進し、令和６

年 10 月には建設工事に着手し

た。 

 

 

 

 

 

「福山駅前地区（広島県福山

市）」においては、令和５年度に

新たに土地を取得し、令和６年度

組による支援を実施し、市が目指

すまちなかの回遊促進や賑わい創

出を支援している。 

 

「鹿沼市中心市街地地区（栃木

県鹿沼市）」においては、令和４年

９月に開設した「kanuma commons」

を拠点として、民間事業者による

リノベーションまちづくりを加速

する公民連携体制の構築を支援し

てきた。令和６年度は新たに歴史

的建造物を取得し、運営事業者の

公募に向けた検討を進めるなど、

公民連携まちづくりの体制構築支

援を進めた。 

 

 「長岡市大手通坂之上町地区（新

潟県長岡市）」においては、令和５

年度にオープンしたＡ－２街区の

公益施設等とともに市民の学びや

交流の場を形成するＢ街区の工事

に、令和６年４月に着手した。この

工事は既存建物の躯体を有効活用

して施工され、令和８年度の事業

完了に向けて事業を推進してい

る。 

 

「広島市基町相生通地区（広島

県広島市）」においては、原爆ドー

ム周辺の景観の改善や、事業区域

内に位置する変電所の機能中断を

伴わない直接移転・更新など、まち

の複数課題を一体的に解消する事

業スキームを提案・構築し、官民連

携による都心再生のリーディング

プロジェクトとして市街地再開発

事業を推進している。 

 

「福山駅前地区（広島県福山

市）」においては、策定を支援した

「福山駅前再生ビジョン」の実現
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にはこの土地を活用する事業者

を選定して、事業者が機構保有地

と道路を一体的に活用する拠点

を設けた。 

 

 

 

 

 

 

 

「鹿児島市中心市街地地区（鹿

児島県鹿児島市）」においては、

市が目指す「歩いて楽しめるま

ち」の実現に向け、令和６年５月

に「マイアミ通りまちづくり協議

会」を設立した。その後、同協議

会とともにマイアミ通りなどで

の歩道空間等の利活用に向けた

社会実験を複数回実施した。これ

を基にマイアミ通りの利活用に

向けた基本計画を令和７年１月

に策定した。 

 

に向け、土地を取得・保有し、民間

事業者の初期投資や土地保有リス

クを低減することで、リノベーシ

ョンによるまちづくりの推進を支

援している。 

また、「居心地がよく歩きたくな

るまちなか」の実現に向けて、公共

空間や空き地を活用した運営体制

の検討・試行を、地元商店会ととも

に進めている。 

 

「鹿児島市中心市街地地区（鹿

児島県鹿児島市）」においては、マ

イアミ通りまちづくり協議会設立

に向けて市が実施する住民協議会

の運営や通りの利活用に係る社会

実験などを支援してきており、協

議会設立後も機構の制度を活用し

て、まちづくり支援の専門家とと

もに基本計画策定に向けた検討支

援や社会実験の実施を支援し、基

本計画の策定に至った。 

 

 

③ 防災性向上による安全・安心

なまちづくり 

防災性向上や減災対策等を推進

するため、密集市街地では、地方公

共団体等との適切な連携・役割分

担の下、老朽木造住宅の密集によ

る建物倒壊や延焼の危険性の高

さ、狭隘な地区内道路による住民

の避難や緊急車両の進入の困難さ

等の各地区の抱える課題に寄り添

い、不燃化に係る地方公共団体等

における計画策定支援、避難路等

及びこれと一体的な沿道市街地の

整備、土地取得を通じた老朽木造

建物の更新や主要生活道路拡幅等

の防災性向上に資する事業を推進

した。 

③ 防災性向上による安全・

安心なまちづくり 

自然災害の頻発化・甚大化、

密集市街地の存在、南海トラ

フ地震、首都直下地震等の発

生の危険性の高まり等災害に

係る課題が存在しており、大

規模な自然災害等が発生した

場合における都市の人的被

害・経済的被害の最小化や都

市機能の安定的な継続性の確

保を図るため、地方公共団体

等を支援し、防災性向上によ

る安全・安心なまちづくりを

進めることが引き続き必要で

ある。 

このため、機構は、防災対

③ 防災性向上による安全・

安心なまちづくり 

都市災害に対する脆弱性の

克服、自然災害が発生した場

合における被害の最小化及び

都市機能の安定的な継続性の

確保を図るため、地方公共団

体等を支援し、密集市街地等

の防災対策の推進が必要な区

域においては、地方公共団体

等と連携の上、道路・防災公

園等のインフラ整備、老朽化

したマンション等住宅・建築

物の更新などによる耐震化、

ターミナル駅周辺等の帰宅困

難者対策、備蓄物資等を確保

した災害に強い拠点の整備な

③ 防災性向上による安全・

安心なまちづくり 

都市災害に対する脆弱性の

克服、自然災害が発生した場

合における被害の最小化及び

都市機能の安定的な継続性の

確保を図るため、地方公共団

体等を支援し、密集市街地等

の防災対策の推進が必要な区

域においては、地方公共団体

等と連携の上、道路・防災公

園等のインフラ整備、老朽化

したマンション等住宅・建築

物の更新などによる耐震化、

ターミナル駅周辺等の帰宅困

難者対策、備蓄物資等を確保

した災害に強い拠点の整備な

③ 防災性向上による安全・安心

なまちづくり 

 防災に対する社会的関心の高

まりに対応し、機構がこれまでの

災害復旧・復興支援を通して蓄積

したノウハウを結集し、密集市街

地の整備改善、津波防災まちづく

り、防災公園整備、都市における

防災・減災対策を推進した。 

密集市街地においては、地方公

共団体の要請を受け、多様な事業

メニューを活用した密集市街地

の整備改善を推進した。令和６年

度には全国 11 市区・19 事業地区

にて事業を実施した。また、住民

の防災意識醸成を図るイベント

などのソフト支援を実施した。 
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策の推進が必要な区域におい

て、地方公共団体等と連携し、

密集市街地の整備改善、防災

公園等の整備、老朽化マンシ

ョン等の再生、災害に強い拠

点の整備など、都市の防災性

の向上と減災対策を推進する

とともに、東日本大震災にお

ける復旧・復興支援等でこれ

まで培ってきた経験・実績を

活かし、地方公共団体等の計

画策定等に係る支援を通じて

南海トラフ地震対策等の事前

防災に向けた取組を推進する

こと。 

ど、都市の防災性の向上や減

災対策を推進する。 

密集市街地の整備改善に当

たっては、地方公共団体等に

おける計画策定や地元組織へ

の支援、避難路等及びこれと

一体的な沿道市街地の整備、

土地取得等を通じた老朽木造

建築物の更新等による不燃化

促進や従前居住者用賃貸住宅

の整備に加え、地域防災力の

向上、住環境の向上等も含め

た総合的な取組を推進する。 

また、南海トラフ地震等に

備える地方公共団体等に対し

て、東日本大震災における復

旧・復興支援等から得た経験

及びノウハウを活用し、防災

に関する計画策定等に係る支

援を通じて事前防災まちづく

りを促進する。 

マンションの管理者等から

の委託を受けた場合には、老

朽化等により除却する必要

のある分譲マンションの再

生に向けたコーディネート

を実施する。 

 

 

ど、都市の防災性の向上や減

災対策を推進する。 

密集市街地の整備改善に当

たっては、地方公共団体等に

おける計画策定や地元組織へ

の支援、避難路等及びこれと

一体的な沿道市街地の整備、

土地取得等を通じた老朽木造

建築物の更新等による不燃化

促進や従前居住者用賃貸住宅

の整備に加え、地域防災力の

向上、住環境の向上等も含め

た総合的な取組を推進する。 

また、南海トラフ地震等に

備える地方公共団体等に対し

て、東日本大震災における復

旧・復興支援等から得た経験

及びノウハウを活用し、防災

に関する計画策定等に係る支

援を通じて事前防災まちづく

りを促進する。 

マンションの管理者等から

の委託を受けた場合には、老

朽化等により除却する必要

のある分譲マンションの再

生に向けたコーディネート

を実施する。 

 

 

 

 

 

防災公園については、防災面に

課題がある地域で避難地等とな

る防災公園を整備した。 

 

南海トラフ地震対策等の津波

防災まちづくりの推進が求めら

れている地域においては、令和６

年度は徳島県や高知県において

ハード面やソフト面での各種支

援を実施した。 

また、事業による防災性向上や

減災対策として、ターミナル駅周

辺等の帰宅困難者対策、備蓄物資

等を確保した災害に強い災害時

治療・収容拠点を整備した。 

 

 

 

 

 

具体事例は以下のとおり。 

 「西小山駅前地区（東京都目黒

区）」においては、事業パートナ

ーと連携し地域まちづくりを推

進しており、令和６年 11 月には

機構保有地で地域交流イベント

を開催し、住民の防災意識醸成を

図った。 

 

 

 

「門真市古川橋駅北地区（大阪

府門真市）」においては、令和７

年２月に道路拡幅のための用地

として土地を取得し、新たに木造

住宅が密集するエリアにおいて

不燃化促進事業に着手した。 

また、地域防災力向上を目的と

したソフト支援も実施し、ハード

整備で終わらないまちづくりを推

進した。 

防災面に課題がある地域におい

ては、避難地等となる防災公園を

整備することで、地域防災力向上

に寄与した。 

南海トラフ地震による津波被害

が想定される地域では、東日本大

震災における復興支援等から得た

経験を踏まえ、津波防災まちづく

りの支援を推進した。 

 

また、事業等においても、防災性

向上や減災対策を推進することで

都市の防災性の向上に寄与した。 

 

 

 

これらの結果、84 地区において

安全・安心なまちづくりを実施し、

都市の防災性向上に貢献した。 

 

 

「西小山駅前地区（東京都目黒

区）」は、土地の集約化・共同化に

よりまちの防災性向上に寄与して

いる。また、機構保有地を活用して

住民の防災意識醸成を図り、地域

の関係構築につながる地域交流イ

ベントの実施により、ハード整備

で終わらないまちづくりを行って

いる。 

 

「門真市古川橋駅北地区（大阪

府門真市）」においては、市と協働

のうえ、市の目指す防災まちづく

りを推進し、密集市街地の早期改

善及び安全性の向上に貢献してい

る。 
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「うめきたエリア（大阪府大阪

市）」においては、防災公園整備

事業を着実に推進し、令和６年９

月にうめきた公園が一部開園し

た。 

 

 

 

 

 

 

「美浜町運動公園（愛知県美浜

町）」においては、町から受託し

ている都市公園の一部整備が完

了し、令和６年６月に運動公園陸

上競技場と交流広場がオープン

した。 

 

 

 

「美波町（徳島県）」において

は、平成 30 年の協力協定の締結

以降、高台造成及び防災公園整備

等の技術支援を継続して行って

いる。令和６年度は、ハード面の

継続支援を行い、また、住民の防

災意識向上につながるワークシ

ョップ等を開催した。 

 

 

「虎ノ門二丁目地区（東京都港

区）」においては、機構を代表施

行者とした市街地再開発事業に

より、病院棟と連携して災害対応

機能をもつ業務棟（虎ノ門アルセ

アタワー）が令和７年２月に竣工

した。 

 

「うめきたエリア（大阪府大阪

市）」においては、防災公園に備蓄

倉庫やマンホールトイレなどの設

備を設置し、大阪駅の周辺におい

て大規模災害が発生した際に想定

される７万８千人の帰宅困難者の

うち、約３万４千人の一時避難者

受け入れが可能な広域避難場所が

確保され、まちの防災性向上に寄

与した。 

 

「美浜町運動公園（愛知県美浜

町）」においては、パラスポーツに

も対応した仕様とするなど、町が

掲げる「スポーツまちづくり」の実

現に寄与するとともに、災害の際

には１万人の一時避難場所となる

防災機能をもった公園を整備し

た。 

 

「美波町（徳島県）」においては、

東日本大震災の復興支援等で培っ

たノウハウを活かし、高台整備に

係る造成計画の作成等の技術支援

を行って津波防災まちづくりを推

進した。また、機構が設置したサテ

ライトオフィスも活用して防災教

育プログラムを実施し、住民の防

災意識向上にも寄与している。 

 

「虎ノ門二丁目地区（東京都港

区）」においては、平成 31 年４月

に竣工した病院棟と連携し、都内

最高レベルである約 14,000 ㎡の

災害時治療・収容拠点を整備し、都

市の防災性の向上・減災対策に寄

与した。 

 

以上により、重要度・困難度「高」

の本項目において、定量目標の計
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画を超える地区に関与するととも

に、「うめきた」の先行まちびらき

等、質的にも大きな成果をあげて

いることから、Ａ評定とする。 

これまでの経験や専門知識

を活かしつつ、都市政策上の

課題解決に資する都市再生を

推進するため、中期目標期間

中に 330 地区においてコーデ

ィネート及び事業を実施す

る。 

これまでの経験や専門知識

を活かしつつ、都市政策上の

課題解決に資する都市再生

を推進するため、令和６年度

中に280地区においてコーデ

ィネート及び事業を実施す

る。 

 

 
４．その他参考情報 

無し。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－（２） Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
 １ 政策的意義の高い都市再生等の推進 

（２）都市開発の海外展開支援 

業務に関連する政策・施策 政策目標１２：国際協力、連携等の推進 

施策目標４３：国際協力、連携等を推進する 

当該事業実施に係る根拠（個別法条文など） 都市再生機構法第 11 条第２項第 10 号等 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビュー － 

 
２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値等） 

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 

  

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 

        予算額（百万円） 107,646 － － － － 

        決算額（百万円） 98,226 － － － － 

        経常費用（百万円） 211,694 － － － － 

        経常利益（百万円） 2,485 － － － － 

        行政コスト（百万円） 211,835 － － － － 

        従事人員数（人） 37 － － － － 

注）主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）については、次のとおり記載。①予算額、決算額：セグメント別支出額を記載。②経常費用、経常利益：セグメント別に記載。③従事人員数：年間平均支給人員数を記載。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

（２）都市開発の海外展開支

援 

海外社会資本事業への我が

国事業者の参入の促進を図る

ための基本的な方針におい

て、機構に対して、公的機関

としての中立性や交渉力、国

内業務を通じて蓄積された技

術やノウハウを活用し、海外

の都市開発事業における案件

形成の川上段階から積極的に

関与し、相手国のニーズを踏

まえながら、戦略的に我が国

事業者の参入促進を図ること

が求められている。 

このため、機構は、次の取

組を行うこと。 

・民間企業単独での参入が

困難な案件について、関

係府省、政府機関、我が

国事業者と相互に連携

し、現地及び国内での情

報収集体制・機能の強化

等を図りながら、相手国

機関からの地区開発マス

タープランの策定支援等

の受託や、我が国事業者

の参入が見込まれる事業

のフィージビリティスタ

ディ調査等の都市開発の

計画策定業務等を行うこ

と。 

・我が国事業者の事業化に

向けた情報提供・ビジネ

スマッチング等のコーデ

ィネート業務を強化し、

我が国事業者の海外都市

開発の進出につなげるこ

（２）都市開発の海外展開支

援 

海外社会資本事業への我が

国事業者の参入の促進に関す

る法律（平成 30 年法律第 40

号）第６条に規定する業務に

ついて、同法第３条の規定に

基づき国土交通大臣が定める

海外社会資本事業への我が国

事業者の参入の促進を図るた

めの基本的な方針（平成 30 年

国土交通省告示第 1066 号）に

従い、海外の都市開発事業へ

の我が国事業者の参入の促進

を図る。 

具体的には、案件発掘を強

力に推進するため、関係機関

等との連携や情報収集機能の

強化、相手国機関からの地区

開発マスタープランの策定支

援等の受託や我が国事業者の

参入に向けたフィージビリテ

ィスタディ調査等の都市開発

の計画策定業務等を実施す

る。 

 

また、我が国事業者の事業

化に向けた情報提供・ビジネ

スマッチング等のコーディネ

ート業務の強化により、我が

国事業者の海外都市開発の進

出につなげる。 

そのほか、我が国事業者の

海外展開に当たっての技術支

援、専門家派遣等の人的支援

を行う。 

加えて、上記各取組に必要

な人材の確保・育成を図ると

（２）都市開発の海外展開支

援 

海外社会資本事業への我が

国事業者の参入の促進に関す

る法律（平成 30 年法律第 40

号）第６条に規定する業務に

ついて、同法第３条の規定に

基づき国土交通大臣が定める

海外社会資本事業への我が国

事業者の参入の促進を図るた

めの基本的な方針（平成 30 年

国土交通省告示第 1066 号）に

従い、海外の都市開発事業へ

の我が国事業者の参入の促進

を図る。 

具体的には、案件発掘を強

力に推進するため、関係機関

等との連携や情報収集機能の

強化、相手国機関からの地区

開発マスタープランの策定支

援等の受託及び過年度より履

行中の受託業務の着実な実

施、我が国事業者の参入に向

けたフィージビリティスタデ

ィ調査等の都市開発の計画策

定業務等を実施する。 

また、我が国事業者の事業

化に向けた情報提供・ビジネ

スマッチング等のコーディネ

ート業務の強化により、我が

国事業者の海外都市開発の進

出につなげる。 

そのほか、我が国事業者の

海外展開に当たっての技術支

援、専門家派遣等の人的支援

を行う。 

加えて、上記各取組に必要

な人材の確保・育成を図ると

 

＜主な定量的な指標＞ 

 － 

 

＜その他の指標＞ 

 機構が海外の政府機関等か

ら都市開発の計画策定業務

等に係る契約を締結した件

数 

 

 機構によるコーディネート

業務を行った結果参入した

我が国事業者による海外都

市開発の進出件数 

 

 海外の都市開発事業への参

入の促進を図るため、機構

が我が国事業者に対してコ

ーディネート業務により支

援した件数 

 

 

＜評価の視点＞ 

・海外の都市開発事業への我

が国事業者の参入を促進す

るため、関係機関等との連

携や相手国機関からの業務

受託等により案件発掘を強

化するとともに、我が国事

業者の事業化に資するコー

ディネート業務を推進して

いるか。 

＜主要な業務実績＞ 

＜主な定量的な指標＞ 

 － 

 

＜その他の指標＞ 

 機構が海外の政府機関等から

都市開発の計画策定業務等に

係る契約を締結した件数 

  ０件 

 機構によるコーディネート業

務を行った結果参入した我が

国事業者による海外都市開発

の進出件数 

  ０件 

 海外の都市開発事業への参入

の促進を図るため、機構が我

が国事業者に対してコーディ

ネート業務により支援した件

数 

  125 件 

 

 

海外の都市開発事業への我が

国事業者の参入を促進するため、

国土交通省や独立行政法人国際

協力機構（以下「JICA」という。）、

株式会社海外都市交通・都市開発

事業支援機構（以下「JOIN」とい

う。）等の国内関係機関や日本企

業等と緊密な連携を図り業務を

進め、東南アジア及び豪州を中心

に相手国機関等を支援し、公共交

通指向型開発（以下「TOD」とい

う。）等の都市開発に関する技術

支援や日本企業誘致に関する支

援を実施した。また、案件発掘を

強力に推進するため、令和６年７

月にタイ・バンコクに、８月には

＜評定と根拠＞Ⅰ-１-（２） 

評定：Ｂ 

 

＜評価の概要＞ 

第５期中期計画の達成に向け、

下記のとおり進展を見せたことか

ら自己評価はＢとする。 

 

バンコクとジャカルタに事務所

を開設し、現地での活動を本格化

させた。また、TOD フォーラムの開

催などにより日本及び機構の取組

を積極的に紹介した。その結果機

構の認知度が向上し、計画策定及

び日本企業誘致に関する相談が増

加した。 

タイでは、バンスー地区 TOD プ

ロジェクトにおいてアドバイザリ

ー業務契約獲得を目指しタイ国鉄

資産管理会社とミニッツ交換した

(R6.6)。チュラロンコン大学と覚

書を交換(R7.3)し、協力関係を構

築した。また、タイ民間企業から令

和５年度に受託したスマートシテ

ィ計画作成業務を完了(R6.9)さ

せ、高評価を得た。 

インドネシアでは、ジャカルタ

都心部の交通結節点であるドゥク

アタス地区で、ジャカルタ都市高

速鉄道公社と共同で複数の関係者

による歩行者デッキ整備検討会の

設立に合意した(R6.11)。当地区周

囲で開発を構想する日本企業にも

寄与する仕組み等も本検討会で議

論。ルバックブルス地区 TOD プロ

ジェクトでは、当開発の情報を機

構が日本企業へ提供(R6.8)し、そ

の後日系企業が関心を表明した。 

評定：Ｂ 

 

＜評定に至った理由＞  

 年度計画等で定めた目標については、以下の

とおり所期の目標を達成していると認められ

る。 

 

機構は、都市開発の海外展開支援に当たっ

て、海外の都市開発事業への我が国事業者の参

入を促進するため、以下の取組を実施した。 
・タイでは、国土交通省と共催にて TOD フォー

ラムを開催し、タイにおける TOD の推進及び

タイとの連携強化の方向性を確認した。ま

た、バンコク事務所を開設し、タイの学術機

関と都市開発促進に係る覚書を交換する等、

現地関係者との関係構築に努めた。 

・インドネシアでは、ジャカルタ事務所を開設

の上、ジャカルタ中心部のドゥクアタス地区

で交通結節点機能を強化する歩行者デッキ

整備検討会の設立について相手国側と合意

した。 

・官民プラットフォーム（J-CODE）において開

発案件等の調査やセミナー（15 回実施）を行

い、日本企業の海外進出に向けた支援を実施

した。 

・機構は、海外の都市開発事業への参入の促進

を図るため、我が国事業者に対してコーディ

ネート業務により、125 件支援した。 

 
これらを踏まえ、令和６年度における所期の

目標を達成していること、官民プラットフォー

ムの活動やバンコク及びジャカルタ事務所を

開設し現地での活動を本格化したこと等によ

り、日本企業の参入に向けた環境整備が進めら

れていること、タイ学術機関との覚書の交換な

ど、他機関との関係を強化し、将来的に我が国

事業者の参入を促す効果が認められることを

総合的に勘案し、｢Ｂ｣評定とする。 
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と。 

・業務に必要な人材の確

保・育成を行うこと。 

ともに、海外展開支援業務の

ビジネスモデルを早期に構築

する。 

ともに、海外展開支援業務の

ビジネスモデルの構築に向

け、民間事業者と共同した業

務受託など、様々な収入獲得

方策を試行する。 

インドネシア・ジャカルタに事務

所を新設し、現地での活動を本格

化させた。これらの事務所をタ

イ・インドネシアだけでなく周辺

国も含めた海外拠点として活用

し、関係機関との連携や情報収集

機能をより一層強化した。その結

果、相手国の政府機関や民間企業

等から都市開発案件に関する計

画策定支援や日本企業誘致の相

談が寄せられており、受託に向け

た協議を進めている。 

また、一般社団法人海外エコシ

ティプロジェクト協議会（以下

「J-CODE」という。）及び豪州開

発情報連絡会の事務局として、我

が国事業者に対してセミナー、ワ

ーキング、意見交換等によるコー

ディネート業務により支援を行

い、J-CODE では会員及びワーキ

ングにより 105 件（延べ企業数）、

豪州開発情報連絡会では日豪ネ

ットワーキングイベントにより

20 件（企業数）の支援（有償によ

るもの)を実施した。 

 

具体的な事例は以下のとおり。 

【タイ】 

タイでは、クルンテープ・アピ

ワット中央駅周辺地区（以下「バ

ンスー地区」という。）での大規

模都市開発の基本計画策定支援

及びタイ最大手工業団地開発企

業アマタコーポレーション（以下

「アマタ社」という。）が進める

アマタジャパニーズスマートシ

ティ計画の策定支援等を進めて

いる。 

令和６年６月にバンコクにお

いて国土交通省と共催で TOD フ

ォーラムを開催し、タイ運輸省事

豪州では、ビクトリア州政府が

進めるメルボルンの複数の開発地

区について、機構主催の日豪ネッ

トワーキングイベントを開催

(R6.10)。日豪企業計 35 社が参加

し、参加企業から高い評価を獲得

した。 

インドでは、ムンバイ都心部に

おいて遊休地を持つムンバイ港湾

公社との関係構築のため覚書交換

を協議した。また、ムンバイメトロ

11 号線準備調査(JICA 発注)を受

託(R6.4)し、TOD 推進を支援した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜具体的な事例・評価＞ 

【タイ】 

令和６年６月にバンコクで開催

した TOD フォーラムは、日タイの

政府・民間・学識等の連携強化が図

られるとともに、機構の認知度の

向上に大きく役立った。また、フォ

ーラムの場でバンコク事務所開設

の発表を行うことにより、タイ側

から機構に対する高い関心を得る

ことができ、事務所開設後の関係

構築及び情報収集に大きく役立て

ることができた。 

タイのバンスー地区は、タイの

国家プロジェクトとして社会的意

  

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

該当なし 

 

＜その他事項＞ 

 評定について、外部有識者は５名全員が「Ｂ」

評定が妥当であるとの意見であった。 

外部有識者からの主な意見は以下のとおり。 

・日本企業による海外での都市開発事業への支

援は着実に行われているものの、具体的な契

約締結には至っておらず、Ｂ評定が妥当であ

ると考える。契約締結に至るまでの課題を洗

い出し、現地体制の見直しを含めて、前に進

んでいただきたい。 

・新たな都市で事務所を開設する他、既存の都

市でも着実に海外展開支援等を進めており、

中期計画における所期の目標を達成している

と認められる。引き続き、新たな都市・国で

の事務所開設も進めていただきたい。 

・海外政府機関等からの都市開発計画策定業務

等の令和６年度契約は行われなかったもの

の、我が国事業者に対するコーディネート業

務等は進展を見せていることから、Ｂ評定が

妥当であると考える。 

・認知度向上、関係構築等の目に見えない成果

を挙げているが、海外での都市開発、あるい

はそれに直結する成果を期待したい。 

・最も重要な指標の実績値は「機構によるコー

ディネート業務を行った結果参入した我が国

事業者による海外都市開発の進出件数」と考

えるが、短期間で実績値があがるような指標

ではないので、地道な努力を続けられたい。

海外業務は特別なノウハウが必要な領域であ

り、機構内でベテラン職員と新規業務従事者

のバランスなど、体制の構築と人事管理の他、

既に行われている JICA 等との連携が重要で

あると思うので、こうした取り組みを強化す

ることが大事なのではないか。 
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務次官、バンコク都知事、タイ企

業、日本企業、学識経験者等 130

名以上が来場。タイにおける TOD

施策推進の機運を高めた。 

バンスー地区については、国土

交通省・タイ運輸省・タイ国鉄と

の間で令和２年度に交換した協

力覚書に基づき、同地区での大規

模 TOD プロジェクト及びスマー

トシティ実現に向けた基本計画

策定支援を進めている。令和６年

度はタイ国鉄資産管理会社（以下

「SRTA」という。）からのアドバ

イザリー業務受託を目指し、令和

６年６月に契約手続きの促進に

向けたミニッツを交換した。 

 

令和７年３月には、タイのチュ

ラロンコン大学と、タイにおける

都市開発事業推進に関する覚書

を交換した。この覚書に基づき

SRTA からのバンスー地区のアド

バイザリー業務契約締結に向け

て、同大学とのコンソーシアムを

組成するための枠組みを整備し

た。 

アマタジャパニーズスマート

シティ地区については、アマタ社

から、タイ国内で手掛ける大規模

開発「アマタジャパニーズスマー

トシティ」について機構の計画策

定への関与を依頼され、令和５年

６月にアマタ社及び日本の民間

企業と当地区の開発に関する協

力覚書を交換し、令和６年１月に

当地区の基本構想及び基本計画

作成業務の受託契約を締結し、令

和６年９月に業務を完了した。 

 

 

 

義の高い事業であることから、国

土交通省や JICA などの日本政府

関係機関と緊密に連携しながら検

討を進めている。 

SRTA とのアドバイザリー業務受

託については、契約締結に向けて

現地へ頻繁に渡航し、現地事務所

も活用しつつ、国土交通省や日本

大使館とも連携しながら継続的に

協議を実施した。ミニッツの交換

後も契約に向けて引き続き先方幹

部と現地で頻繁に協議を実施し

た。 

チュラロンコン大学はタイ国内

で最も古い歴史を持つ国立大学で

あり、アジアでもトップランクの

研究機関として位置付けられてい

る。同大学は都市開発の豊富な経

験を持つ機構との相互協力によ

り、TOD などの都市開発を推進し、

タイが抱える交通渋滞等の都市課

題の解決を目指している。機構に

とっても、同大学と覚書を交換し

たことは、タイ国内における機構

の評価に大きく影響し、SRTA から

のバンスー地区のアドバイザリー

業務契約締結及び現地での円滑な

業務実施に向けて非常に役立つほ

か、タイ国内の他の都市開発案件

に関与する可能性が高まるものと

期待できる。 

アマタジャパニーズスマートシ

ティにおける基本計画策定業務

は、機構が海外の民間企業から計

画策定業務を受託した初の事例で

あり、先方の期待に応えるため、部

門横断的な検討体制を整えて業務

を実施した。また、機構が現地のニ

ーズを把握するための調査を綿密

に行うことにより、日本の技術を

現地に融合させることに配慮し
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【インドネシア】 

 インドネシアでは、ジャカルタ

首都圏の国鉄や地下鉄駅周辺に

おける TOD プロジェクトの推進

に向け、ジャカルタ首都圏交通統

合公社（以下「MITJ」という。）

と令和４年１月に覚書を交換（令

和６年１月更新）し、ジャカルタ

都市高速鉄道公社（以下「MRTJ」

という。）と令和５年７月に覚書

を交換し、支援を行っている。 

 MRTJ は、ジャカルタ中心部の

主要な交通結節点であるドゥク

アタス地区において、道路及び河

川により分断されている４つの

エリアをつなぐ歩行者デッキの

整備を検討しており、機構は

MRTJ から依頼を受け、歩行者デ

ッキの実現に向けた技術的支援

を依頼された。また、地区周辺で

は日本企業が開発を検討してお

り、歩行者デッキ整備への関与に

よる事業価値向上を期待されて

いる。 

機構は、関係者が参加した検討

会を設立し、検討会の枠組みを活

用して議論を交わし意見調整を

進める方法を提案し、MRTJ と機

構の共同事務局による日インド

ネシア合同の歩行者デッキ整備

検討会の設立に合意した。この検

討会には、インドネシア側は中央

政府、州政府、道路管理者、河川

た。その結果、アマタ社の代表取締

役会長ウィクロム氏から、機構の

支援に対して感謝のメッセージを

頂き、業務完了後も引き続き協力

関係を継続し、日本企業誘致等の

支援を進めているところ。 

 

 

【インドネシア】 

 インドネシアでは、ジャカルタ

首都圏の交通渋滞が大きな社会課

題となっており、MRTJ 及び MITJ と

の TOD の推進は社会課題解決に向

けた大きな役割を担っている。 

 ドゥクアタス地区は国鉄、空港

鉄道、MRT、LRT、BRT の５つの交通

モードが集まるジャカルタ中心部

の交通ハブとして非常に高いポテ

ンシャルを持つ地区であり、地区

及び周辺では複数の日本企業が都

市開発事業を検討及び展開してい

る。しかし、歩行者の回遊性が大き

く妨げられている状況は日本企業

が進める開発事業にとっても大き

な課題となっているため、歩行者

デッキ整備による地区の回遊性向

上及び TOD 推進は、ジャカルタの

社会課題である交通渋滞の緩和と

ともに、日本企業の開発事業の魅

力向上につながるものとして期待

されている。歩行者デッキ整備を

実現するためには適切な官民連携

のあり方の検討や非常に多くの関

係者間の調整が必要であり、MRTJ

にとって非常に難易度の高い事業

となっている。 

機構がこれまでの経験を基に、

MRTJ を支援しながら関係者調整を

進めていくことは、機構の公平・中

立性に基づく役割を海外でも担う

ことができることを示したもので
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管理者及び交通事業者、日本側は

国土交通省、JICA、日本大使館及

び周辺で開発を検討する日本企

業が参加を予定している。検討会

の設立に当たっては、MRTJ と機

構が令和６年 11 月にジャカルタ

で共催した TOD セミナーにおい

て協議会の枠組みを発表し、関係

者が検討会の意義等を理解し、円

滑に参加できるよう努めた。ま

た、日本側の参加者を集めた日本

部会を令和６年 11 月及び令和７

年１月に開催し、日本側の意見を

集約し、合同の検討会に向けた準

備を重ねた。並行して構造的な検

討も行い、技術的な課題の洗い出

し及び工事費、工期の算出を行っ

た。日インドネシア合同の第１回

検討会は令和７年６月を予定し

ている。 

また、MRTJ は MRT 沿線のブロ

ック M 地区において、バスターミ

ナル街区を活用した複合用途再

開発による TOD を計画しており、

機構は、計画の実現に向けて計画

策定に向けた助言や日本企業誘

致の支援を行った。具体的には、

周辺の公有地を含めた連鎖的な

開発展開の手法や将来ビジョン、

開発イメージ案等を提案し、令和

７年２月には J-CODE で日本企業

に案件を紹介した。３月にはバス

ターミナル街区における公募情

報を提供した。 

MITJ が検討を進めるルバック

ブルス駅周辺地区において、機構

は、日本企業の参画実現に向けた

案件情報を継続的に日本企業に

提供しており、令和６年８月に

MITJ による公募が実施された際

には、J-CODE 会員企業に公募情

あり、非常に意義のある取組と言

える。また、地区周辺で都市開発事

業を検討する日本企業にとって

も、事前に日本部会で意見を集約

し、民間が日本政府と一体となっ

てインドネシア側に意見を示せる

体制を整えたことで、インドネシ

ア側との円滑な調整が可能とな

り、開発事業の促進に大きく役立

つ取組と言える。 

ブロック M 地区は、都心部のバ

スターミナル街区における再開発

計画であり、敷地形状等の課題に

加え、現在の不動産市況から民間

の関心があまり高くないことか

ら、機構は地区単独ではなく周辺

を含めた計画を提案することで地

域全体の価値向上を目指す提案を

MRTJ に対して行い、J-CODE 会員企

業にも紹介した。その結果、詳細情

報を求める日本企業もあり、今後

の事業化及び日本企業進出が期待

できる。 

ルバックブルス駅周辺地区は

MRT 始発駅におけるパーク＆ライ

ドを企図した複合開発計画であ

り、J-CODE を通じた案件紹介が日

本企業の現地法人による関心表明

提出につながった事例である。こ

の事例により、機構に対する信頼

が高まり、インドネシア側からの

更なる相談につながるものとして

期待できる。 

 なお、ジャカルタ事務所開設後、

現地の政府機関や民間企業等から

都市開発案件の相談を受ける機会

が増加していることから、事務所

を通じた活動の成果が発揮されて

いると言える。 
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報を紹介した。その結果、関心を

示す会員企業があり、当該企業の

現地法人が MITJ に関心表明を提

出した。現在は MITJ 及び当該企

業へのフォローアップを継続し

ている。 

上記のほか、ジャカルタ事務所

ではインドネシアの民間企業な

どから都市開発案件の相談を受

けており、支援に向けた業務契約

等の協議を進めているところで

ある。 

 

【オーストラリア】 

オーストラリアでは、平成 30

年度にニューサウスウェールズ

州政府と西シドニー新空港周辺

都市開発「エアロトロポリス」計

画（以下「西シドニー地区」とい

う。）の開発支援に係る覚書を交

換し、計画調整を担う州政府傘下

のブラッドフィールド開発公社

（以下「BDA」という。）に対して

支援を続けてきた。令和６年度

は、４月に BDA による第１期開発

地区の公募が開始され、機構は、

西シドニー開発情報連絡会セミ

ナーを４月及び５月の２回開催

し、公募の詳細情報を日本企業に

提供したほか、連絡会会員企業へ

の個別説明等を実施し、参画意向

等の確認を行った。公募は５月に

締め切られ、事業者決定は令和７

年度の見通しとなっている。 

ビクトリア州では、州政府はメ

ルボルン市域の鉄道網の整備を

契機とした各地での再開発を計

画しており、機構が培ってきた再

開発等の知見による支援や日本

企業参画機会の創出への期待か

ら、令和６年３月に覚書を交換し

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【オーストラリア】 

オーストラリアの西シドニー地

区は、計画を進めるニューサウス

ウェールズ州政府から、機構の持

つ大規模都市開発の知見提供及び

日本企業誘致を期待されて支援を

開始したものであり、州政府から

の期待に応えるべく令和２年度の

マスタープラン策定支援のアドバ

イザリー業務や令和４年度、５年

度の日本企業誘致に向けた「西シ

ドニー開発情報連絡会」の組成及

び日豪民間企業のネットワーキン

グイベント等の実施等により、積

極的に支援を進めてきた。その結

果、機構の提案が一部取り入れら

れたマスタープランが公表され、

そのマスタープランに基づく第１

期区画の公募が開始されたこと

で、州政府からの期待に応え開発

の重要な節目を迎えたことから、

BDA の最高責任者ケン・モリソン氏

からの感謝のメッセージを頂い

た。 

ビクトリア州については、フィ

ッシャーマンズベンド地区の開発

基本計画案を作成し州政府に提案

したことは、機構の技術力を先方
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た。 

令和６年９月には、西シドニー

開発情報連絡会を豪州開発情報

連絡会に改称し、ニューサウスウ

ェールズ州に加えてビクトリア

州に関する情報も含め、日本企業

に対するセミナーや情報提供を

開始した。令和６年 10 月には、

東京において日豪ネットワーキ

ングイベントを開催し、日本企業

21 社（JOIN を含む）豪州企業 14

社が参加した。機構がビクトリア

州政府と検討を進めるメルボル

ン周辺都市開発候補地について

州政府を招いて紹介するととも

に、日豪企業の個別面談を実施

し、日豪の連携強化の取組を進め

た。 

また、機構は州政府と検討を進

めるメルボルン市域のフィッシ

ャーマンズベンド地区について、

日本企業へのヒアリングを行い、

日本企業の参画可能性等を考慮

した開発基本計画案を作成し、令

和７年３月に州政府に提案を行

った。 

 

【インド】 

 インドでは、インド有数の貿易

港であるムンバイ港の機能移転

に伴い、ムンバイ港湾公社（以下

「MbPA」という。）は港湾地区の

大規模土地利用展開を構想して

いる。また、ムンバイでは JICA

の ODA によるメトロ 11 号線整備

計画が検討されており、新駅がム

ンバイ港湾地区内に設置される

予定のため、同線がムンバイ港湾

地区再開発の成否を決め得る重

要な要素となっている。MbPA は

港湾が専門であり都市開発の知

に示し、今後のアドバイザリー契

約等につなげる上で大きな役割を

果たすものと期待できる。 

また、豪州開発情報連絡会は 79

社（令和７年３月末時点）の会員が

加入しており、日本企業からも高

い期待が寄せられている。特に令

和６年 10 月に開催した日豪ネッ

トワーキングイベントについては

有償であるにも関わらず日豪合わ

せて 65 名の参加者があり、事後ア

ンケートにおいてもほとんどが満

足の評価を得られ、大きな価値を

生み出すことができたと言える。

このイベントで紹介したメルボル

ン市域の開発候補地については日

本企業も関心を示しており、これ

らの連絡会の活動を通して、オー

ストラリアにおける日本企業の進

出が期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

【インド】 

インドは世界最大の人口を抱

え、経済成長が著しく、日本企業も

非常に高い関心を寄せている。し

かし、都市部での深刻な交通渋滞

や大気汚染、住宅不足等の社会課

題を抱えていることに加え、都市・

住宅開発分野でのインド進出には

不動産の権利関係の不明瞭さなど

多くの課題があり、実際にインド

に進出している日本企業は数社に

留まっている状況である。 

そのような中、インドの経済及

び金融の中心であるムンバイにお
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見が少ないため、みなとみらい地

区等をはじめとする機構の TOD

や大規模開発の知見に期待し、覚

書を交換することで調整を進め

ている。ムンバイ港湾地区に関す

る情報は J-CODE 会員企業にも情

報を提供した。 

 また、令和６年４月には、JICA

が発注するムンバイメトロ 11 号

線建設事業準備調査について、民

間事業者からの要請に基づき民

間事業者４者との共同企業体を

組成して受注し、同路線沿線の

TOD 推進にかかる検討を実施し

ている。 

 また、インドの都市・住宅開発

への日本企業の関心が高いこと

から、デリー及びムンバイにおけ

る住宅供給にかかる情報収集調

査を実施した。調査に当たって

は、中央政府及び各都市の州政

府、住宅開発公社等にヒアリング

を実施し、現地の住宅政策上の課

題や状況、日本政府及び日本企業

の協力に対する期待について把

握した。この調査結果は令和７年

３月に、国交省主催による住宅産

業海外支援セミナーで発表し、日

本企業に情報を提供した。 

 

【ベトナム】 

 ベトナムでは、ホーチミン市か

らの TOD への支援依頼を受け、令

和５年度よりメトロ１号線沿線

のフックロン駅周辺地区におい

てパイロットプロジェクト検討

を実施している。令和６年度は開

発コンセプト及び開発計画等に

関するホーチミン市との意見交

換を行うとともに、日本企業への

ヒアリング等を通じて事業性の

いて、都心部に広大な遊休地を持

つ MbPA と覚書を交換し港湾地区

の再開発に関与することや、ムン

バイメトロ 11 号線建設事業準備

調査に参画し提案することで、機

構が持つ TOD 等の都市開発の実績

や技術力に対する認知度を高め、

現地での機構の信頼獲得につなげ

られるものと期待できる。地下鉄

駅を拠点とした都市開発を進め、

都心に近接する大規模空閑地の土

地利用転換を図ることで、新たな

都市開発の機会を創出し、交通渋

滞や大気汚染、住宅不足等のムン

バイの深刻な都市的課題の解決に

寄与するとともに、政府機関や調

査等から収集した情報を日本企業

へ提供することにより、日本企業

の進出にも役立つものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ベトナム】 

 ベトナムのホーチミン市は、こ

れまで都市鉄道が無く交通渋滞が

深刻な状況であるが、令和６年 12

月に同市初となるメトロ１号線が

開業したほか、計画及び建設中の

路線が複数あり、これらの公共交

通を活かした TOD 推進が都市課題

解決に向けて非常に重要となって

いる。 

 そのため、機構がフックロン駅
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検証等を行い、令和７年３月に日

本企業の参画実現に向けた開発

計画をホーチミン市に提案した。 

 

 

 

 

 

【フィリピン】 

 フィリピンでは、令和５年度よ

り人間居住・都市開発省（以下

「DSHUD」という。）、国家住宅庁

（以下「NHA」という。）、運輸省

（以下「DOTr」という。）と関係

を構築し、マニラ首都圏における

公共住宅供給及び TOD 推進につ

いて意見交換を行っている。 

令和６年度は、NHA が進める住

宅供給に対し、日本企業とフィリ

ピン企業との協同による住宅供

給スキームの実現性について検

討し、令和６年 10 月に DHSUD 及

び NHA に事業スキーム案を提案

し、当該スキームの実現性を確認

した。また、これらの検討結果は

令和７年３月に、国交省主催によ

る住宅産業海外支援セミナーで

発表し、日本企業に情報提供を行

った。 

また、DHSUD や DOTr が開発権

限を有する鉄道路線沿線の公有

地から TOD 推進の効果の高い地

区を複数選定し、日本企業へのヒ

アリング等を踏まえた開発計画

案を作成し、令和７年２月に計画

案を DHSUD 及び DOTr に提案し

た。その結果、先方の関心を得ら

れ、TOD 開発案件候補地の情報獲

得につながった。 

 

【J-CODE】 

周辺地区の TOD パイロットプロジ

ェクトに関与し支援することは、

同地区だけでなく今後のホーチミ

ン市における TOD 推進に向けた指

針となり、社会課題解決と日本企

業進出の機会創出に役立つもので

ある。 

 

【フィリピン】 

 フィリピンのマニラ首都圏は人

口急増に伴う交通渋滞の慢性化と

住宅不足が社会課題となってお

り、現在、南北通勤鉄道やマニラ首

都圏の地下鉄等の交通インフラ整

備や年間 100 万戸の低価格住宅供

給の方針が進められていることか

ら、鉄道整備と合わせた沿線の TOD

の推進や低価格住宅の供給は、社

会課題の解決に向けて非常に重要

となっている。 

 そのような中、住宅供給 TOD 推

進に向けて大きな権限を持つ

DSHUD、NHA、DOTr と関係を構築し、

継続的な意見交換ができる環境を

整えたことは、住宅整備やまちづ

くりのニーズを的確に把握し、具

体の TOD 案件形成と日本企業の参

画機会創出に向けて大きく役立つ

ものと期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【J-CODE】 
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機構は J-CODE の事務局とし

て、会員企業 48 社及び国別ワー

キング参加企業（中国 10 社、ベ

トナム 31 社、ミャンマー16 社）

に対してコーディネートを実施

した。 

具体的にはインド高速鉄道駅

周辺開発に関するセミナーや、

OECD 開発センターとの意見交換

会、機構が実施した都市開発海外

展開支援事業調査や住宅建築技

術国際展開支援事業調査に関す

る報告、海外現地事務所の活動に

関するセミナーなど、会員企業を

対象としたセミナー等を計 15 回

実施し、会員企業への情報提供を

行った。また、インド、中国、ベ

トナム、ミャンマーにおいて都市

開発や不動産市場に関する調査

を実施したほか、ベトナムでは昨

年度から引き続きホーチミン不

動産協会等と継続的に意見交換

を実施し、ベトナム民間企業の案

件を会員企業に紹介するなど、J-

CODE 案件形成に向けて取り組ん

だ。また、会員間の意見交換及び

情報共有を図るため、会員企業、

国土交通省、JICA、JOIN、公共団

体等 71 名が集まる全体交流会を

令和７年２月に開催した。 

 

【JICA との連携】 

JICA とは、令和３年度に交換

した覚書に基づき、TOD の海外展

開に向けた共同検討や、JICA が

行う川上段階でのマスタープラ

ン策定などを日本企業が参加可

能な具体的なプロジェクトにつ

なげることを目指して検討を進

めた。 

具体的には、インドネシアのド

官民プラットフォームの J-CODE

では、国交省との緊密な連携のも

と、GtoG の枠組み活動における川

上からの関与に加え、会員企業か

ら国交省への支援要請など川下か

ら川上という逆方向も意識し、J-

CODE 案件の形成に努めた。また、

「J-CODE 案件形成」、「案件の形成

に向けた情報提供・調査」、「会員企

業間の連携・交流」、「国内外関係機

関との連携」、「情報発信」を重点的

な取組として活動した。 

具体の開発案件に関する情報や

機構が実施する調査業務や海外事

務所での活動について、情報共有

セミナーや全体交流会、個別面談

等を通じて会員企業と意見交換す

ることで、会員企業の意向を把握

し、機構の活動を日本企業の海外

進出に繋げることが期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【JICA との連携】 

JICA との連携については、JICA

の ODA による社会インフラ整備や

マスタープラン策定支援などと、

機構による計画策定、コーディネ

ート、日本企業への情報発信機能

を組み合わせることにより、日本

企業の具体的なプロジェクトへの

参画につなげ、大きな相乗効果を

生み出すことが期待できる。 
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ゥクアタス地区やタイのバンス

ー地区、ベトナムのホーチミン市

地下鉄１号線 TOD プロジェクト

などにおいて、JICA と協力し事

業化検討を進めているほか、令和

４年度から引き続きインドネシ

アとフィリピンにおける JICA の

技術協力プロジェクトに職員を

参画させ、現地へ渡航して民間事

業者と連携及び役割分担しなが

ら計画策定支援を推進した。ま

た、インドのムンバイメトロ 11

号線建設事業準備調査では、機構

が民間事業者と共同で業務を受

託し、検討を進めている。 

また、機構は昭和 54 年度から

JICA 長期専門家として技術職員

を派遣しており、過年度から引き

続きインドネシアとタイに職員

を派遣しているほか、令和６年６

月から新たにインドに職員を派

遣した。 

 

【研修・視察受入れ・情報発信】 

機構の海外展開支援に関係す

る講演・出展や研修、視察案内に

ついて、令和６年度は 58 の国と

地域に対して 60 回実施した。 

海外へ向けた国際会議やセミ

ナー等において講演や出展等を

行うとともに、要人・技術者の訪

日の機会を活用して機構の事業

地区の視察案内を行った。 

また、機構の都市開発や住宅開

発に関する海外からの研修・視察

を積極的に受け入れ、海外の政府

機関や事業者等へ事例紹介を行

った。JICA 等が実施する研修プ

ログラムにおいて、TOD 事業や密

集市街地の整備改善事業など、開

発途上国が直面する都市課題に

また、JICA 技術協力プロジェク

ト等への参画は、機構が持つ調整

ノウハウ及び事業者としての知見

を提供し、民間事業者と相互補完

しつつ業務の効率的な推進に貢献

した。 

JICA 長期専門家としての技術職

員派遣は過去から継続して実施し

てきたが、海外インフラ展開法施

行後は、機構が相手国との関係構

築や支援を進める上で大きな役割

を担っている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【研修・視察受入れ・情報発信】 

海外へ向けたセミナー等での講

演・出展については、タイ及びイン

ドネシアにおいて現地で開催され

たフォーラムの機会を活用し、海

外事務所の開設や現地での機構の

活動をアピールすることにより、

現地における機構の認知度向上や

新たな関係構築に役立った。 

海外からの視察・研修の受け入

れについては、機構が実施した都

市開発の事例を海外のカウンター

パートに現地で直接説明すること

で、機構の提案に対する説得力が

増し、各国との関係構築や計画推

進に大きく役立てることができ

た。また、JICA の研修プログラム

は様々な国の研修生が受講してお
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ついての機構や日本の知見を提

供した。ウクライナからの視察団

に対しては、機構による復興まち

づくり支援についての説明を実

施した。 

情報発信として、機構及び日本

の先進的な TOD の技術や事例を

紹介するホームページ及び動画

を作成し、公表した。 

これらの海外展開支援に関係

する研修・視察の受入れや情報発

信等により、機構や日本の都市開

発の知見を世界へ向けて発信し

た。 

り、開発途上国が直面する様々な

都市課題の解決に貢献している。 

ウクライナ視察団からは、機構

が保有する復興まちづくりの知見

に期待を寄せられており、被災地

の復興に大いに役立ち、日本の国

際貢献に大きく寄与した。 

また、機構及び日本の TOD を紹

介するホームページや動画は、TOD

の意義や手法をわかりやすく解説

しており、新興国等における TOD

への理解向上や TOD を通じた社会

課題の解決に寄与するものと期待

できる。 

 

 

 以上により、我が国事業者によ

る海外の都市開発事業への進出に

向けて着実に進展を見せ、年度計

画における所期の目標を達成して

いることから、Ｂ評定とする。 

 
４．その他参考情報 

無し。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２ ２ ＵＲ賃貸住宅ストックの多様な活用 

業務に関連する政策・施策 政策目標 １：少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進 

施策目標 １：居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な住宅ストックの

形成を図る 

政策目標 ２：良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会の実現 

施策目標 ３：総合的なバリアフリー化を推進する 

政策目標 ３：地球環境の保全 

施策目標 ９：地球温暖化防止等の環境の保全を行う 

政策目標 ７：都市再生・地域再生の推進 

施策目標２５：都市再生・地域再生を推進する 

当該事業実施に係る根拠（個別法条

文など） 

都市再生機構法 11 条第１項第 12 号から第 15 号まで等 

 

当該項目の重要度、困難度 重要度：「高」 

＜Ⅰ－２－（１）ＵＲ賃貸住宅を活用したミクストコミュニティの形成＞ 

住生活基本計画（全国計画）において、地域の医療福祉拠点化団地数を令和 12

年度に 250 団地とすることが成果指標として掲げられており、すでに形成した団

地における質の充実を図りつつ、当該成果指標を着実に達成することで、高齢者

世帯、子育て世帯等が望む地域で住宅を確保し、日常生活圏において、福祉・医

療サービスや生活支援サービスが利用できる居住環境を実現することや、人口構

造・世帯構成の変化、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機とした居住支

援機能の必要性の顕在化や人々の住まい方・働き方の変化など、社会経済情勢の

変化に伴い、居住支援等の取組を強化することが重要であるため。 

 

困難度：「高」 

＜Ⅰ－２－（２）ストックの活用・再生による良質な住まい・まちづくり＞ 

省エネ改修は入居中に住宅内で施工することが多く、それぞれの現場の状況に

応じて居住者に十分配慮した施工計画を策定し、居住者の理解を得ながら改修を

進めることが必要不可欠であることや、地域の価値・魅力向上に資する施設等の

導入に当たり、世帯あたりの購買力が低下する中で地域の価値・魅力向上に資す

る賃貸施設を業種等のバランスに配慮しつつ誘致する必要があること、また、居

住の安定を確保しつつ、居住者の理解・協力を得た上で、団地再生事業を進める

必要があることから、困難度が高い。 

関連する政策評価・行政事業レビュ

ー 

予算事業ＩＤ 003997、004000、004107、007294 
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２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値等） 

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 

  

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 

                

                

                

                

                

                

 

  



36 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

      「ＵＲ賃貸住宅ストックの多様な活用」 

※細分化した項目（１）～（２）の評定の算術平均により算定 

 ( Ａ４点×２項目×２ ＋Ａ４点×１項目 ) ÷ (１項目×＋２＋１項目)＝4.0 点 

⇒算術平均に最も近い評定は「Ａ」評定である。 

※算定に当たっては評定毎の点数を、Ｓ：５点、Ａ：４点、Ｂ：３点、Ｃ：２点、Ｄ：１

点とし、重要度の高い項目については加重を２倍としている。 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

（１） ＵＲ賃貸住宅を活用したミクストコミュニティの形成 

令和６年度における所期の目標を上回っていること、ＵＲ賃貸住宅団地及びその周辺地

域も含めた住民が安心して健やかにくらし続けられるミクストコミュニティの形成を図る

ための優れた取組を実施していること、団地居住者や地域に暮らす住民のニーズに即した

地域医療福祉拠点化の形成が着実に進むとともに、地域のニーズに即した住宅セーフティ

ネットの充実を図っていることを総合的に勘案し、｢Ａ｣評定とする。 

（２） ストックの活用・再生による良質な住まい・まちづくり 

困難度が「高」である本項目において、令和６年度における所期の目標を達成している

こと、ストックの活用・再生による良質な住まい・まちづくりを推進するための取組を着

実に実施していることを総合的に勘案し、｢Ａ｣評定とする。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 該当なし 

 

＜その他事項＞ 

外部有識者からの主な意見は以下のとおり。 

・子育て支援、高齢者の生活の質の維持向上の他、居住支援協議会等との関係構築など、

現代社会が抱える課題に対して積極的な取り組みを行なっている点が評価できる。 
・いずれの項目においても所期の目標を上回る成果が得られている。定量目標だけにとら

われることなく、定性的に質の高い実績を目指していただきたい。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－（１） Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
 ２ ＵＲ賃貸住宅ストックの多様な活用 

（１）ＵＲ賃貸住宅を活用したミクストコミュニティの形成 

業務に関連する政策・施策 政策目標１：少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進 

施策目標１：居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な住宅ストックの形成を図る 

当該事業実施に係る根拠（個別法条文など） 都市再生機構法第 11 条第１項第 12 号から第 15 号等 

当該項目の重要度、困難度 重要度：「高」 

住生活基本計画（全国計画）において、地域の医療福祉拠点化団地数を令和 12 年度に 250 団地とす

ることが成果指標として掲げられており、すでに形成した団地における質の充実を図りつつ、当該成

果指標を着実に達成することで、高齢者世帯、子育て世帯等が望む地域で住宅を確保し、日常生活圏

において、福祉・医療サービスや生活支援サービスが利用できる居住環境を実現することや、人口構

造・世帯構成の変化、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機とした居住支援機能の必要性の顕

在化や人々の住まい方・働き方の変化など、社会経済情勢の変化に伴い、居住支援等の取組を強化す

ることが重要であるため。 

関連する政策評価・行政事業レビュー 予算事業ＩＤ 003997、004000 

 
２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値等） 

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 

  

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 

地域の医療福祉拠点化団

地の形成数 

（計画値） 

70 団地 

程度 
－ 22 団地 － － － － 予算額（百万円） 526,320 － － － － 

地域の医療福祉拠点化団

地の形成数 

（実績値） 

－ － 31 団地 － － － － 決算額（百万円） 494,309 － － － － 

達成率 － － 141％ － － － － 経常費用（百万円） 565,750 － － － － 

ＵＲ賃貸住宅が立地する

地方公共団体における居

住支援協議会等との関係

構築数 

（計画値） 

40 件 

程度 
－ 14 件 － － － － 経常利益（百万円） 96,770 － － － － 

ＵＲ賃貸住宅が立地する

地方公共団体における居

住支援協議会等との関係

構築数 

（実績値） 

－ － 21 件 － － － － 行政コスト（百万円） 676,652 － － － － 

達成率 － － 150％ － － － － 従事人員数（人） 1,724 － － － － 

注）主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）については、次のとおり記載。①予算額、決算額：セグメント別支出額を記載。②経常費用、経常利益：セグメント別に記載。③従事人員数：年間平均支給人員数を記載。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

２ ＵＲ賃貸住宅ストック

の多様な活用 

本格的な人口減少・少子高

齢化の進展や単身世帯・共働

き世帯の増加といった人口構

造・世帯構成の変化、新型コ

ロナウイルス感染症の感染拡

大を契機とした居住支援機能

の必要性の顕在化や人々の住

まい方・働き方の変化など、

社会経済情勢の変化に伴い、

ＵＲ賃貸住宅に求められる役

割も多様化していることか

ら、こうしたニーズを的確に

捉え、国民共有の貴重な地域

資源であるＵＲ賃貸住宅スト

ックの多様な活用を促進する

ことにより、社会課題の解決

に向け積極的に貢献していく

必要がある。 

機構がこのような政策的役

割を果たすに当たっては、昨

今の社会経済情勢を踏まえ、

特に、子育て世帯、高齢者等

の幅広い世代や多様な世帯が

安心してくらし続けられる住

環境を実現し、地域における

重層的かつ柔軟な住宅セーフ

ティネットの構築に貢献する

ことで多様性・包摂性を有す

る社会の実現に寄与するとと

もに、ＵＲ賃貸住宅を地域に

開かれた資源として活用し、

団地を核とした地域の価値・

魅力向上を図ることが重要で

ある。 

また、高経年化が進むＵＲ

賃貸住宅ストックが国民の多

２ ＵＲ賃貸住宅ストックの

多様な活用 

ＵＲ賃貸住宅については、

本格的な人口減少・少子高齢

化の進展、単身世帯・共働き

世帯の増加といった人口構

造・世帯構成や社会経済情勢

の変化に伴い多様化するニー

ズに対応し、地域に開かれた

国民共有の貴重な地域資源と

して、多様な活用を促進する

ことにより、幅広い世代や多

様な世帯が安心してくらし続

けられる住環境を実現すると

ともに、地域における重層的

かつ柔軟な住宅セーフティネ

ットの構築への貢献により多

様性・包摂性を有する社会の

実現に寄与し、社会課題の解

決に向け積極的に貢献してい

くことが求められている。 

これらの政策的役割を果た

すため、持続可能な経営基盤

の確立に向けて、ストック量

の適正化に留意しつつ、建替

え・長寿命化等のストックの

良質化を進め、「ＵＲ賃貸住宅

を活用したミクストコミュニ

ティの形成」と「ストックの

活用・再生による良質な住ま

い・まちづくり」を推進する。 

２ ＵＲ賃貸住宅ストックの

多様な活用 

ＵＲ賃貸住宅については、

本格的な人口減少・少子高齢

化の進展、単身世帯・共働き

世帯の増加といった人口構

造・世帯構成や社会経済情勢

の変化に伴い多様化するニー

ズに対応し、地域に開かれた

国民共有の貴重な地域資源と

して、多様な活用を促進する

ことにより、幅広い世代や多

様な世帯が安心してくらし続

けられる住環境を実現すると

ともに、地域における重層的

かつ柔軟な住宅セーフティネ

ットの構築への貢献により多

様性・包摂性を有する社会の

実現に寄与し、社会課題の解

決に向け積極的に貢献してい

くことが求められている。 

これらの政策的役割を果た

すため、持続可能な経営基盤

の確立に向けて、ストック量

の適正化に留意しつつ、建替

え・長寿命化等のストックの

良質化を進め、「ＵＲ賃貸住宅

を活用したミクストコミュニ

ティの形成」と「ストックの

活用・再生による良質な住ま

い・まちづくり」を推進する。 

 

＜主な定量的な指標＞ 

 地域の医療福祉拠点化団地

の形成数 

22 団地程度 

 ＵＲ賃貸住宅が立地する地

方公共団体における居住支

援協議会等との関係構築数 

合計 14 件程度 

 

＜その他の指標＞ 

 地域コミュニティ形成・ま

ちづくりに貢献する地方公

共団体・大学・民間等との

間で締結した連携協定等の

件数 

 

 子育て・高齢世帯等向け住

宅の契約件数 

 

 

＜評価の視点＞ 

・地域関係者と連携して地域

に不足する医療福祉・介護・

子育て支援等の施設や包括

ケアシステム等の体制を構

築・充実させるとともに、

地域の人々が交流する環境

づくりによりミクストコミ

ュニティを推進している

か。 
・地方公共団体・民間事業者・

居住支援団体等との連携に

よる住宅セーフティネット

の充実や、様々な入居制度

の活用・サービス提供によ

り、幅広い世代や多様な世

帯が安心してくらし続けら

＜主要な業務実績＞ 

 地域の医療福祉拠点化団地の

形成数 

31 団地 

 ＵＲ賃貸住宅が立地する地方

公共団体における居住支援協

議会等との関係構築数 

合計 21 件 

 

＜その他の指標＞ 

 地域コミュニティ形成・まち

づくりに貢献する地方公共団

体・大学・民間等との間で締結

した連携協定等の件数 

121 件 

 子育て・高齢世帯等向け住宅

の契約件数 

8,676 件 

＜評定と根拠＞Ⅰ-２-（１） 

評定：Ａ 

 

＜評価の概要＞ 

地域の医療福祉拠点化団地の

形成数について、計画値 22 地区

を上回る 31 地区の形成をし、達

成率は 141％となった。 

これは、地方公共団体や地域包

括支援センター、事業者、居住者

等の地域関係者との信頼関係に

基づくネットワークを活用し、団

地・地域ごとの状況・課題等に応

じた多種多様な施策を実施する

など、これまで培ってきたノウハ

ウを総動員したことによるもの

であり、住生活基本計画の成果指

標である令和 12 年までに 250 団

地形成を６年前倒しで達成した。 

ＵＲ賃貸住宅が立地する地方

公共団体における居住支援協議

会等との関係構築（居住支援協議

会への加入並びに自立支援スキ

ーム及び家賃補助付きセーフテ

ィネット専用住宅等の導入に係

る地方公共団体との新たな連携）

については、地方公共団体への積

極的な働きかけの結果、新規に

11 件の関係構築をすることで、

令和５年度末時点 10 件から令和

６年度末時点で 21 件となり、計

画値 14 件に対して達成率は

150％となった。 

これは、居住支援協議会の円滑

な加入ができた上（６件）、居住

支援協議会未加入の地方公共団

体も含め、自立支援スキームに係

る地方公共団体等との連携（３

評定：Ａ 

 

＜評定に至った理由＞  

年度計画等で定めた定量的な指標については、

以下のとおり所期の目標を上回る成果が得られ

ていると認められる。 

・地域の医療福祉拠点化団地の形成数について、

地域関係者への積極的な働きかけ等により、年

度計画での目標「新たに 22 団地」に対し、実

績値「新たに 31 団地（達成率 141％）」であっ

た。 

・ＵＲ賃貸住宅が立地する地方公共団体におけ

る居住支援協議会等との関係構築数について、

地方公共団体への積極的な働きかけ等により、

年度計画での目標「14 件」に対し、実績値「21

件（達成率 150％）」であった。 

 

機構は、ＵＲ賃貸住宅団地及びその周辺地域も

含めた住民が安心して健やかにくらし続けられ

るミクストコミュニティの形成を図るため、以下

の取組を実施した。 

・地域コミュニティ形成・まちづくりに貢献する

地方公共団体・大学・民間事業者等との連携拡

大（令和６年度末現在有効な連携協定数 121

件）を図り、人々の交流を育む環境づくりを行

った。 

・地域医療福祉拠点化団地において、地域関係者

と連携し、多世代交流や多文化共生等といった

地域課題について意見交換・認識共有を行い、

各団地の特徴を活かした取組を展開し、「ミク

ストコミュニティ」の実現に向けた各種施策を

実施し、地域の医療福祉拠点化を推進した。 

・ＵＲ賃貸住宅が立地する地方公共団体におけ

る住宅セーフティネットの充実を図るため、地

域のニーズを探り、機構が支援可能な方策を検

討するなどして、地方公共団体に積極的に働き

かけを行い、居住支援協議会等との関係を構築

し、地域と連携した住宅セーフティネットの充
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様なニーズや政策的要請に応

え、将来にわたって政策的役

割を果たしていくためには、

ストック量の適正化に留意し

つつ建替え・長寿命化等のス

トックの活用と再生に向けた

戦略的な投資を促進し、持続

可能な経営基盤の確立に向け

た取組を進めていくことも重

要である。 

機構は、これらの目的を達

成するため、地方公共団体等

の地域の関係者との連携を一

層強化しつつ、ＵＲ賃貸住宅

を活用したミクストコミュニ

ティの形成及びストックの活

用・再生による良質な住まい・

まちづくりの推進に取り組む

こと。 

 

 

 

 

 

れる住宅提供を推進してい

るか。 

件）、家賃補助付きセーフティネ

ット専用住宅に係る地方公共団

体からの新たな要請（２件）が図

られた結果によるものである。 

このほか、地方公共団体・大学・

民間等と連携の上、地域課題の解

決策等の検討を行い、若年世帯、

子育て世帯、高齢者世帯などが互

いに交流し、支え合う環境づくり

や、地域の価値向上に資するサー

ビス水準の向上を図った。 

子育て世帯に対するサポート

として、近居促進制度やそのママ

割をはじめとする家賃減額等の

実施に加え、令和６年度からは一

部のＵＲ賃貸住宅において入居

を希望する子育て世帯・若者夫婦

世帯を対象に空室情報提供サー

ビス及び申込優先受付を導入し

た。 

また、高齢者の方が安心して暮

らしていただけるよう生活相談

等のサービスを行う「生活支援ア

ドバイザー」の配置を推進（令和

６年度は６人増員し 190 人）し、

民間事業者による見守りサービ

スも含め、地域関係者とのネット

ワークに早期につなぐ役割を担

うことで、高齢居住者の健やかな

暮らしの支援と家族への安心の

提供につながっているほか、団地

で安心して子育てができるよう

子育て世帯向けのイベントや情

報発信等を行う「子育てサポータ

ー」を令和６年度は対象５エリア

に配置した。 

 

＜具体的な事例・評価＞ 

令和４年度に協定を締結した

日本赤十字社とは、福生団地（東

京都福生市）、狭山台団地（埼玉

実を図った。 

・民間市場では入居に制約を受けがちな世帯の

公平な受け皿として、世帯属性に左右されない

入居者の募集を継続して実施し、幅広い世代や

多様な世帯に配慮した住宅供給を図った。 

・ＵＲ賃貸住宅やその周辺地域における子育て

関連情報の発信、子育て世帯の交流イベント

の企画や相談対応等により、子育て世帯の支

援に取り組む「子育てサポーター」を５エリア

に配置した。子育てサポーター企画運営のイ

ベントを令和６年度に 74 回実施するなど、安

心して子育てできる住環境の整備を図った。 

・民間事業者と連携し、基本的に全国の居住者が

低廉な料金で受けられる見守りサービスを提

供（令和６年度申込件数 1,370 件）した。また、

団地に常駐し、高齢者への相談対応等を行う生

活支援アドバイザーを令和６年度までに 280

団地で、190 人配置し、個別に対応が必要な事

案においても、地域の関係者等と連携した適切

な対応がとられるなど、高齢者が安心してくら

し続けられる住環境の整備を図った。 

・若年・子育て世帯向けの近居割及び子育て割

や、高齢者向けの健康寿命サポート住宅及び高

齢者優良賃貸住宅への入居者の割引制度など、

様々な入居制度を活用し、令和６年度における

子育て・高齢世帯等向け住宅の契約件数は

8,676 件となった。また、低所得の高齢者世帯

等に居住の安定を図るため、適切な家賃減額を

継続して実施した。 

 

これらを踏まえ、機構の活動により、令和６年

度における所期の目標を上回っていること、ＵＲ

賃貸住宅団地及びその周辺地域も含めた住民が

安心して健やかにくらし続けられるミクストコ

ミュニティの形成を図るための優れた取組を実

施し地域医療福祉拠点の形成を進めたこと、ＵＲ

賃貸住宅が立地する地域において、積極的に地方

公共団体等に働きかけ行い、住宅セーフティネッ

トの充実を図ったことを総合的に勘案し、｢Ａ｣評

定とする。 

 

（１）ＵＲ賃貸住宅を活用し

たミクストコミュニティ

の形成 

 多様性・包摂性を有する社

会の実現や団地を核とした地

域の価値・魅力向上を図るた

め、地方公共団体や民間事業

者、居住支援団体等の多様な

主体と連携し、団地及びその

周辺地域も含めた住民が安心

して健やかにくらし続けられ

るミクストコミュニティの形

成を図っていくことが求めら

れている。 

このため、機構は、次の取

組を行うこと。 

・ＵＲ賃貸住宅を含む地域

（１）ＵＲ賃貸住宅を活用し

たミクストコミュニティの

形成 

幅広い世代や多様な世帯が

安心してくらし続けられるよ

う、人々の交流を育む環境づ

くりや地域の医療福祉拠点化

を推進するなど、地方公共団

体、民間事業者、居住支援団

体等の多様な主体と連携しつ

つ、ミクストコミュニティの

形成を図る。 

（１）ＵＲ賃貸住宅を活用し

たミクストコミュニティの

形成 

幅広い世代や多様な世帯が

安心してくらし続けられるよ

う、人々の交流を育む環境づ

くりや地域の医療福祉拠点化

を推進するなど、地方公共団

体、民間事業者、居住支援団

体等の多様な主体と連携しつ

つ、ミクストコミュニティの

形成を図る。 

－ 

① 地域関係者との連携によ

る人々の交流を育む環境づ

くり 

地域関係者と連携の上、地

域課題の解決策等の検討を行

① 地域関係者との連携によ

る人々の交流を育む環境づ

くり 

地域関係者と連携の上、地

域課題の解決策等の検討を行

① 地域関係者との連携による

人々の交流を育む環境づくり 

 地域関係者と連携し、コミュニ

ティ形成活動を展開するため、連

携協定に基づき、各種施策を実施
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一体で、高齢者世帯、子

育て世帯、障害者、外国

人等、幅広い世代や多様

な世帯が互いに交流し、

支え合い、生き生きとく

らし続けられるミクスト

コミュニティの形成に向

けた環境づくりを推進す

ること。 

・ＵＲ賃貸住宅を活用し、

医療福祉機能等の地域の

ニーズに応じた機能の導

入や地域の関係者とのネ

ットワークの形成による

地域の拠点化に係る取組

を一層推進するととも

に、これまで実施した施

策に係る効果把握の結果

を活かしながら、すでに

拠点を形成した団地にお

ける取組の深化を図るこ

と。 

・地方公共団体や民間事業

者、居住支援団体等の地

域の関係者と積極的に連

携し、住宅確保要配慮者

をサポートする居住支援

法人等に住宅を提供する

など、住宅セーフティネ

ットの役割を充実させる

こと。 

・幅広い世代や多様な世帯

に配慮した住宅の供給や

入居制度の提供を適切に

実施すること。 

・子育て世帯が安心して子

育てしやすい環境を整備

するため、相談支援や交

流機会の創出等に取り組

むこと。 

・高齢者世帯が安心してく

い、若年世帯、子育て世帯、

高齢者世帯などが互いに交流

し、支え合う環境づくりを推

進する。 

特に、民間事業者との連携

に当たっては、民間のノウハ

ウを適切に活用しつつ、連携

手法の多様化を図り、ＵＲ賃

貸住宅を含む地域の価値向上

に資するサービス水準の向上

を図る。 

団地の快適なくらしに関す

る情報発信を強化するととも

に、イベント開催等の地域の

交流機会の場を地方都市等と

も連携し、積極的に提供する

ことなどにより、団地・地域

の価値・魅力向上、地域コミ

ュニティの維持・活性化を図

る。また、引き続き、居住者

との意思疎通を図り、信頼関

係を強化する。 

い、若年世帯、子育て世帯、

高齢者世帯などが互いに交流

し、支え合う環境づくりを推

進する。 

特に、民間事業者との連携

に当たっては、民間のノウハ

ウを適切に活用しつつ、連携

手法の多様化を図り、ＵＲ賃

貸住宅を含む地域の価値向上

に資するサービス水準の向上

を図る。 

団地の快適なくらしに関す

る情報発信を強化するととも

に、イベント開催等の地域の

交流機会の場を地方都市等と

も連携し、積極的に提供する

ことなどにより、団地・地域

の価値・魅力向上、地域コミ

ュニティの維持・活性化を図

る。また、引き続き、居住者

との意思疎通を図り、信頼関

係を強化する。 

した。 

 日本赤十字社とは令和４年度

に締結した連携協定に基づき、鳴

子団地（愛知県名古屋市）におい

て、団地の集会所等を活用して、

夏休み期間における子どもの居

場所づくりを学び・遊びを実践す

るかたちで行った。その他、日本

赤十字社とは福生団地（東京都福

生市）をはじめとする各地の団地

において、救急講習、健康支援講

習会、防災セミナー等を行うな

ど、連携を深化させた。 

令和５年度に連携協定を締結

した芝浦工業大学とは、豊洲四丁

目団地（東京都江東区）において、

子供向けの学習体験イベントを

開催した他、平成 27 年度に連携

協定を締結した福岡大学とは、宝

台団地（福岡県福岡市）において、

認知症予防に向けた高齢者施策

を展開した。ＳＢＣ東京医療大学

とは、令和６年 12 月に連携協定

を締結し、千葉県内のＵＲ賃貸住

宅とその周辺地域等をフィール

ドに大学の知見を活かした多世

代交流イベントや運動アプロー

チを介した健康づくりを実施す

るなど、地域関係者と連携しなが

ら、子育て世帯を含む多世代が緩

やかにつながる人々の交流を育

むとともに地域でのウェルビー

イングの向上を図った。 

 

このように、令和６年度におい

ても着実に連携先の拡大及び連

携協定に基づく地域コミュニテ

ィの活性化に努め、令和７年３月

31 日現在で有効な連携協定数は

121 件となっている。 

 

県狭山市）及び鳴子団地（愛知県

名古屋市）において、救急講習、

健康支援講習会、防災セミナー、

集会所等を活用した夏休み期間

中の子どもの居場所づくり等、多

くの地域で協働での活動を展開

し、連携の深化を図るとともに、

地域の健康・安全な生活及び地域

コミュニティの活性化に寄与し

た。 

 

 

 

令和５年度に連携協定を締結

した芝浦工業大学とは、豊洲四丁

目団地（東京都江東区）において、

「孤立・孤独の防止」や「コミュ

ニティ活性化」に資する活動を実

施した他、平成 27 年度に連携協

定を締結した福岡大学とは、宝台

団地（福岡県福岡市）において、

地域の活性化に資する活動を実

施し、地域ニーズや社会課題に対

応した団地における暮らしの充

実に貢献した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

該当なし 

 

＜その他事項＞ 

 評定について、外部有識者５名全員が「Ａ」評

定が妥当であるとの意見であった。 

外部有識者からの主な意見は以下のとおり。 

・少子高齢化や単身化が進むなかで、ミクストコ

ミュニティの形成に早くから取り組み、定量目

標の達成率も 140％を超え、着実に成果をあげ

ている。今後は子育て世帯と高齢世帯との交流

等を進め、コミュニティ形成の担い手となる住

民のエンパワメント、つながりながら暮らすこ

との価値を団地の文化として浸透させていく

ことを目指して欲しい。子育てサポーター、生

活支援アドバイザー、住宅等以外の地域医療福

祉拠点化整備などの成果は、地方公共団体のま

ちづくり支援へと展開させていくことが望ま

しい。 

・定量目標の達成率、またその他の取り組みにも

十分な実績があり、Ａ評定が妥当であると考え

る。なお、「地域医療福祉拠点化団地」につい

て、「医療及び福祉」が一体となっていること

が特に重要であると考える。また、居住支援協

議会への加入については、まだ加入の余地があ

ると思われるため、引き続き取り組んでいただ

きたい。 

・住生活基本計画の目標値を前倒し達成してい

ること、機構が地方公共団体や地域関係者など

に継続的かつ積極的に働きかけるなどの業績

向上努力に基づいていること、地方公共団体な

ど関係者から評価の声をいただくなど住宅セ

ーフティネットの充実に貢献していることな

どから、保有資産を活用したミクストコミュニ

ティの形成推進について、所期の目標を上回る

成果が得られていると考える。 

・地域医療福祉拠点化団地の形成数は計画値を

超えているものの、従来のトレンドを上回るも

のではない。定量的な数値だけでなく定性的な

質の面で顕著な成果が望まれる。子育て・高齢

世帯だけでなく、外国人など他の住宅確保要配
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らし続けられるための見

守りサービス等の提供を

継続するとともに、健康

寿命の延伸や生きがい創

出に寄与する取組を充実

させること。 

・低所得の高齢者世帯、団

地再生事業等の実施に伴

い移転が必要となる居住

者等の居住の安定の確保

を図るため、国からの財

政支援を得つつ、適切に

家賃減額措置を講じるこ

と。 

② 地域の医療福祉拠点化の

推進 

地域関係者と連携して地域

に不足している医療施設・介

護施設・子育て支援施設等の

充実を図るとともに、高齢者

向け住宅や子育て世帯向け住

宅の供給等により幅広い世代

や多様な世帯に対応した居住

環境の整備を進める。 

また、高齢者世帯だけでな

く若年世帯、子育て世帯、共

働き世帯などを含むコミュニ

ティ醸成を推進することで地

域における包括的な支援やサ

ービスを提供する地域包括ケ

アシステム等の体制の構築に

貢献する。 

すでに形成した団地におけ

る効果を把握、分析して質の

充実、取組の深化を図りつつ、

地域の医療福祉拠点化を推進

するものとする。 

地域の医療福祉拠点化につ

いては、中期目標期間中に計

70 団地程度の形成を目指す。 

② 地域の医療福祉拠点化の

推進 

地域関係者と連携して地域

に不足している医療施設・介

護施設・子育て支援施設等の

充実を図るとともに、高齢者

向け住宅や子育て世帯向け住

宅の供給等により幅広い世代

や多様な世帯に対応した居住

環境の整備を進める。 

また、高齢者世帯だけでな

く若年世帯、子育て世帯、共

働き世帯などを含むコミュニ

ティ醸成を推進することで地

域における包括的な支援やサ

ービスを提供する地域包括ケ

アシステム等の体制の構築に

貢献する。 

すでに形成した団地におけ

る効果を把握、分析して質の

充実、取組の深化を図りつつ、

地域の医療福祉拠点化を推進

するものとする。 

地域の医療福祉拠点化につ

いては、令和６年度において

新たに 22 団地程度の形成を

目指す。 

② 地域の医療福祉拠点化の推

進 

超高齢社会への対応として、地

域包括ケアシステムの構築に貢

献するとともに、団地を含む地域

一体で多様な世代が生き生きと

暮らし続けられる「ミクストコミ

ュニティ」の実現に向けた各種施

策を実施することにより、地域の

医療福祉拠点を推進している。 

堤団地（福岡県福岡市）におい

ては、地域関係者との意見交換や

多世代交流をテーマにしたイベ

ントを実施した。また、葛西クリ

ーンタウン清新プラザ・清新南ハ

イツ（東京都江戸川区）において

は、地域支援会議への参加や多文

化共生をテーマにしたイベント

を実施した。 

令和６年度には、新たに７団地

において着手し、新たに 31 団地

で形成した。計画値の 22 団地を

大きく上回り（累計 264 団地）、

住生活基本計画の成果指標であ

る令和 12 年までに 250 団地形成

を６年前倒しで達成した。 

また、ストック活用・再生等の

推進により生み出された整備敷

地の活用等により、高齢者・子育

て支援施設を誘致した。令和６年

度末現在の高齢者支援施設は

485 件、子育て支援施設は 622 件

となっている。 

令和２年度の施策効果の把握・

分析を踏まえ、今後の継続実施に

係る検討を行った上で、令和５年

度に新たな効果把握・分析を実施

しており、令和６年度に分析結果

を公表した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

慮者への支援も期待したい。 

・本項目に関しては、定量目標のみならず、２つ

の「指標」も非常に重要と考えるので、これら

も中期目標期間を通じて実績値を向上させる

よう努力されたい。 

・世代のミクストコミュニティだけではなく、外

国人等を含めた多様な世帯のミクストコミュ

ニティの形成に向けて、積極的に取り組んでほ

しい。 

③ 地域と連携した住宅セー

フティネットの充実 

③ 地域と連携した住宅セー

フティネットの充実 

③ 地域と連携した住宅セーフ

ティネットの充実 
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地方公共団体や民間事業

者、居住支援団体等の地域の

関係者と積極的に連携し、住

宅確保要配慮者をサポートす

る居住支援法人等に住宅を提

供するなど、地域の事情を踏

まえた住宅セーフティネット

の充実を図る。 

ＵＲ賃貸住宅が立地する地

方公共団体における居住支援

協議会等との関係構築数計

40 件程度を目指す。 

地方公共団体や民間事業

者、居住支援団体等の地域の

関係者と積極的に連携し、住

宅確保要配慮者をサポートす

る居住支援法人等に住宅を提

供するなど、地域の事情を踏

まえた住宅セーフティネット

の充実を図る。 

ＵＲ賃貸住宅が立地する地

方公共団体における居住支援

協議会等との関係構築数につ

いては、令和６年度末時点に

おいて合計 14 件程度を目指

す。 

 地方公共団体によって、協議会

の設立有無、セーフティネット家

賃低廉化補助要綱の有無、セーフ

ティネット関連策への関心度合

いや課題等は異なる中、機構から

各地方公共団体にアポイントを

取り、機構の提供するサービスや

機構の持つノウハウ（居住支援協

議会への加入、家賃補助付きセー

フティネット専用住宅、自立支援

スキーム、借上公営等のセーフテ

ィネット関連の取組や、生活支援

アドバイザーや居住者交流イベ

ントの企画など地域医療福祉拠

点化の取組事例、子育てサポータ

ーの紹介、機構の一般管理事例な

ど）を丁寧に説明することで、地

方公共団体や居住支援協議会等

との関係構築を推進した結果、令

和６年度は、新たに６件（東京都

墨田区、北区、調布市、神奈川県

横浜市、兵庫県宝塚市、福岡県北

九州市）の居住支援協議会に加入

した（過年度に加入済みの 10 件

と合わせると、令和６年度末時点

の累計加入数は 16 件）。 

自立支援スキーム（地方公共団

体等と連携し、生活支援等を実施

する居住支援法人等にＵＲ賃貸

住宅を賃貸し、居住支援法人等が

自立を目指す入居者（離職者や母

子世帯等）に転貸する制度）につ

いては、新たに３件（東京都足立

区、江戸川区、神奈川県横浜市）

の地方公共団体と連携し、ＵＲ賃

貸住宅を活用することができる

ようになった。 

家賃補助付きセーフティネッ

ト専用住宅については、新たに２

件（東京都西東京市、福岡県北九

州市）の地方公共団体から要請を

令和６年度に居住支援協議会

加入した横浜市では、民間賃貸住

宅より比較的型式が大きく、豊か

な共用空間や屋外空間を持つＵ

Ｒ賃貸住宅を活かして、特に子育

て世代やひとり親世帯に対する

居住支援を拡大したいというニ

ーズがあり、市内の福祉局、こど

も青少年局、居住支援法人等に広

く周知を行った上で、自立支援ス

キームに係る説明会を開催し、新

たな連携につながった。 

同じく令和６年度に居住支援

協議会加入した北九州市では、市

営住宅の建替えに当たって移転

先に悩みを抱えていたため、活用

可能な間取り・家賃帯の団地を紹

介し連携に至ったことで、家賃補

助付きセーフティネット住宅を

活用したＵＲ賃貸住宅による新

たな移転先候補を移転対象者に

提案することが可能になり、市か

ら建替事業の交渉の選択肢が増

えたと評価を得た。 
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受け、ＵＲ賃貸住宅を活用するこ

とができるようになった。 

以上により、地方公共団体にお

ける居住支援協議会等との関係

構築数については、令和６年度末

時点で合計 21 件となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 幅広い世代や多様な世帯

に配慮した住宅供給等 

高齢者世帯、子育て世帯、

障害者、外国人等といった民

間市場では入居に制約を受け

がちな世帯の公平な受け皿と

して、世帯属性に左右されな

い入居者の募集、様々な入居

制度の活用やサービス提供を

行う。 

④ 幅広い世代や多様な世帯

に配慮した住宅供給等 

高齢者世帯、子育て世帯、

障害者、外国人等といった民

間市場では入居に制約を受け

がちな世帯の公平な受け皿と

して、世帯属性に左右されな

い入居者の募集、様々な入居

制度の活用やサービス提供を

行う。 

④ 幅広い世代や多様な世帯に

配慮した住宅供給等 

 高齢者世帯、子育て世帯、障害

者、外国人等といった民間市場で

は入居に制約を受けがちな世帯

の公平な受け皿として、世帯属性

に左右されない入居者の募集、

様々な入居制度の活用やサービ

ス提供を行った。 

特に、地域における住宅セーフ

ティネットの裾野を広げるため、

住宅確保要配慮者（低額所得者、

被災者、高齢者、障害者、子育て

世帯等）に対する家賃補助付きセ

ーフティネット専用住宅につい

て、令和６年度に新たに 21 件の

登録を行った結果、令和６年度末

時点における登録数は 48 戸（既

登録解除住戸を含む）となった。 

また、自立支援スキームについ

ては、令和６年度に新たに５件の

契約を行った結果、令和６年度末

時点における累計契約数は 16 戸

となった。 

⑤ 安心して子育てできる住

環境の整備 

子育て世帯等が安心してく

らしやすい住環境の整備に当

たっては、近居促進制度など

様々な入居制度を活用しつ

つ、子育て世帯向け住宅の供

給、子育て支援施設の誘致、

子育て世帯の相談機能や交流

機会の創出などを促進する。 

⑤ 安心して子育てできる住

環境の整備 

子育て世帯等が安心してく

らしやすい住環境の整備に当

たっては、近居促進制度など

様々な入居制度を活用しつ

つ、子育て世帯向け住宅の供

給、子育て支援施設の誘致、

子育て世帯の相談機能や交流

機会の創出などを促進する。 

⑤ 安心して子育てできる住環

境の整備 

 子育て世帯等が安心してくら

しやすい住環境の整備に当たり、

高齢者・子育て世帯等と、支援す

る親族の世帯の双方が、同一駅圏

（概ね半径２㎞）のＵＲ賃貸住宅

に近居する場合（近居割）や、機

構が指定するエリア内のあらゆ

る住宅で近居する場合（近居割ワ

イド）において、新たに入居する
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世帯の家賃を５年間５％割引す

る「近居割」（近居割対象 1,192

団地、近居割ワイド対象 157 エリ

ア 593 団地）を引き続き実施し

た。加えて、国の財政支援を得て、

一定の所得以下の子育て世帯に

対する減額率を５％から 20％に

拡充（令和４年１月から募集開

始）し、更なる推進を図ったこと

で、近居割による年間契約件数は

6,651 件となった。 

現に同居する満 18 歳未満の子

を扶養している世帯等に向けた

「そのママ割」や「子育て割」に

ついても、それぞれ 753 件、518

件の契約締結に至った。 

また、令和６年 10 月から、一

部のＵＲ賃貸住宅において、子育

て世帯、若年夫婦世帯等のお客様

を対象に、空室情報提供サービス

及び申込優先受付を開始した（９

団地、16,448 戸）。 

団地で安心して子育てができ

るよう「ＵＲ子育てサポーター」

を令和４年度から配置しており、

令和６年度は、東京都の北多摩エ

リア及び埼玉県の西埼玉エリア

で新たに配置し、５エリアに拡

大。たくさんの人が集まる団地な

らではのつながりを活かし、子育

て世帯向けのイベントや情報発

信等をした他、ＵＲ子育てサポー

ターが団地集会所に常駐する「常

駐ＤＡＹ」を試行実施し、子育て

に関する相談対応を実施した。な

お、ＵＲ子育てサポーター企画運

営のイベントは令和６年度に 74

回実施した。 

南港ひかりの団地（大阪府大阪

市）では、自治会等と、共用空間

を活用した子どもの居場所づく

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＵＲ子育てサポーターについ

て、地域のニーズに沿った、子育

て世帯向けの情報発信やイベン

ト開催等のサービスを提供した

他、子育てに関する相談対応を実

施した。地域住民からは、「イベ

ント情報や子育てに役立つ情報

が多く、子育てに対する不安が減

り、外出意欲が増した」「イベン

トで顔見知りになり、交流機会が

増えて、子育てに前向きになるこ

とができた」と評価されており、

子育てしやすい環境の充実に寄

与している。 

 

 

南港ひかりの団地（大阪府大阪

市）においては、集会所等を活用

し、夏休み期間中の子どもの居場
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りの必要性について議論し、夏休

み期間中の子どもを対象とした

「ＤＡＮＣＨＩつながるーむ～

夏休みは団地で楽しもう！～」を

開催した（R6.7）（ＤＡＮＣＨＩ

つながるーむ実施団地数は 13 団

地）。サイエンスショーなどの参

加型の講座や自習室の解放など、

働く親を支援。多世代が交流する

場を創出するとともに、増加する

共働き世帯への子育て支援を実

施した。 

所づくりとして、学びや遊びの講

座等を実施した。地域住民から

は、「夏休みに働く親にとって、

子どもの居場所を用意してくれ

るのは大変助かる」との声をいた

だいており、交流機会の場を創出

と、共働き世帯等の子育て支援に

貢献している。 

 

 

 

 

 

 

配置を推進している生活支援

アドバイザーが、相談を受けた高

齢者への対応として、生活環境や

心身の状況をヒアリングし、必要

な各地域関係者や専門機関等に

適切に繋ぎ、団地を含む地域の高

齢者等の見守りを連携して実施

することで、地域住民や地域関係

者から感謝の声を頂いている。こ

のように、居住者に安心感を与え

るとともに、地域関係者との連携

を一層深化させることで、団地の

住環境の向上に貢献している。 

また、高齢者向け住宅や子育て

世帯を支援する住宅の供給や見

守りサービスの提供等を進める

とともに、高齢者が安心してくら

し続けられる住環境を整備し、高

齢者等の健康寿命の延伸や生き

がい創出に寄与する施策の充実

を図った。 

 

 

以上により、幅広い世代や多様

な世帯が安心してくらし続けら

れるよう、人々の交流を育む環境

づくりや地域の医療福祉拠点化

⑥ 高齢者が安心してくらし

続けられる住環境の整備 

高齢者等が安心してくらし

続けられる住環境を整備する

ため、複層的な見守りの継続

実施や健康寿命サポート住宅

の供給、住替え支援など健康

寿命の延伸や生きがい創出に

寄与する施策の充実を図る。 

⑥ 高齢者が安心してくらし

続けられる住環境の整備 

高齢者等が安心してくらし

続けられる住環境を整備する

ため、複層的な見守りの継続

実施や健康寿命サポート住宅

の供給、住替え支援など健康

寿命の延伸や生きがい創出に

寄与する施策の充実を図る。 

⑥ 高齢者が安心してくらし続

けられる住環境の整備 

 団地に常駐し、高齢者等に対す

る見守りや相談対応等の居住者

サービスを提供する生活支援ア

ドバイザーの配置を推進してお

り、令和６年度末時点で累計 190

人となっている。また、民間事業

者と連携し、人感センサーを室内

に設置して本人に異常がないか

確認・連絡等を行う「見守りサー

ビス」を引き続き提供しており

（令和６年度申込件数は 1,370

件）、令和４年度からはサービス

提供事業者３社と連携し、駆けつ

けオプションなど、居住者ニーズ

に応じたサービス提供を引き続

き実施している。 

賃貸住宅ストックの多様な活

用として、バリアフリー化等を施

した高齢者向け住宅や自立高齢

者が安心して住み続けられるよ

う、移動に伴う転倒防止等に配慮

した住宅「健康寿命サポート住

宅」の供給（令和６年度契約件数

は 1,482 件）を適切に実施すると

ともに、前述の見守りサービスの

提供等を含め、高齢者世帯が安心

してくらし続けられる住環境の
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整備を実施した。 

高島平団地（東京都板橋区）で

は、団地内の地域関係者の協力の

下、民間事業者等と連携し、認知

症家族の方を対象に「スキンケア

とストレッチ教室」を開催

（R6.11）し、宝台団地（福岡県

福岡市）では、団地近隣の地域関

係者や福岡大学と連携し、お口の

健康をテーマにした「宝台健康ア

カデミー」を開催（R6.11）し、

認知症家族や認知症予防に向け

た高齢者施策を展開した。 

高齢者等を中心とした地域住

民各々のニーズ把握に努め、地域

関係者との連携を図ることで、緩

やかな見守り体制の構築に資す

るとともに、地域に寄り添った施

策を推進し、高齢者等の健康寿命

の延伸と生きがい創出につなげ

ている。 

を推進するなど、地方公共団体、

民間事業者、居住支援団体等の多

様な主体と連携しつつ、ＵＲ賃貸

住宅を活用したミクストコミュ

ニティの形成を図るなど、年度計

画における所期の目標を上回る

成果をあげていることから、Ａ評

定とする。 

 

⑦ 居住の安定の確保 

ＵＲ賃貸住宅に居住する低

所得の高齢者世帯等に対して

は、国からの財政支援を得つ

つ、家賃減額措置を適切に講

じるとともに、団地再生等の

事業実施に伴い移転が必要と

なる居住者に対しては、これ

に加え、移転先住宅の確保、

移転料の支払い等の措置を講

ずることにより、居住者の居

住の安定の確保に努める。 

⑦ 居住の安定の確保 

ＵＲ賃貸住宅に居住する低

所得の高齢者世帯等に対して

は、国からの財政支援を得つ

つ、家賃減額措置を適切に講

じるとともに、団地再生等の

事業実施に伴い移転が必要と

なる居住者に対しては、これ

に加え、移転先住宅の確保、

移転料の支払い等の措置を講

ずることにより、居住者の居

住の安定の確保に努める。 

⑦ 居住の安定の確保 

居住の安定の確保を図るため、

家賃改定に伴い家賃が上昇する

低所得高齢者世帯等（約 13,600

世帯）について、国から財政支援

約 4.0 億円を得て、総額約 6.5 億

円の家賃減額を実施した。 

また、高齢者向け優良賃貸住宅

（高優賃）に入居する低所得高齢

者世帯（約 18,000 世帯*）につい

ては、国から財政支援約 29 億円

を得て、総額約 49 億円の家賃減

額を実施した。（*減額適用世帯数

は管理戸数である。） 

平成 28 年度から地域優良賃貸

住宅制度に基づき家賃減額を実

施している健康寿命サポート住

宅に入居する低所得高齢者世帯

（約 3,700 世帯）について、国か

ら財政支援約 1.9 億円を得て、総
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額約 3.9 億円の家賃減額を実施

した。 

子育て世帯を応援するため、地

域優良賃貸住宅制度を活用し、一

定の要件を満たした新規入居者

の家賃を最大２割減額する「子育

て割」（約 3,000 世帯）について

は、国から財政支援約 2.1 億円を

得て、総額約 4.3 億円の家賃減額

を実施した。 

さらに、団地再生等の事業実施

に伴い移転が必要となる居住者

に対しては、移転先住宅の確保、

移転料の支払い等の措置を講じ

るとともに、ＵＲ賃貸住宅へ移転

する者（約 22,300 世帯（うち低

所得高齢者世帯等約 14,900 世

帯））について、国から財政支援

約 59 億円を得つつ、総額約 71 億

円（うち低所得高齢者世帯等約

59 億円）の家賃減額を実施した。 

 
４．その他参考情報 

無し。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－（２） Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
 ２ ＵＲ賃貸住宅ストックの多様な活用 

（２）ストックの活用・再生による良質な住まい・まちづくり 

業務に関連する政策・施策 政策目標 １：少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進 

施策目標 １：居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な住宅ストックの形成を図る 

政策目標 ２：良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会の実現 

施策目標 ３：総合的なバリアフリー化を推進する 

政策目標 ３：地球環境の保全 

施策目標 ９：地球温暖化防止等の環境の保全を行う 

政策目標 ７：都市再生・地域再生の推進 

施策目標２５：都市再生・地域再生を推進する 

当該事業実施に係る根拠（個別法条文など） 都市再生機構法第 11 条第１項第 12 号から第 15 号等 

当該項目の重要度、困難度 困難度：「高」 

省エネ改修は入居中に住宅内で施工することが多く、それぞれの現場の状況に応じて居住者に十分

配慮した施工計画を策定し、居住者の理解を得ながら改修を進めることが必要不可欠であることや、

地域の価値・魅力向上に資する施設等の導入に当たり、世帯あたりの購買力が低下する中で地域の価

値・魅力向上に資する賃貸施設を業種等のバランスに配慮しつつ誘致する必要があること、また、居

住の安定を確保しつつ、居住者の理解・協力を得た上で、団地再生事業を進める必要があることから、

困難度が高い。 

関連する政策評価・行政事業レビュー 予算事業ＩＤ 004000、004107、007294 

 
２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値等） 

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 

  

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 

ＵＲ賃貸住宅ストックの

省エネ改修による年間の

ＣＯ２削減効果量の累計

（計画値） 

10,000

トン 
－ 2,000 トン － － － － 予算額（百万円） 526,320 － － － － 

ＵＲ賃貸住宅ストックの

省エネ改修による年間の

ＣＯ２削減効果量の累計

（実績値） 

－ － 2,437 トン － － － － 決算額（百万円） 494,309 － － － － 

達成率 － － 122％ － － － － 経常費用（百万円） 565,750 － － － － 

地域の価値・魅力向上に

資する施設の導入数 

（計画値） 

250 件 

程度 
－ 50 件 － － － － 経常利益（百万円） 96,770 － － － － 

地域の価値・魅力向上に

資する施設の導入数 

（実績値） 

－ － 65 件 － － － － 行政コスト（百万円） 676,652 － － － － 



49 

達成率 － － 130％ － － － － 従事人員数（人） 1,724 － － － － 

注）主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）については、次のとおり記載。①予算額、決算額：セグメント別支出額を記載。②経常費用、経常利益：セグメント別に記載。③従事人員数：年間平均支給人員数を記載。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

（２）ストックの活用・再生

による良質な住まい・まち

づくり 

 団地を核とした地域の価

値・魅力向上を図るため、地

域や団地の特性等を踏まえつ

つ、地方公共団体や民間事業

者等の多様な主体と連携・協

力し、団地の役割・機能の多

様化を図るとともに、国民の

多様なニーズや政策的要請に

応え、ＵＲ賃貸住宅が将来に

わたって政策的役割を果たし

ていくため、ストック量の適

正化に留意しつつ、戦略的な

投資を通じた質の高い賃貸住

宅を供給することなどによ

り、良質な住まい・まちづく

りを推進していくことが求め

られている。 

このため、機構は、次の取

組を行うこと。 

・多様化するニーズに対応

した、安全・安心・快適

で魅力ある賃貸住宅の供

給を図るため、建替え、

長寿命化、リノベーショ

ン、省エネ化、バリアフ

リー化等によるストック

の質の向上を推進するこ

と。 

・建替え等の団地再生事業

の実施に当たっては、土

砂災害や浸水被害等のリ

スクを十分に考慮するな

ど、地域の災害リスク低

減に留意すること。 

・ストックの活用・再生に

（２）ストックの活用・再生

による良質な住まい・まち

づくり 

ＵＲ賃貸住宅ストックの活

用・再生に当たっては、地域

や団地の特性等を踏まえ、地

方公共団体や民間事業者等の

多様な主体と連携・協力して、

良質な住まい・まちづくりを

推進する。なお、建替え等の

団地再生事業の実施に当たっ

ては、土砂災害や浸水被害等

のリスクを十分に考慮するな

ど、地域の災害リスク低減に

留意する。 

（２）ストックの活用・再生

による良質な住まい・まち

づくり 

ＵＲ賃貸住宅ストックの活

用・再生に当たっては、地域

や団地の特性等を踏まえ、地

方公共団体や民間事業者等の

多様な主体と連携・協力して、

良質な住まい・まちづくりを

推進する。なお、建替え等の

団地再生事業の実施に当たっ

ては、土砂災害や浸水被害等

のリスクを十分に考慮するな

ど、地域の災害リスク低減に

留意する。 

 

＜主な定量的な指標＞ 

 ＵＲ賃貸住宅ストックの省

エネ改修による年間のＣＯ

２削減効果量の累計 

年間 2,000 トン 

 地域の価値・魅力向上に資

する施設の導入数 

50 件程度 

 

＜その他の指標＞ 

 ＵＲ賃貸住宅ストックの価

値・魅力向上に資するリノ

ベーション住宅、建替住宅

の供給戸数 

 

 ＵＲ賃貸住宅ストック全体

に占めるバリアフリー化を

図った住宅の割合 

 

 ＵＲ賃貸住宅ストックの耐

震化率（住棟ベース） 

 

 新しいくらしに対応するた

めの共用部・屋外空間等へ

の機能導入数 

 

 ストック削減戸数 

 

 

＜評価の視点＞ 

・ストックの活用・再生に当

たっては、地域価値や魅力

向上のため、多様な主体と

連携し、地域や団地の特性

に応じた機能の導入又は強

化により良質な住まい・ま

ちづくりを推進している

＜主要な業務実績＞ 

＜主な定量的な指標＞ 

 ＵＲ賃貸住宅ストックの省エ

ネ改修による年間のＣＯ２削

減効果量の累計 

年間 2,437 トン  

 地域の価値・魅力向上に資す

る施設の導入数 

65 件 

 

＜その他の指標＞ 

 ＵＲ賃貸住宅ストックの価

値・魅力向上に資するリノベ

ーション住宅、建替住宅の供

給戸数 

6,100 戸 

 ＵＲ賃貸住宅ストック全体に

占めるバリアフリー化を図っ

た住宅の割合 

65.4％ 

 ＵＲ賃貸住宅ストックの耐震

化率（住棟ベース） 

25 棟 

 新しいくらしに対応するため

の共用部・屋外空間等への機

能導入数 

57 団地 

 ストック削減戸数 

1,310 戸 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞Ⅰ-２-（２） 

評定：Ａ 

 

＜評価の概要＞ 

ＵＲ賃貸住宅ストックの省エネ

改修による年間のＣＯ２削減効果

量の累計について、脱炭素社会の

実現に資する省エネ改修を実施

し、計画値 2,000 トンを上回る

2,437 トンの削減効果量を達成し

た。このほか、環境に配慮したＵＲ

賃貸住宅ストックの改修等とし

て、共用灯のＬＥＤ化やＥＶ充電

設備の導入等を実施した。 

地域の価値・魅力向上に資する

施設の導入数について、地域や団

地の特性に応じた施設の導入等に

より、計画値 50 件を上回る 65 件

の導入を達成した。積極的な賃貸

施設の誘致によりコミュニティ活

動施設等を 60 件導入した上、団地

再生事業により過去に供給した整

備敷地にて、地域の価値・魅力向上

に資する施設が５件開設した。 

 

地域住民の交流の場となる良質

なストック形成に資する建替え住

宅・リノベーション住宅の供給に

加え、バリアフリー化、耐震化の促

進により、多様な世帯が安心して

快適に住み続けられる質の高い賃

貸住宅の供給を行った。 

集会所の改修、敷地内のウォー

キングコース整備など、豊かな屋

外空間・共用部を活かして団地の

利便性・付加価値向上を図り、安

全・安心で快適な居住環境の創出

に貢献した。 

評定：Ａ 

 

＜評定に至った理由＞  

困難度「高」である本項目において、年度計

画等で定めた定量的な指標については、以下の

とおり所期の目標を達成していると認められ

る。 

・ＵＲ賃貸住宅ストックの省エネ改修による年

間ＣＯ２削減効果量の累計について、住戸内

の単板ガラスを複層ガラスへ交換すること

等により、年度計画での目標「年間 2,000 ト

ン」に対し、実績値「年間 2,437 トン（達成

率 122％）」であった。 

・地域の価値・魅力向上に資する施設の導入数

について、コミュニティ活動施設等への賃料

減額などによりＵＲ賃貸住宅団地内の賃貸

施設へ事業者を積極的に誘致したこと等に

より、年度計画での目標「50 件」に対し、実

績値「65 件（達成率 130％）」であった。 

 

機構は、戦略的な投資を通じた質の高い賃貸

住宅を供給するなどにより、良質な住まい・ま

ちづくりを推進するため、以下の取組を実施し

た。 

・多様化するライフスタイルや居住ニーズに対

応するため、ＵＲ賃貸住宅ストックの価値・

魅力向上に資するリノベーション住宅や建

替住宅を 6,100 戸供給した（リノベーション

住宅 4,910 戸。建替住宅 1,190 戸）。また、住

戸内の手すり設置や段差解消等によるバリ

アフリー化を推進し、ＵＲ賃貸住宅ストック

全体に占めるバリアフリー化を図った住宅

の割合は、65.4％となった。さらに、居住者

の理解・協力を得ながら、住棟の耐震化を実

施し、令和６年度に 25 棟の耐震化を行った。 

・ＵＲ賃貸住宅団地内の賃貸施設と、団地の建

替えや集約で生まれた土地において、居住者

アンケート等によるニーズの把握、居住者・
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より、地域や団地の特性

に応じた機能（医療、福

祉、教育、業務、防災、

交流、賑わい、生活支援

等）の導入又は強化、コ

ンパクトシティの実現に

向けた取組や団地に隣接

する老朽化したマンショ

ンの再生支援の取組等を

推進することを通じて、

地域の価値・魅力向上に

資するまちづくりに貢献

すること。 

・安全・安心で快適な共用

部・屋外空間を備えた居

住環境を創出し、多様化

するライフスタイル等に

対応するための利活用の

推進を図ること。 

・脱炭素社会の実現に資す

る取組や良好な景観の形

成など、我が国における

良質な賃貸住宅ストック

の形成に向けた先導的な

取組を率先して実施する

こと。 

か。 

・多様化するライフスタイル

や居住ニーズに対応するた

め、建替えや長寿命化、リ

ノベーション、省エネ化、

バリアフリー化等を推進し

ている魅力ある賃貸住宅の

供給、適時・適切な修繕・

維持管理を行っているか。 

 

 

 

 

 

＜具体的な事例・評価＞ 

1,190 戸の建替住宅、4,910 戸の

リノベーション住宅の供給に加

え、年度計画を上回るバリアフリ

ー化の促進により、多様化するニ

ーズに対応した賃貸住宅を供給す

る役割を果たした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原団地（福岡県福岡市）では、団

地の誕生時から長く地域に寄り添

ってきた幼稚園として地域に貢献

したいという想いを持っていた幼

稚園に機構の空き賃貸施設を紹介

したところ、コミュニティカフェ

「はらの木」のオープンにつなが

った。お店のメニュー作りから運

営、共催イベントの企画を通じて、

幼稚園の保護者、学校帰りの子供、

カフェを利用するお年寄りなど、

地域にお住まいの多様な世代の方

の居場所として機能しており、子

どもと保護者がともに利用できる

行政との連携による上位計画を踏まえた都

市計画等に関する協議、生活利便施設を運営

する多様な事業者へのヒアリングの実施等

を行うことで、地域の特性やニーズに応じた

施設を導入し、地域の活性化に貢献した。ま

た、居住の安定に配慮し、居住者に対する説

明会や移転折衝を行い、1,310 戸のストック

を削減し、住宅ストックの良質化とストック

量の適正化を図った。 

・新しいくらしに対応するための、共用部・屋

外空間等への機能導入を、57 団地で行った。

また、港南かもめ台団地においては、民間企

業と連携し、共用部である集会所をリノベー

ションし、地域にゆるやかな交流を生んだ。

さらに、ヌーヴェル赤羽台においては、大学

と連携し、コミュニティ活動拠点を開設し、

居住者間の新たなコミュニティの組成に寄

与した。 

・経年劣化が進んだ単板ガラス等について、居

住しながらの工事が可能な工法を用いて居

住者の理解と協力を得ながら工事を進め、複

層ガラス化を進め、脱炭素社会の実現を推進

した。 

 

これらを踏まえ、困難度「高」である本項目

において、居住者の理解を得た上で省エネ改修

や団地再生事業を進めるとともに、地域の価

値・魅力向上に資する施設を業種等のバランス

に配慮しつつ誘致するなど、令和６年度におけ

る所期の目標を達成していること、良質な住ま

い・まちづくりを推進するための取組を実施し

たことを総合的に勘案し、「Ａ」評定とする。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

該当なし 

 

＜その他事項＞ 

 評定について、外部有識者５名全員が「Ａ」

評定が妥当であるとの意見であった。 

外部有識者からの主な意見は以下のとおり。 

・脱炭素をはじめとした環境配慮の取り組みは

① 安全・安心や多様化する

ニーズに対応した賃貸住宅

の供給 

多様化するライフスタイル

や居住ニーズに対応するた

め、ＵＲ賃貸住宅ストックの

活用と再生に必要な戦略的な

投資を促進し、良質な住宅ス

トック形成に資する建替えや

長寿命化、リノベーション、

省エネ化、バリアフリー化等

を推進することにより、多様

な世帯が安心して快適に住み

続けられる質の高い賃貸住宅

を供給する。 

また、安全で安心なＵＲ賃

貸住宅を提供するため、適時・

適切な計画的修繕、耐震改修

等を着実に実施する。 

① 安全・安心や多様化する

ニーズに対応した賃貸住宅

の供給 

多様化するライフスタイル

や居住ニーズに対応するた

め、ＵＲ賃貸住宅ストックの

活用と再生に必要な戦略的な

投資を促進し、良質な住宅ス

トック形成に資する建替えや

長寿命化、リノベーション、

省エネ化、バリアフリー化等

を推進することにより、多様

な世帯が安心して快適に住み

続けられる質の高い賃貸住宅

を供給する。 

また、安全で安心なＵＲ賃

貸住宅を提供するため、適時・

適切な計画的修繕、耐震改修

等を着実に実施する。 

① 安全・安心や多様化するニー

ズに対応した賃貸住宅の供給 

国民の多様化する居住ニーズ

に対応するため、1,190 戸の建替

住宅、4,910 戸のリノベーション

住宅を供給するとともに、住戸内

の手すり設置や段差解消等によ

るバリアフリー化を推進した。 

その結果、ＵＲ賃貸住宅ストッ

ク全体でバリアフリー化を図っ

た住宅の割合は、65.4％となっ

た。 

このほか、多様化するライフス

タイルや居住ニーズに対応した

賃貸住宅として、サービスフィー

ルド付住宅（内装・間仕切り・設

備などを撤去し自由度の高い空

間にリノベーションした上階住

戸（５階。サービスフィールド）

と、生活の本拠となる直下階住戸

（４階）の２戸をセットとする新

プラン）を取手井野団地（茨城県

取手市）において供給した。 

② 地域価値・魅力向上に資

するストック活用・再生等 

地域の価値・魅力向上を図

るため、団地に存する賃貸施

設や団地再生事業に伴い整備

した敷地等への、地域や団地

の特性に応じた機能（医療、

福祉、教育、業務、防災、交

流、賑わい、生活支援等）の

導入又は強化、コンパクトシ

ティの実現、団地に隣接する

老朽化したマンションの再生

支援及び公共公益施設の再

編・再整備等を図り、持続可

能で活力ある地域のまちづく

りに貢献するストック活用・

② 地域価値・魅力向上に資

するストック活用・再生等 

地域の価値・魅力向上を図

るため、団地に存する賃貸施

設や団地再生事業に伴い整備

した敷地等への、地域や団地

の特性に応じた機能（医療、

福祉、教育、業務、防災、交

流、賑わい、生活支援等）の

導入又は強化、コンパクトシ

ティの実現、団地に隣接する

老朽化したマンションの再生

支援及び公共公益施設の再

編・再整備等を図り、持続可

能で活力ある地域のまちづく

りに貢献するストック活用・

② 地域価値・魅力向上に資する

ストック活用・再生等 

 地域の価値・魅力向上に資する

施設の導入として、令和６年度に

新たに 65 件の導入を行った。 

 このうち、賃貸施設における導

入数は 60 件で、その内訳として

は、コミュニティ活動施設の導入

数が 21 件で全体の約３割を占

め、次に健康増進施設と子育て支

援施設が各９件で全体の約２割

弱ずつを占める結果となった。 

 特にコミュニティ活動施設の

導入事例としては、原団地（福岡

県福岡市）におけるコミュニティ

カフェ「はらの木」が挙げられる。
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再生を推進する。 

実施に当たっては、団地の

特性等を踏まえ、建替え、集

約、改善等を複合的・選択的

に行い、団地の統廃合・再配

置等により、ストック量の適

正化に留意しつつ、資産の良

質化を進めることで、ＵＲ賃

貸住宅が将来にわたって政策

的役割を果たしていくための

経営基盤の確立を図る。 

なお、団地再生事業の実施

に当たっては、地域のまちづ

くりとの連携が不可欠であ

り、地方公共団体等の多様な

主体との連携を強化する。 

全面借地方式市街地住宅及

び特別借受賃貸住宅について

は、土地所有者等との協議を

行い、譲渡、返還等を着実に

進める。 

地域の価値・魅力向上に資

する施設の導入数として、中

期目標期間中に計 250 件程度

の導入を目指す。 

再生を推進する。 

実施に当たっては、団地の

特性等を踏まえ、建替え、集

約、改善等を複合的・選択的

に行い、団地の統廃合・再配

置等により、ストック量の適

正化に留意しつつ、資産の良

質化を進めることで、ＵＲ賃

貸住宅が将来にわたって政策

的役割を果たしていくための

経営基盤の確立を図る。 

なお、団地再生事業の実施

に当たっては、地域のまちづ

くりとの連携が不可欠であ

り、地方公共団体等の多様な

主体との連携を強化する。 

全面借地方式市街地住宅及

び特別借受賃貸住宅について

は、土地所有者等との協議を

行い、譲渡、返還等を着実に

進める。 

地域の価値・魅力向上に資

する施設の導入数として、令

和６年度において新たに 50

件程度の導入を目指す。 

団地の誕生と同時に開園し長く

地域に寄り添ってきた幼稚園が

運営する「はらの木」では、お店

のメニューづくりからイベント

の企画まで、幼稚園の保護者はも

ちろん、地域にお住まいの方と共

創しており、多世代の方の居場所

となっている。 

 

 このほか、団地再生事業により

過去に供給した整備敷地にて、新

たな機能の導入として５件の施

設が開設した。 

 具体的な事例としては、緑苑東

団地（岐阜県各務原市）において、

団地の集約事業によって生じた

敷地（整備敷地）に高齢者支援施

設の誘致を推進した結果、令和６

年度にはケアハウスの開業につ

ながった。澄川団地(北海道札幌

市)において、地域の高齢化率が

高い状況や事業者へのヒアリン

グ、居住者へのアンケートを踏ま

え、整備敷地に商業施設（ドラッ

グストア）・医療施設（クリニッ

ク）を誘致した。団地を地域の貴

重な資源として地域や団地の特

性に応じた施設導入を図ること

で地域の価値・魅力向上に貢献し

ている。 

 

※主な用途(対象５件：団地名等) 

・商業施設：２件 (草加松原(埼

玉県草加市、商業施設)、澄川

(北海道札幌市、商業施設)) 

・医療施設：１件(澄川(北海道札

幌市、クリニック)) 

・高齢者支援施設：１件(緑苑東

(岐阜県各務原市、ケアハウ

ス)) 

・教育施設：１件(村上(千葉県八

カフェへの評価や、イベントをき

っかけに幼稚園利用者と商店街・

自治会の方など地域の関係者が顔

見知りになり地域の交流等を創出

しているという評価の声を得てい

る。 

 

 

 

緑苑東団地（岐阜県各務原市）で

は、当該地域が市内でも高齢化が

進んでいることから、地元自治会

から市に対して高齢者支援施設の

誘致要望があり、市は誘致に向け

た検討を行っていた。機構は、こう

した状況を踏まえ、整備敷地にお

ける施設誘致にあたり、高齢者福

祉計画や介護保険事業計画への位

置付け等、市と連携し、高齢者福祉

施設を必須とする公募を令和２年

度に実施、基盤整備完了後の令和

５年度に供給し、令和６年度に高

齢者施設(ケアハウス)が開設し

た。市から高齢化率が高い当地区

でのケアハウス誘致への感謝の声

や、地元自治会から雰囲気が良く

なったとの声をいただいた。 

澄川団地（北海道札幌市）では、

積雪地域であり、高齢化の進む居

住者の生活支援のため、徒歩圏内

の商業施設の不足が課題となって

いた。機構は、施設誘致にあたり、

事業者の需要を確認し、施設の誘

致のためには用途地域の変更によ

る建設可能な店舗等規模上限の緩

和が必要と判断し、令和４年に市

へ用途地域変更及び地区計画決定

を提案し、市と連携の上、都市計画

決定を実現した。公募により事業

者を決定し、令和５年に敷地供給

し、令和６年度にはドラッグスト

順調に推移している。暮らしに必要な様々な

地域施設の誘致も行われている。とりわけ、

はらの木や Hintmation、港南台かもめ団地の

事例は、ミクストコミュニティの形成にも寄

与しており、高く評価したい。 

・困難度「高」である項目において、中期計画

における所期の目標を達成していると認め

られる。国の補助金はあるものの、居住者の

理解を得て機構の負担にて省エネ改修に努

め、ＣＯ２削減効果を出している点も評価で

きる。 

・困難度「高」である項目において、ときには

居住者の協力を得ながら多種多様な工夫及

び働きかけにより、定量目標の達成率が 120%

を超える実績を達成したこと、団地内にとど

まらない地域などでの交流・コミュニティ形

成に寄与するなど、良質な住まい・まちづく

りに質の高い取り組みを実現していること

から、Ａ評定が妥当であると考える。 

・定量目標である「地域の価値・魅力向上に資

する施設の導入数」は、数だけでなく定性的

な質の面で顕著な成果を期待したい。民間企

業の誘致だけでは十分と言えない。 

・省エネ改修については技術の発展が大きい分

野であり、ＵＲ賃貸住宅ストックの改修によ

る年間ＣＯ２削減効果量について、中期目標

の計画値の前倒し達成にぜひ挑戦してもら

いたい。「地域の価値・魅力向上に資する施設

の導入数」の実績値 65 件はかなり努力され

た結果であると評価できるので、継続的に努

力されたい。Hintmation や無印良品とのコラ

ボによる団地まるごとリノベーションは、ど

この団地でもできることではないが、少しで

も実例が増えることを期待する。なお、耐震

化は居住者の理解・協力が不可欠なことから

困難であるとは思うが、安全に関わることで

あり、加速化されることが強く望まれる。 

・脱炭素社会の実現に資する取組として、公団

時代に新しいライフスタイルを提案してき

た経緯を踏まえて、今後、居住者の環境行動

を促進するような取組を期待する。 



53 

千代市、日本語学校)) アとクリニックが開業した。 

 

 

 

団地や地域の活性化を目的とし

た民間事業者との連携として、港

南台かもめ団地（神奈川県横浜市）

では、県内団地の中でも若年世帯

の契約が少なかったことから、入

居促進を図るべく「MUJI×ＵＲ団

地まるごとリノベーション」とし

て住戸リノベーションに留まらな

いハード・ソフト両面の施策を実

施した。地域住民が参加する「かも

め会議」における意見交換会によ

り、団地集会所に必要な機能や利

用者を増やす方策を企画し、地域

活動で使用しやすいようシェアキ

ッチンやテラスを設置した集会所

リノベーションを行った。完成し

た集会所の各施設を活用した「か

もめマルシェ」等の各種イベント

の実施により、地域住民からは、人

が集まりやすい空間ができた、コ

ミュニティの大切さを実感したな

どの評価の声を得ており、集会所

を核として地域住民同士の新たな

交流が生まれる場を創出し団地の

価値向上につながっている。 

 

 

脱炭素社会の実現に資する省エ

ネ改修の推進では、特に経年劣化

が進んだ単板ガラス等の窓建具の

複層ガラス化を推進した。居住し

ながら工事が可能で、周辺の影響

を抑えたな工法の採用、訪問日・工

事日程の柔軟な調整、施工済み住

戸の見学等を状況に応じて実施す

るなど、居住者の理解と協力を得

て進める工夫により、改修を加速

③ 多様化するライフスタイ

ル等に対応した共用部・屋

外空間等の利活用の推進 

新型コロナウイルス感染症

の感染拡大を契機とした住ま

い方・働き方の変化を踏まえ、

多様化するライフスタイル等

への対応を図る。 

このため、建物への通信環

境等の整備を行うとともに、

健康増進、防災機能の向上な

ど、豊かな屋外空間・共用部

を活かして団地の利便性向

上、付加価値向上を図り安全・

安心で快適な居住環境を創出

する。 

③ 多様化するライフスタイ

ル等に対応した共用部・屋

外空間等の利活用の推進 

新型コロナウイルス感染症

の感染拡大を契機とした住ま

い方・働き方の変化を踏まえ、

多様化するライフスタイル等

への対応を図る。 

このため、建物への通信環

境等の整備を行うとともに、

健康増進、防災機能の向上な

ど、豊かな屋外空間・共用部

を活かして団地の利便性向

上、付加価値向上を図り安全・

安心で快適な居住環境を創出

する。 

③ 多様化するライフスタイル

等に対応した共用部・屋外空間

等の利活用の推進 

 団地や地域の活性化のため、民

間事業者との連携を進めており、

港南台かもめ団地（神奈川県横浜

市）では、令和６年 10 月に民間

事業者との共用部（集会所）リノ

ベーションが完成し、集会所を核

とした多世代交流拠点として活

用している。 

 また、ヌーヴェル赤羽台（東京

都北区）に団地暮らしに新たな楽

しみをもたらすとともに、ゆるや

かに人と人がつながり支えあう

関係づくりを目指し、コミュニテ

ィ活動拠点「Hintmation」を開設

した。お祭りやイベントの拠点と

なり、居住者間の新たな集まりの

組成が見られる他、大学生による

ワークショップの場としても機

能し、地域の課題・ニーズの把握

を行うことで、研究活動にも繋が

っている。 

 

 

 

 

④ 脱炭素社会の実現に資す

る省エネ改修の推進 

脱炭素社会の実現に貢献す

るため、ＵＲ賃貸住宅ストッ

クの省エネ改修を推進する。 

ＵＲ賃貸住宅ストックの省

エネ改修のＣＯ２削減効果量

については、中期目標期間中

に年間累計 10,000 トンを目

指す。 

④ 脱炭素社会の実現に資す

る省エネ改修の推進 

脱炭素社会の実現に貢献す

るため、ＵＲ賃貸住宅ストッ

クの省エネ改修を推進する。 

ＵＲ賃貸住宅ストックの省

エネ改修のＣＯ２削減効果量

については、令和６年度にお

いて、年間 2,000 トン分のＣ

Ｏ２削減効果のある改修の実

施を目指す。 

④ 脱炭素社会の実現に資する

省エネ改修の推進 

 居住しながらの工事が可能な

工法を採用するなどの工夫をし

て居住中住戸においても居住者

の理解と協力を得ながら、窓建具

の複層ガラス化等による断熱性

の向上、省エネ効率の高い潜熱回

収型給湯器への改修、屋根防水修

繕・住戸内改修による断熱性能向

上等によるＵＲ賃貸住宅ストッ

クの省エネ改修を推進し、令和６
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年度において、年間 2,437 トン分

のＣＯ２削減効果のある改修を

実施し、脱炭素社会の実現に貢献

した。 

 このほか、環境に配慮したＵＲ

賃貸住宅ストックの改修等とし

て、共用灯のＬＥＤ化やＥＶ充電

設備の導入等を実施した。 

 また、新築時の取組として、省

エネ性能ラベルを取得し、建物の

省エネ性能を可視化することで、

入居検討者が省エネ性能を把握、

比較しながら住宅を選別できる

ような取組も実施している。 

化。計 12,460 戸にて交換を実施し

たことで、計画値を上回る 2,437

トン分のＣＯ２削減効果量を達成

し、脱炭素社会の実現を推進した。 

 

以上により、地域や団地の特性

等を踏まえ、地方公共団体や民間

事業者等の多様な主体と連携・協

力して、ＵＲ賃貸住宅ストックの

活用・再生による良質な住まい・ま

ちづくりを推進するなど、年度計

画における所期の目標を上回る成

果をあげていることから、Ａ評定

とする。 

 
４．その他参考情報 

無し。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３ ３ 地方公共団体等の防災力向上への支援と災害から復旧・復興の推進 

業務に関連する政策・施策 政策目標 ７：都市再生・地域再生の推進 

施策目標２５：都市再生・地域再生を推進する 

当該事業実施に係る根拠（個別法条

文など） 

都市再生機構法第 11 条第１項並びに第２項第１号、第２号及び第６号から第８号等 

当該項目の重要度、困難度 

 

重要度：「高」 

＜Ⅰ－３－（２）災害からの復旧・復興支援＞ 

国土強靱化基本計画において、平時から大規模自然災害等に対する備えを行う

ことが重要であること、また、いかなる災害等が発生しようとも、迅速な復旧・

復興等を基本目標として、国土強靱化を推進することとされているため。 

 

困難度：「高」 

＜Ⅰ－３－（１）東日本大震災からの復興に係る業務の実施＞ 

原子力災害被災地域での復興事業は、未だ多くの住民が避難中であり、早期の

住民帰還を実現するため、遅延することなく計画どおりに確実に進める必要があ

ることなど、事業実施に当たっての制約が多いことから、困難度が高い。 

関連する政策評価・行政事業レビュ

ー 

－ 
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２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値等） 

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 

  

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

      「地方公共団体等の防災力向上への支援と災害からの復旧・復興の推進」 

 ※細分化した項目（１）～（３）の評定の算術平均により算定 

 ( Ａ４点×２項目×２＋Ａ４点×１項目 ) ÷ (１項目×２＋１項目)＝4.0 点 

⇒算術平均に最も近い評定は「Ａ」評定である。 

※算定に当たっては評定毎の点数を、Ｓ：５点、Ａ：４点、Ｂ：３点、Ｃ：２点、Ｄ：１

点とし、重要度の高い項目については加重を２倍としている。 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞  

（１）東日本大震災からの復興に係る業務の実施 

東日本大震災という未曾有の災害からの復興という困難度の高い業務を遅延することな

く計画的に推進し、令和６年度における所期の目標を達成していること、被災地の早期の

復興とまちへの人々の帰還・居住を目指した自治体のニーズに合わせ様々な支援に取り組

むなど優れた実施状況にあること、地方自治体等からの評価により取組の効果が認められ、

継続支援要請に繋がったことを総合的に勘案し、｢Ａ｣評定とする。 

 

（２）災害からの復旧・復興支援について 

令和６年度における所期の目標を上回っていること、発災時の円滑な対応に向けた活動

を着実に実施し、これまでの経験や活動を活かして災害発生時に優れた取組を実施してい

ること、国、地方自治体等からの評価により取組の効果が認められることを総合的に勘案

し、｢Ａ｣評定とする。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

該当なし 

 

＜その他事項＞ 

 外部有識者からの主な意見は以下のとおり。 

 ・いずれの項目においても所期の目標を上回る成果が得られていると認められる。特に、

災害からの復旧・復興支援は高く評価される。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



58 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－（１） Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
 ３ 地方公共団体等の防災力向上への支援と災害からの復旧・復興の推進 

（１）東日本大震災からの復興に係る業務の実施 

業務に関連する政策・施策 － 当該事業実施に係る根拠（個別法条文など） 都市再生機構法 11 条第１項並びに第２項第２号、第６号及び第

７号等 

当該項目の重要度、困難度 困難度：「高」 

原子力災害被災地域での復興事業は、未だ多くの住民が避難中であり、早期の住民帰還を実現する

ため、遅延することなく計画どおりに確実に進める必要があることなど、事業実施に当たっての制約

が多いことから、困難度が高い。 

関連する政策評価・行政事業レビュー － 

 
２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目

標期間最終

年度値等） 

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 

  

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 

        予算額（百万円） 8,187 － － － － 

        決算額（百万円） 11,483 － － － － 

        経常費用（百万円） 12,914 － － － － 

        経常利益（百万円） △38 － － － － 

        行政コスト（百万円） 12,926 － － － － 

        従事人員数（人） 86 － － － － 

注）主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）については、次のとおり記載。①予算額、決算額：セグメント別支出額を記載。②経常費用、経常利益：セグメント別に記載。③従事人員数：年間平均支給人員数を記載。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

３ 地方公共団体等の防災力

向上への支援と災害からの

復旧・復興の推進 

（１）東日本大震災からの復

興に係る業務の実施 

原子力災害被災地域におい

ては、復興・再生が本格的に

始まり、帰還困難区域内に設

定された「特定復興再生拠点

区域」の整備等が進んでいる。 

このため、機構は、引き続

き、適切に事業執行管理を行

い、スケジュールを遵守し、

施工品質及び安全を確保しな

がら、復興拠点整備事業等を

着実に実施するとともに、地

元の意向を汲み取りながら、

コミュニティ再生や賑わいづ

くりのためのソフト施策も行

うこと。 

また、津波被災地域を含む

被災地方公共団体等からの要

請に応じた復興まちづくりに

係る技術支援等を、引き続き、

国と連携しながら進めるこ

と。 

３ 地方公共団体等の防災力

向上への支援と災害からの

復旧・復興の推進 

（１）東日本大震災からの復

興に係る業務の実施 

福島県の原子力災害被災地

域については、原発事故に伴

い避難指示が発出された地域

のうち帰還困難区域を除く全

ての地域で避難指示が解除さ

れ、復興・再生が本格的に始

まる中、帰還困難区域内に設

定された特定復興再生拠点区

域の整備等を着実に進めるた

め、復興支援を引き続き機構

の最優先業務として位置づ

け、適切に事業執行管理を行

い、スケジュールを遵守し、

施工品質及び安全を確保しつ

つ、復興事業の着実な実施に

努める。 

被災地方公共団体等から委

託を受けた復興拠点整備事業

等（令和 10 年度までに約

216ha の宅地等整備完了）を

各被災地方公共団体が定める

事業計画等に基づき着実に実

施するとともに、コミュニテ

ィ再生や賑わいづくりのた

め、地元町等と連携し、地域

活動拠点での活動や情報発信

等を行い、交流人口や関係人

口の創出・拡大を図る。 

さらに、津波被災地域を含

む被災地方公共団体等からの

要請に応じた復興まちづくり

に係る技術支援等を、引き続

き、国と連携しながら進める。 

３ 地方公共団体等の防災力

向上への支援と災害からの

復旧・復興の推進 

（１）東日本大震災からの復

興に係る業務の実施 

福島県の原子力災害被災地

域については、原発事故に伴

い避難指示が発出された地域

のうち帰還困難区域を除く全

ての地域で避難指示が解除さ

れ、復興・再生が本格的に始

まる中、帰還困難区域内に設

定された特定復興再生拠点区

域の整備等を着実に進めるた

め、復興支援を引き続き機構

の最優先業務として位置づ

け、適切に事業執行管理を行

い、スケジュールを遵守し、

施工品質及び安全を確保しつ

つ、復興事業の着実な実施に

努める。 

被災地方公共団体等から委

託を受けた復興拠点整備事業

等（約 216ha）を各被災地方公

共団体が定める事業計画等に

基づき着実に実施するととも

に、コミュニティ再生や賑わ

いづくりのため、地元町等と

連携し、地域活動拠点での活

動や情報発信等を行い、交流

人口や関係人口の創出・拡大

を図る。 

 

さらに、津波被災地域を含

む被災地方公共団体等からの

要請に応じた復興まちづくり

に係る技術支援等を、引き続

き、国と連携しながら進める。 

 

＜主な定量的な指標＞ 

 － 

 

＜その他の指標＞ 

 復興拠点整備事業約 216ha

について、各地方公共団体

が定める事業計画等に基づ

き着実に実施し、宅地等の

整備を令和 10 年度までに

完了 

 

＜評価の視点＞ 

・原子力災害被災地域におけ

る早期復興の実現のため、

被災地方公共団体から委託

を受けた復興拠点整備事業

等について、遅延すること

なく計画どおり着実に進め

ているか。 

・コミュニティ再生や賑わい

づくりのため、地元町等と

連携し、交流人口や関係人

口の創出・拡大に資する取

組を推進しているか。 

＜主要な業務実績＞ 

＜主な定量的な指標＞ 

 － 

 

＜その他の指標＞ 

 復興拠点整備事業約 216ha に

ついて、宅地等の整備を令和

６年度までに 171ha 完了 

 

東日本大震災の復興支援業務

については、令和３年度から令和

７年度までの５か年が「第２期復

興・創生期間」と位置付けられた

ことから、引き続き復興支援を機

構の最優先業務として位置付け、

進捗状況に合わせた現地復興支

援体制を整備し、事業を着実に実

施した。 

福島県の原子力災害被災地域

においては、住民・経済活動がゼ

ロからの復興となるため、地元の

意向を汲み取りながら、ハード・

ソフト両面からの復興まちづく

りを行っている。国等と連携しな

がら被災地方公共団体の復興支

援を進め、３町（大熊町・双葉町・

浪江町）から委託を受けた復興拠

点整備事業等約 216ha のうち令

和６年度末までに約 171ha の引

渡しが完了した。また令和６年度

より、復興庁から福島国際研究教

育機構（通称：F－REI）の敷地整

備約 16.9ha の造成設計及び工事

を受託し、多くの関係者と迅速な

調整を進めた結果、受託から１年

での早期着工を実現した。 

 

ソフト支援では、町の賑わいを

＜評定と根拠＞Ⅰ-３-（１） 

評定：Ａ 

 

＜評価の概要＞ 

福島の原子力災害被災地域にお

ける復興拠点等整備に向けた支援

については、３町（大熊町、双葉町、

浪江町）及び復興庁から委託を受

けた８地区の復興拠点整備事業を

着実に推進し、令和６年度末まで

に累計約 171ha の引渡しが完了し

た。 

【ハード整備】 

大熊町では基盤整備を行ってき

た下野上地区で賑わいの中心とな

る産業交流施設、商業施設からな

る駅西施設がオープンした。双葉

町では町民帰還と移住定住の促進

に向けて町営住宅エリアの基盤整

備を行ってきた JR 双葉駅周辺に

て既存ストックの改修支援を加速

させた。浪江町では「町の顔」とし

ての駅周辺の基盤整備が着工する

とともに、復興庁から世界に冠た

る研究拠点 F－REI の敷地整備を

受託し、同一年度内での基盤整備

工事着工を実現した。 

【ソフト支援】 

大熊町では地域活動拠点「KUMA・

PRE」を閉館し、その役割・機能を

駅西施設に継承した。双葉町では

既存ストックを生かしたまちづく

り実証の場「FUTAHOME」をオープン

し、大学等の多様な主体と連携し

て活用。浪江町では引き続き地域

プレイヤーたちの結節点としての

拠点「なみいえ」にて、町に寄り添

った地域再生支援を展開中であ

評定：Ａ 

 

＜評定に至った理由＞  

 困難度「高」である本項目において、年度

計画等で定めた目標については、以下のとお

り所期の目標を達成していると認められる。 

 

機構は、令和３年度から令和７年度までの５

か年が「第２期復興・創生期間」と位置付けら

れたことから、東日本大震災からの復興に係る

業務を引き続き機構の最優先業務に位置付け、

以下の取組を実施した。 

・長きにわたり避難指示が続き、一刻も早いま

ちなかの再建が求められている中、３町（大

熊町、双葉町、浪江町）から受託した８地区

約 216ha の復興拠点整備事業について、令和

６年度までに約171haの宅地等の引渡しを完

了するなど、計画通り、着実に事業を実施し

た。 

・３町（大熊町、双葉町、浪江町）それぞれの

課題を踏まえた地域再生支援を強化し、ハー

ド・ソフト両面から復興まちづくり支援を実

施した。 

・復興庁から福島国際研究教育機構（通称：F－

REI）の敷地整備約 16.9ha の造成設計及び工

事を受託し、受託から約１年での早期着工を

実現した。 

 

これらを踏まえ、東日本大震災という未曾有

の災害からの復興という困難度の高い業務を

遅延することなく計画的に推進するなど、所期

の目標を達成していること、被災地の早期の復

興とまちへの人々の帰還・居住を目指した自治

体のニーズに合わせ様々な支援に取り組むな

ど優れた実施状況にあること、地方自治体等か

らの評価により取組の効果が認められ、継続支

援要請に繋がったことを総合的に勘案し、｢Ａ｣

評定とする。 
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取り戻すための地域再生に係る

活動を通じ、将来の地域の担い手

候補の発掘・育成、地元自治体の

理解促進･関係構築を図りなが

ら、徐々に機構の役割を自治体や

担い手に引継ぎ、地域での自立・

自走を目指し、３町での支援を展

開している。 

 

 

 

 

 

 

【大熊町】 

大熊町は放射線の空間線量率

の低かった大川原地区を震災後、

最初の復興拠点と位置付け、機構

の支援により令和２年度に事業

完了した。大川原地区に続き、住

宅・産業・交流の拠点として下野

上地区及び大熊西工業団地の整

備を開始し、町の要望に応じて段

階的に整備敷地の引渡しを実施

した。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【双葉町】 

る。 

被災地の「今」を伝え復興を考え

る現地イベントの開催等により情

報発信を強化した。また、３町を巡

る学生向けスタディツアーでは、

学生自身によるまちの姿の発信と

関係人口へのきっかけづくりを実

現。ＵＲまちとくらしのミュージ

アムで開催した震災復興企画展で

は、震災の記憶の継承とともに、首

都圏と被災地を繋ぐ役割を果たし

た。 

 

＜具体的な事例・評価＞ 

【大熊町】 

JR 大野駅前の下野上地区で、機

構が整備し引き渡した宅地に、町

の復興のシンボルとなる産業交流

施設と商業施設が令和７年３月に

開業。機構は、当該施設の発注支

援・指定管理者の公募支援や、開業

にあわせた周辺道路等の基盤整備

を通じて、早期の開業に貢献。 

これらの施設竣工に合わせ、機

構が令和４年２月から設置してい

た地域活動拠点「KUMA・PRE」を令

和６年 12 月に閉館し、大野駅西交

流エリアの指定管理者へ役割・機

能を承継し、町は自走可能なまち

づくりへの一歩を踏み出した。令

和６年 12 月の閉館セレモニーで

は、町長から「知見を必ずや生かし

ていく」との言葉をいただいた。 

大熊西工業団地では、まちの描

く「就労や雇用創出の場」の創出に

向けた基盤整備を着実に実施し、

令和７年３月には宅地及び公共施

設用地をすべて引渡し、町からの

事業受託は完了した。 

 

【双葉町】 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

該当なし 

 

＜その他事項＞ 

 評定について、外部有識者５名全員が「Ａ」

評定が妥当であるとの意見であった。 

外部有識者からの主な意見は以下のとおり。 

・基盤整備のみならずソフト支援を強化してい

る点が評価できる。伴走支援から後方支援、

住民の自走へと、着実に今後も進めていただ

きたい。 

・困難度「高」である項目において、地元地方

公共団体の要望に寄り添い、状況に応じた再

生支援をハード・ソフト両面から計画的に着

実に実施し、地域が自走できる復興支援を継

続していることなどから、Ａ評定が妥当であ

ると考える。 

・福島県の原子力災害被災地域の復興支援につ

いては、困難であるところ、機構の専門性を

活かした継続的な努力がされており、高く評

価できるため、Ａ評定が妥当であると考え

る。今後とも地元地方公共団体と連携し、少

しでも被災地域の復興が進むよう継続的に努

力されたい。 
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双葉町の復興の先駆けとして、

中野地区では「働く拠点」を整備

し、廃炉・研究開発・新産業など

の事業所や研究施設を誘致した。

令和７年４月現在、24 件の立地

協定が締結され、19 件が操業し

ている。 

双葉駅西側地区では、JR 双葉

駅を中心とした「新たな生活の

場」として、公共施設等の再整備

や新たな住宅需要の受け皿とな

る公営住宅を整備した。 

 

 

 

 

 

 

【浪江町】 

発災以前に相双地域の賑わい

の中心であった浪江駅周辺を「ま

ちの顔」として先導的に整備する

ことで、中心市街地全体の復興推

進を図る。 

併せて、JR 浪江駅西側エリア

に立地する福島国際研究教育機

構（通称：F－REI）について、浪

江町が策定した「浪江国際研究学

園都市構想」の実現を推進した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町民帰還と移住定住の促進に向

けて機構が基盤整備を行った町営

住宅が全戸完成し、令和６年６月

に入居開始。また、働く拠点となる

中野地区でも、機構が基盤整備を

行った宅地に、県内外の事業所等

の立地が進展している。 

また、まちづくり会社との連携

による賑わい創出のための「ちい

さな一歩プロジェクト」での機運

醸成が、令和７年２月には地域活

動拠点「FUTAHOME」の開設へとつな

がった。機構の支援によりブティ

ックを改修した建物に、福島大学・

東北大学の研究拠点が入るなど、

地域の自立・自走に向けて前進し

た。 

 

【浪江町】 

浪江駅周辺地区では中心市街地

の再生、浪江駅周辺グランドデザ

インの具現化に向け、機構は令和

４年５月から事業支援を開始し、

令和６年 10 月に基盤整備工事に

着手。 

地域活動の結節点となる情報発

信・交流スペース「なみいえ」での

取組と並行して、本格化する駅周

辺のまちづくりに合わせて地域プ

レイヤーとも連携してエリアマネ

ジメントの推進に向け、体制づく

りの検討、ワークショップの開催、

地域プレイヤーとの関係構築、つ

なぎ等の支援を行った。 

浪江駅西側エリアに立地する F

－REI について、前例のない国直轄

事業を令和６年４月に受託した。

復興庁を始めとした多様な主体と

の調整を図りながら設計を進めて

おり、多岐・多拠点にわたる関係者

と様々な課題調整を実施した。用
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 地買収や建築・造成計画の検討深

度化を踏まえながら令和 12 年度

までの施設供用開始に向けた全体

スケジュール検討を支援してい

く。 

「早期の現場着工」の目標を掲

げ、様々な現場条件課題に対応し

ながら着実に設計、工事発注を進

め令和７年３月に現場着工に繋げ

た。 

 

以上により、困難度「高」の本項

目において、町の意向に応じた基

盤整備による計画的なハード支援

と、各町の課題・状況にあわせたソ

フト支援を一体で行い、地域の自

走に向けた復興支援を行ってお

り、各町でも着実に効果が表れて

いることから、Ａ評定とする。 

 
４．その他参考情報 

２．主要な経年データ②主要なインプット情報に記載の予算額と決算額に１．１倍以上の乖離がある理由は、地方公共団体からの受託事業における支出の増によるものである。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
 ３ 地方公共団体等の防災力向上への支援と災害からの復旧・復興の推進 

（２）災害からの復旧・復興支援 

業務に関連する政策・施策 政策目標 ７：都市再生・地域再生の推進 

施策目標２５：都市再生・地域再生を推進する 

当該事業実施に係る根拠（個別法条文など） 都市再生機構法第 11 条第１項第６号並びに第２項第１号及び

第８号等 

当該項目の重要度、困難度 重要度：「高」 

国土強靱化基本計画において、平時から大規模自然災害等に対する備えを行うことが重要であるこ

と、また、いかなる災害等が発生しようとも、迅速な復旧・復興等を基本目標として、国土強靱化を

推進することとされているため。 

関連する政策評価・行政事業レビュー － 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 

基準値 

（前中期目標

期間最終年度

値等） 

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 

  

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 

地方公共団体等における

災害対応力向上に資する

人材育成の支援のための

研修の提供回数（計画

値） 

75 回 － 15 回 － － － － 予算額（百万円） 107,646 － － － － 

地方公共団体等における

災害対応力向上に資する

人材育成の支援のための

研修の提供回数（実績

値） 

－ － 36 回 － － － － 決算額（百万円） 98,226 － － － － 

達成率 － － 240％ － － － － 経常費用（百万円） 211,694 － － － － 

        経常利益（百万円） 2,485 － － － － 

        行政コスト（百万円） 211,835 － － － － 

        従事人員数（人） 36 － － － － 

注）主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）については、次のとおり記載。①予算額、決算額：セグメント別支出額を記載。②経常費用、経常利益：セグメント別に記載。③従事人員数：年間平均支給人員数を記載。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

（２）災害からの復旧・復興

支援 

南海トラフ地震や首都直下

地震、豪雨災害等の大規模な

自然災害等が発生するおそれ

のある中、機構がこれまで培

ってきた経験・実績や専門性・

ノウハウを活かし、平時から、

地方公共団体等の復旧・復興

への対応能力の向上を図ると

ともに、大規模な自然災害等

が発生した場合においては、

被災地域の復旧・復興に向け

た支援を円滑に実施すること

が必要であり、令和６年能登

半島地震の被災地への支援に

ついても、地域のニーズを踏

まえた対応が求められる。 

このため、機構は、次の取

組を行うこと。 

・地方公共団体等の復旧・

復興への対応能力の向

上を図るため、人材育成

やノウハウの継承等に

資する研修・啓発活動を

実施すること。 

・災害が発生した場合にお

いて、復旧・復興を促進

するため、国等からの要

請、依頼に応じ、発災後

の職員派遣等の初動対

応、復旧・復興に係るコ

ーディネート等に積極

的に取り組むこと。 

・災害発生時における地方

公共団体等への復旧・復

興支援を継続的に実施

できるよう、機構のノウ

（２）災害からの復旧・復興

支援 

南海トラフ地震や首都直下

地震、豪雨災害等の大規模な

自然災害等が発生するおそれ

のある中、これまで関係を構

築してきた地方公共団体等の

復旧・復興への対応能力の向

上を効果的に図るため、地方

公共団体等に対して、事前防

災、復旧・復興支援に係る研

修を行うとともに、災害発生

時には地方公共団体に対し

て、東日本大震災等の自然災

害における復旧・復興支援等

から得た経験を活かした積極

的な支援を実施する。 

（２）災害からの復旧・復興

支援 

南海トラフ地震や首都直下

地震、豪雨災害等の大規模な

自然災害等が発生するおそれ

のある中、これまで関係を構

築してきた地方公共団体等の

復旧・復興への対応能力の向

上を効果的に図るため、地方

公共団体等に対して、事前防

災、復旧・復興支援に係る研

修を行うとともに、災害発生

時には地方公共団体に対し

て、東日本大震災等の自然災

害における復旧・復興支援等

から得た経験を活かした積極

的な支援を実施する。 

 

＜主な定量的な指標＞ 

 地方公共団体等における災

害対応力向上に資する人材

育成の支援のための研修の

提供回数 

15 回 

 

＜その他の指標＞ 

 被災地方公共団体への被災

建築物応急危険度判定士、

被災宅地危険度判定士、応

急仮設住宅建設支援要員そ

の他職員派遣数 

 

 災害発生に伴い被災地方公

共団体から要請を受けた災

害復興等のコーディネート

及び事業（災害発生に伴い

被災地方公共団体からの要

請に基づく市街地整備、災

害公営住宅の建設等）の実

施地区数等 

 

 災害発生時の迅速かつ円滑

な復旧・復興支援のための

機構職員に対する訓練、研

修等の実施回数 

 

 防災・災害対応に関するイ

ベント等での啓発活動の実

施回数 

 

 

＜評価の視点＞ 

・発災時の円滑な対応に向け

て、これまでの機構の経験

を活かし、ノウハウ継承、復

＜主要な業務実績＞ 

＜主な定量的な指標＞ 

 地方公共団体等における災害

対応力向上に資する人材育成

の支援のための研修の提供回

数 

36 回 

 

＜その他の指標＞ 

 被災地方公共団体への被災建

築物応急危険度判定士、被災

宅地危険度判定士、応急仮設

住宅建設支援要員その他職員

派遣数 

883 人・日 

 災害発生に伴い被災地方公共

団体から要請を受けた災害復

興等のコーディネート及び事

業（災害発生に伴い被災地方

公共団体からの要請に基づく

市街地整備、災害公営住宅の

建設等）の実施地区数等 

１地区 

 

 災害発生時の迅速かつ円滑な

復旧・復興支援のための機構

職員に対する訓練、研修等の

実施回数 

８回 

 防災・災害対応に関するイベ

ント等での啓発活動の実施回

数 

30 回 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞Ⅰ-３-（２） 

評定：Ｓ 

 

＜評価の概要＞ 

令和６年能登半島地震・豪雨から

の復旧に向けて、機構全社を挙げて

支援を本格化した。被災地まで片道

３～４時間を要するという困難な

状況にあって、令和６年４月に能登

半島地震復興支援事務所を、同９月

にはＵＲ奥能登・輪島ベースを開設

し、順次体制を強化した。 

応急仮設住宅建設支援の要員と

して職員を 883 人・日派遣し、被災

者の迅速な生活再建支援に寄与し

た。 

国の直轄調査に同行し、被災市町

の意向確認や機構が実施可能な支

援メニューの提案等の復興まちづ

くりの検討支援を実施した。 

平時においては、地方公共団体の

ニーズに応じた研修を提供した。南

海トラフ臨時情報発表等による危

機意識の高まりを背景とした研修

依頼増にも最大限対応し、能登半島

地震・豪雨の支援と両立させ、目標

を上回る 36 回の研修を実施した。 

質の高い災害対応支援を目指し

ていくため、組織的なノウハウ継承

や体制整備等の取組を推進した。 

茨城県大洗町への支援を継続し、

防災集団移転促進事業計画が、発災

前の既成市街地への移転（差込型）

では全国初となる国土交通大臣同

意に至った。 

 

 

 

評定：Ａ 

 

＜評定に至った理由＞  

年度計画等で定めた定量的な指標について

は、以下のとおり所期の目標を上回っている

と認められる。 

・地方公共団体等における災害対応力向上に

資する人材育成の支援のための研修の提供

回数について、年度計画での目標「15 回」

に対し、実績値「36 回（達成率 240%）」で

あった。 

 

機構は、災害からの復興・復旧支援の推進

に当たって、①発災時の円滑な対応に向けた

支援、②災害からの復旧・復興支援、③災害の

発生に備えた支援体制の整備として、以下の

取組を実施した。 

①発災時の円滑な対応に向けた支援 

・平時から復興までの知見やノウハウをまと

めた「ＵＲ防災研修プログラム」を、地方公

共団体等のニーズに応じて提供し、地方公

共団体等の災害対応力向上に寄与した。 

 あわせて、防災・災害対応に関するイベン

ト等での啓発活動を 30 回実施した。 

②災害からの復旧・復興支援 

・令和６年能登半島地震及び令和６年奥能登

豪雨において、延べ 883 人・日の職員派遣

（令和６年度内）、現地事務所の設置などを

行い、応急仮設住宅の建設支援、ＵＲ賃貸

住宅の提供、災害復旧工事の加速化支援、

復興まちづくり計画策定支援等を実施し

た。これにより、災害発生に伴い被災地方

公共団体から要請を受けた災害復興等のコ

ーディネート及び事業の実施地区数は、１

地区となった。 

・茨城県大洗町への受委託契約に基づく支援

を継続し、いわゆる差込型では全国初とな

る防災集団移転促進事業計画の国土交通大
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ハウの蓄積・継承等の人

材育成及び組織体制の

構築に取り組むこと。 

旧・復興への対応能力向上

を図るため、地方公共団体

等に対して事前防災や復

旧・復興に係る研修など積

極的な支援を行ったか。 

・災害が発生した際には、国等

からの要請・依頼に応じて、

復旧のための職員派遣等の

支援や、復興に係るコーデ

ィネート等積極的な支援を

行ったか。 

・機構内において、平時の地方

公共団体支援や復旧・復興

支援のための人材育成やノ

ウハウ蓄積・継承を図って

いるか。 

 

 

 

 

 

 

 

＜具体的な事例・評価＞ 

①  発災時の円滑な対応に向けた

支援 

前中期期間からの関係構築先に

働きかけるとともに、地方公共団体

等との丁寧な意見交換を通じて把

握した課題を踏まえ、相手方のニー

ズに合わせた研修を提供するとと

もに、能登半島地震や南海トラフ臨

時情報発表による防災意識の高ま

りにより、想定を上回る研修依頼に

対しても、能登半島地震・豪雨への

支援活動と両立させながら、最大限

対応した。 

青森県においては、日本海溝・千

島海溝周辺海溝型地震への備えと

して、建築部局の発災時業務（応急

危険度判定、宅地危険度判定等）の

整理や体制を見直し、令和８年度中

のＢＣＰ策定を目指している。定期

的な意見交換において機構の復旧・

復興支援経験に基づく知見を提供

しながら発災時の課題を明確化。令

和７年２月には県主催の研修会と

連携し、機構の熊本地震での応急危

険度判定のマネジメント経験を教

訓・知見として提供した。令和６年

度の支援内容を踏まえ、青森県から

継続支援に係る依頼文を受領した。 

山形県においては、大雨による災

害の経験を踏まえ組織的な対応力

向上を目指している中、機構は防災

科学技術研究所、住宅金融支援機構

と連携して、住家の被害認定調査か

ら罹災証明書の発行、被災者生活再

建支援までの一連の流れについて

演習を実施した。 

千葉県においては、首都直下地震

臣同意を得ることに貢献した。 

③災害の発生に備えた支援体制の整備 

・人材育成・ノウハウ継承として、機構職員

に対する訓練・研修等を８回実施した。ま

た、機構における組織的なノウハウ継承の

ための取組として、復興等技術継承者制度

の運用を開始した。 

 

これらを踏まえ、令和６年度における所期

の目標を上回っていること、発災時の円滑な

対応に向けた活動を着実に実施し、これまで

の経験や活動を活かして災害発生時に優れた

取組を実施していること、国、地方自治体等

からの評価により取組の効果が認められるこ

とを総合的に勘案し、｢Ａ｣評定とする。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞

該当なし 

 

＜その他事項＞ 

 評定について、外部有識者５名全員が「Ａ」

評定が妥当であるとの意見であった。 

外部有識者からの主な意見は以下のとおり。

・能登半島地震・豪雨への支援に積極的に取

り組まれた。東日本大震災支援で蓄積され

たノウハウがどこまで活かされたのかにつ

いて、検証をし、今後の備えに活かしてほし

い。平時の防災研修プログラムは地域の防

災力を高めるうえで重要なので、既に高い

定量目標の達成率であるが、今後も広報に

務めながら、着実に提供を続けていくこと

が期待される。 

・人材育成の支援のための研修提供回数の達

成率は高いが、1 回における研修時間数や内

容、開催地域のバランス、研修の結果として

何がどのように改善したのか等の質的効果

が得られることも重要であると考える。今

後の効果の発現を期待する。もっとも、被災

地への職員派遣など、顕著な努力が認めら

れるため、Ａ評定が妥当であると考える。 

・定量目標を大きく上回る実績を達成してい

① 発災時の円滑な対応に向

けた支援 

地方公共団体等における人

材の育成、ノウハウの継承、

復旧・復興への対応能力の向

上を図るため、これまでの復

旧・復興支援の経験を活かし、

地方公共団体等に対し、事前

防災、復旧・復興支援に係る

研修を中期目標期間中に 75

回提供する。 

① 発災時の円滑な対応に向

けた支援 

地方公共団体等における人

材の育成、ノウハウの継承、

復旧・復興への対応能力の向

上を図るため、これまでの復

旧・復興支援の経験を活かし、

地方公共団体等に対し、事前

防災、復旧・復興支援に係る

研修を令和６年度において

15 回提供する。 

① 発災時の円滑な対応に向け

た支援 

地方公共団体の災害対応力向

上を図るため、機構の知見やノウ

ハウをまとめた「ＵＲ防災研修プ

ログラム」を、計36回提供すると

ともに、相手方の課題解決に向け

た中長期的な支援を開始した。 

また、防災・災害対応に関する

イベント等において、機構の事前

防災や復旧・復興の経験や知見に

関する講演等を計30回実施した。 

具体には、金沢大学や日本コ

ンストラクションマネジメント

協会北信越支部において、令和６

年能登半島地震（以下「能登半島

地震」という。）からの復興を見

据えて機構の東日本大震災から

の復興事業における合意形成過

程で得られた教訓・知見について

講義を実施したほか、内閣府主催

「ぼうさいこくたい」や機構主催

の「ひと・まち・くらしシンポジ

ウム」を通じて、行政職員や民間

事業者などの幅広い層に対し、機

構の復旧・復興の取組や知見を共

有した。 
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や半島地形による災害対応上の課

題を認識している中、機構は復興ま

ちづくり事業ケースメソッド演習

を通じて、将来の災害発生を想定し

て担当者一人一人が判断力を養う

機会を提供し、事前復興に対する意

識醸成や県下市町の連携を支援し

た。 

 

② 災害からの復旧・復興支援 

能登半島地震にかかる応急仮設

住宅の建設支援について、初動期は

過去の災害対応支援経験を踏まえ

て機構が策定したマニュアル等を

活用し、石川県や支援自治体と連携

して整備基準や業務フローの策定

などマネジメント支援を行った一

方で、工事推進段階においては、建

設候補地や配置計画確認、工事進捗

管理、検査対応等の技術的支援を行

うなど、各フェーズで求められる多

様な職種の職員を柔軟に派遣した。 

機構職員を適時交代しながら継

続して派遣する中で、石川県の意向

や国との調整事項について、組織的

にバックアップを行うとともに、職

員交代時に他の自治体からの派遣

者も参画した引継ぎを行い、円滑か

つ適切な情報共有を行った。 

このような機構の継続的な支援

に対して、一日も早い応急仮設住宅

の供与に向けて尽力したとして、石

川県より感謝の言葉があったほか、

機構が提供したＵＲ賃貸住宅に入

居した被災者から生活支援アドバ

イザーへの感謝の声があった。 

また、災害復旧工事の加速化支援

や復興まちづくりにおいても、被災

地域のニーズを踏まえ、過去の令和

元年東日本台風に係る災害復旧工

事マネジメント業務支援の知見や

ること、能登半島での災害では迅速な初動

対応から切れ目のない支援活動により、被

災者の早期生活再建に大きく貢献するな

ど、国民からの関心・期待が高いであろう

防災立国の構築に向けても貢献しており、

法人の業績向上努力により、所期の目標を

上回る成果が得られていると考える。 

他方、取組実績が量的及び質的に所期の目

標を顕著に上回る成果を現時点で既にもた

らしていると判断するのは困難なため、Ａ

評定が妥当であると考える。 

・能登半島地震からの復興に対する機構の支

援や、「地方公共団体等における災害対応向

上に資する人材育成の支援のための研修の

提供回数」について、計画値の 15 回を大幅

に上回る実績値36回の地方公共団体等にお

ける人材育成の研修は高く評価しており、

質的に顕著な成果が得られるよう更なる取

組を期待したい。また、能登半島の復興につ

いては、復興計画が策定されたものの、その

実施はこれからであり、次年度以降の成果

に期待したい。 

・茨城県大洗町の防災集団移転促進事業の支

援は、災害発生前の同事業としては全国初

の国土交通大臣の同意であり、高く評価す

る。災害危険区域内の住居用建物全戸の 72

戸が最終的に移転する計画とされており、

今回はそのうちの10戸のみの事業と聞いて

いるが、最終的な目標である全戸移転が実

現するよう、継続的な支援を期待する。 

・「復興等技術継承者登録制度」は意欲的な試

みであり、できれば登録者となることに対

するインセンティブを工夫してもらいた

い。 

 

② 災害からの復旧・復興支

援 

災害が発生した際には、情

報収集や支援準備等初動対応

を図る。また、国等からの要

請・依頼に応じて、住家の被

害認定業務支援要員や危険度

判定士の派遣等の支援を迅速

に行うとともに、賃貸型応急

住宅としてのＵＲ賃貸住宅の

貸与等を行う。 

また、これまでの復興支援

の経験を活かし、国等からの

要請・依頼があった場合は、

円滑な復旧に向けた支援、復

興に係るコーディネート等積

極的な支援を行う。  

令和６年能登半島地震にか

かる支援については、地域の

ニーズを踏まえ、適時適切に

実施する。 

② 災害からの復旧・復興支

援 

災害が発生した際には、情

報収集や支援準備等初動対応

を図る。また、国等からの要

請・依頼に応じて、住家の被

害認定業務支援要員や危険度

判定士の派遣等の支援を迅速

に行うとともに、賃貸型応急

住宅としてのＵＲ賃貸住宅の

貸与等を行う。 

また、これまでの復興支援

の経験を活かし、国等からの

要請・依頼があった場合は、

円滑な復旧に向けた支援、復

興に係るコーディネート等積

極的な支援を行う。 

令和６年能登半島地震にか

かる支援については、地域の

ニーズを踏まえ、適時適切に

実施する。 

② 災害からの復旧・復興支援 

能登半島地震、豪雨による被害

を受けた地方公共団体への復旧・

復興支援を行った。 

能登半島地震にかかる応急仮

設住宅の建設支援について、国土

交通省住宅局の要請に基づき、令

和６年１月15日から12月22日ま

で継続して職員のべ1,135人・日

（うち令和６年度883人・日）を

石川県庁へ派遣した。仮設住宅建

設に係る建設候補地や配置計画

確認、工事進捗管理、検査対応等

の技術的支援を実施した。 

また、全国のＵＲ賃貸住宅のう

ち、生活支援アドバイザーを配置

したＵＲ賃貸住宅 300 戸を用意

し、13 戸が契約に至った。 

さらに奥能登地域(２市２町)

を中心に、令和９月の豪雨で被害

が拡大した公共施設の復旧工事

や復興を加速化させるために、国

土交通省からの相談や石川県か

らの支援要請を受け、被災市町を

含めた意見交換を重ね、現状の課

題整理や機構の支援内容に関す

る調整を図った。その結果、令和

７年３月に災害復旧工事の加速

化支援に関する協定を石川県と

締結し、令和７年４月以降は業務

受託契約に基づく支援を実施し

ていく見込み。 
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 これらの復旧支援と並行して、

発災直後から復興まちづくり支

援に係る初動体制を構築し、復興

まちづくり計画策定支援を開始

した。国土交通省の直轄調査に同

行し、石川県や被災市町に対し

て、復興に向けた意向確認や機構

が実施可能な支援メニューの提

案等、被災市町に寄り添った支援

を実施している。 

大規模火災が発生した輪島市

朝市エリアの復興計画策定支援

をはじめ、津波被害を受けた珠洲

市や能登町における地区別計画

策定や高台移転検討の支援を実

施した。 

災害公営住宅建設支援につい

ても被災市町の意向を確認し、令

和７年４月には輪島市と協定締

結し、支援を実施していく見込

み。 

 

茨城県大洗町とは、令和５年２

月から防災集団移転促進事業（以

下「防集事業」という。）の受委

託契約に基づく支援を継続して

いる。町の防集事業計画策定に当

たって、機構は移転先に既成市街

地の空地等を活用する手法（以下

「差込型」という。）を助言し、

令和６年６月には国土交通大臣

同意に至った。 

那珂川水系では、常陸河川国道

事務所、茨城県、水戸市がメンバ

ーとなる那珂川流域治水ワーク

ショップにアドバイザーとして

参画した。 

これらの実践的な取組を通じ

て得た教訓・知見について、国土

交通省地方整備局の会議や地方

公共団体との意見交換において

東日本大震災及び熊本地震からの

復興の知見を活かし、被災地及び被

災者へ寄り添いながら適時適切な

支援に向けて取組を進めている。 

復興まちづくり支援では、最も多

い輪島市とは 60 回の打合せを重ね

るなど精力的に支援に取り組んだ

結果、機構が支援した７市町のすべ

てにおいて令和６年度内の計画策

定・公表に貢献した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

茨城県大洗町における差込型防

集事業計画については、機構の提案

により、地域住民のコミュニティや

なりわいへの配慮しながら合意形

成を進めるとともに、コンパクトシ

ティ化することで町の持続性に配

慮する計画となった。同手法での計

画として大臣同意を得たのは全国

初であり、町から機構の支援に対す

る感謝状を受領した。 

また、居住制限がかかる「災害危

険区域」の周辺エリアも含めた防災

上の課題やまちの将来像を共有の

機会を創出し、これまでの機構のま

ちづくり経験を活かした支援によ

り、地域主体の防災まちづくりが始

動している。 

上記の支援実績を踏まえて、那珂

川水系の治水とまちづくりの連携
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共有した。 

 

 

 

 

 

 

 

に向け、アドバイザーとして参画し

たほか、支援を通じて、把握した課

題を地元の声として、国等へ共有す

ることで、防災集団移転促進事業に

係る補助金等の制度拡充につなが

っていることから、流域治水まちづ

くりの展開に寄与している。 

 

③ 災害の発生に備えた支援体制の

整備 

質の高い災害対応支援を目指す

ため、能登半島地震・豪雨における

対応や支援内容をとりまとめたう

えで、災害時に円滑に対応できる体

制の強化や復旧・復興支援に対応で

きる人材の育成やノウハウの蓄積・

継承を図った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
復興技術等継承者制度の運用を

開始したことにより、応急仮設住宅

の整備など、これまで災害毎にとり

まとめた教訓・知見を支援メニュー

毎に整理を行いながら、復旧・復興

業務経験・ノウハウをもつ職員が平

時の社内研修を通じた機構職員の

育成や発災時対応のバックアップ

を担う仕組みを構築し、将来の大規

模災害に対して、迅速かつ効果的な

支援を実施できる体制確保を推進

した。 

③ 災害の発生に備えた支援

体制の整備 

災害の発生に備え、内部研

修等を通じて、平時の地方公

共団体支援や復旧・復興支援

に対応できる人材の育成、ノ

ウハウの蓄積・継承を図ると

ともに、災害発生時に復旧や

復興初動期の支援を迅速に実

施できる機構内の体制を確保

する。 

③ 災害の発生に備えた支援

体制の整備 

災害の発生に備え、内部研

修等を通じて、平時の地方公

共団体支援や復旧・復興支援

に対応できる人材の育成、ノ

ウハウの蓄積・継承を図ると

ともに、災害発生時に復旧や

復興初動期の支援を迅速に実

施できる機構内の体制を確保

する。 

③ 災害の発生に備えた支援体制

の整備 

発災に備えた社内訓練につい

ては、本社総合災害対応訓練と、

全国被災建築物応急危険度判定

協議会が主催する被災建築物応

急危険度判定連絡訓練に合わせ

た社内訓練の計２回実施した。ま

た、人材育成やノウハウの蓄積・

継承については、災害時に派遣す

る要員育成のための研修や、特定

の災害や事業で得られたノウハ

ウの継承を目的とした研修を計

６回実施した。具体的には、出水

期前に実施した住家の被害認定

業務研修等の災害対応支援登録

者の確保を目的とした研修や、復

興事業・災害対応に係るノウハウ

継承を目的とした復興事業研修、

大規模造成工事人材育成研修等

を実施した。 

また、復興等技術継承者制度の

運用を令和６年４月に開始。災害

からの復旧・復興のノウハウを復

興市街地整備業務、応急仮設住宅

整備業務、災害公営住宅整備業

務、ロジ等の後方支援業務の４区

分し、将来の大規模災害に対して

迅速かつ効果的に対応を行うた

め、組織的に継続してノウハウを

継承していく仕組みを構築した。 
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以上により、定量目標を大幅に上

回って達成することで災害対応力

の向上に寄与するとともに、地理的

にも不利な条件にある能登半島で

の地震、豪雨の復旧・復興に向けて

機構の支援が顕著な成果をあげて

いることを総合して勘案し、Ｓ評定

とした。 

 
４．その他参考情報 

無し。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１、２ 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 １ 効率的な運営が行われる組織体制の整備 

（１）効率的・効果的な組織運営 

（２）管理会計の活用による経営管理の向上 

 ２ デジタル化（ＤＸ）の推進 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビュー － 

 
２．主要な経年データ 

 

評価対象となる指標 達成目標 

基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

－ － － － － － － － － 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

Ⅳ 業務運営の効率化に関す

る事項 

１ 効率的な運営が行われる

組織体制の整備 

 

政策課題への対応及び持続

的な経営基盤の確立を両立す

るため、継続的に事務・事業

や組織の点検を行いつつ、効

率的・効果的な業務運営が行

われる組織体制の整備を図る

こと。 

Ⅱ 業務運営の効率化に関す

る目標を達成するためとる

べき措置 

１ 効率的な運営が行われる

組織体制の整備 

（１）効率的・効果的な組織

運営 

政策目的の実現並びに独立

の経営体としての採算性の確

保、経営効率の向上を図るた

め、業務運営の効率化ととも

に最大限の成果を上げるべく

組織の整備を行い、社会経済

情勢の変化に対し的確に対応

するとともに、継続的に事務・

事業や組織の点検を行い、機

動的に見直しを行う。 

Ⅱ 業務運営の効率化に関す

る目標を達成するためとる

べき措置 

１ 効率的な運営が行われる

組織体制の整備 

（１）効率的・効果的な組織

運営 

政策目的の実現並びに独立

の経営体としての採算性の確

保、経営効率の向上を図るた

め、業務運営の効率化ととも

に最大限の成果を上げるべく

組織の整備を行い、社会経済

情勢の変化に対し的確に対応

するとともに、継続的に事務・

事業や組織の点検を行い、機

動的に見直しを行う。 

＜主な定量的な指標＞ 

 － 

 

＜その他の指標＞ 

 － 

 

＜評価の視点＞ 

・継続的に事務・事業や組織の

点検を行い、機動的に見直

しを実施し、各事業の成果

を最大化するために必要な

メリハリの効いた組織体制

の整備が図られているか。 

・顧客満足度の向上につなが

るサービス提供や、業務効

率化や生産性向上を図るた

め、情報システムの適切な

整備及び管理を行い、必要

な人材の戦略的な確保・育

成を図りつつ、デジタル化

（ＤＸ）を推進できている

か。 

＜主要な業務実績＞ 

令和６年能登半島地震復興支

援の本格化に向けた支援体制の

強化、ＵＲ賃貸住宅ストックの資

産ポートフォリオ健全化推進体

制の強化及び連携・協業の推進に

資する体制の整備等を図るべく

事務・事業や組織の点検及び見直

しを行った。 

＜評定と根拠＞Ⅱ-１-（１）（２）、

Ⅱ-２ 

評定：Ｂ 

 

＜評価の概要及び具体的な事例・

評価＞ 

組織体制の整備に当たっては、

賃貸住宅部門におけるストックの

資産ポートフォリオ健全化推進体

制の強化、連携・協業の推進に資す

る体制の整備等、メリハリの効い

た組織体制を整備するべく事務・

事業や組織の点検・見直しを行う

ことで、業務運営の効率化ととも

に最大限の成果を上げられる組織

体制を構築した。 

 

 

 

管理会計の活用により、引き続

き経営管理の精度向上を図るとと

もに、部門別の財務情報等を適切

に作成し、公表した。 

 

 

 

 

 

 ＤＸアクションプランに基づ

き、各部門においてＤＸを推進す

るとともに、全職員のＤＸリテラ

シー向上、デジタルコア人材を育

成することにより、サービスの向

上や業務を効率化させていくこと

が期待される。 

 

 

 

評定：Ｂ 

 

＜評定に至った理由＞  

 自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当で

あると確認できた。  

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

該当なし 

 

＜その他事項＞ 

 評定について、外部有識者は５名全員が

「Ｂ」評定が妥当であるとの意見であった。 

外部有識者からの主な意見は以下のとおり。 

・効率的な運営組織体制の整備やＤＸ化の推進

がなされており、所期の目標を達成している

と認められる。 

（２）管理会計の活用による

経営管理の向上 

経営情報を適時適切に把握

する等、機構の経営管理・活

動管理に、管理会計を引き続

き活用する。 

（２）管理会計の活用による

経営管理の向上 

経営情報を適時適切に把握

する等、機構の経営管理・活

動管理に、管理会計を引き続

き活用する。 

管理会計を活用し、部門別及び

圏域・地区別の経営情報を適時適

切に把握することにより、引き続

き経営管理の徹底に努めるとと

もに、経営管理・活動管理の状況

について、部門別の財務情報等を

作成・公表した。また、研修の実

施等により経営管理に対する意

識の更なる強化を図った。 

２ デジタル化（ＤＸ）の推

進 

政策実施機能の最大化に資

するＩＴの整備、業務の効率

化や生産性の向上、社会や顧

客ニーズの多様化に対応した

サービスの創出・提供、ＤＸ

の推進に必要な知見を有する

人材の確保・育成を図ること。 

その際、システムの整備及

２ デジタル化（ＤＸ）の推

進 

「デジタル社会の実現に向

けた重点計画」（令和５年６月

９日閣議決定）及び「情報シ

ステムの整備及び管理の基本

的な方針」（令和３年 12 月 24

日デジタル大臣決定）を踏ま

え、情報システムの適切な整

備及び管理を行い、ＤＸリテ

２ デジタル化（ＤＸ）の推

進 

「デジタル社会の実現に向

けた重点計画」（令和５年６月

９日閣議決定）及び「情報シ

ステムの整備及び管理の基本

的な方針」（令和３年 12 月 24

日デジタル大臣決定）を踏ま

え、情報システムの適切な整

備及び管理を行い、ＤＸリテ

第５期中期目標期間中の行動

計画である「ＤＸアクションプラ

ン」に基づき、各部門においてサ

ービス向上や業務効率化に資す

る施策を推進するとともに、全職

員のＤＸリテラシー向上（R7.3

時点での IT パスポート資格の取

得者数555名（前年比＋104名））、

デジタルコア人材の育成を開始

した。（将来のデジタルコア人材
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び管理に当たっては、「デジタ

ル社会の実現に向けた重点計

画」（令和５年６月９日閣議決

定）及びデジタル庁が策定し

た「情報システムの整備及び

管理の基本的な方針」（令和３

年 12 月 24 日デジタル大臣決

定）にのっとり行うこと。 

ラシーや専門性の向上に資す

る研修の実施、ＩＴ関連の資

格取得の奨励等により必要な

人材の戦略的な確保・育成を

図りつつ、デジタル化（ＤＸ）

の推進に努める。 

デジタル技術の高度化に対

応し、社会や顧客ニーズの多

様化に対応したサービスを創

出・提供することで顧客満足

度を高め、新たなシステムの

構築・運用及びＩＴの整備を

PＭＯの下で計画的に進める

とともに、業務プロセスの継

続的な見直しによる更なる業

務効率化や生産性向上を図

る。 

ラシーや専門性の向上に資す

る研修の実施、ＩＴ関連の資

格取得の奨励等により必要な

人材の戦略的な確保・育成を

図りつつ、デジタル化（ＤＸ）

の推進に努める。 

デジタル技術の高度化に対

応し、社会や顧客ニーズの多

様化に対応したサービスを創

出・提供することで顧客満足

度を高め、新たなシステムの

構築・運用及びＩＴの整備を

PＭＯの下で計画的に進める

とともに、業務プロセスの継

続的な見直しによる更なる業

務効率化や生産性向上を図

る。 

の候補となる職員を「DX プロデ

ューサー」（65 名）として認定し

育成（R6.10～）） 

 

 

 

情報システムの適切な整備及

び管理についてはホームページ

システムを令和６年９月に更改

実施し、運用を通じて安定稼働を

行っている。 

また、デジタル技術の高度化に

対応し、新たな募集賃貸・保全点

検・団地再生システムを令和６年

５月に稼働させ、安定した運用管

理（コールセンター・システム監

視）を実施中。 

ＤＸ推進に係る相談・技術的な

支援は随時実施。加えて情報シス

テムの整備全般についてはＰＭ

Ｏが整理した手順書に基づき情

報システムの整備及び管理を行

うＰＪＭＯに対し、ＰＭＯは各プ

ロジェクトの進捗状況を取りま

とめ、改善提案等の支援を継続し

て実施。政府情報システムに係る

文書を含む関連ドキュメントの

管理なども併せて行い、手順の運

用及び定着と業務効率化を図っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 ホームページシステムの更改を

行い、情報システムの適切な整備

及び管理を行った。 

 

 

デジタル技術の高度化に対し、

新たな募集賃貸・保全点検・団地再

生システムを稼働させ、業務の効

率化を図った。 

 

 

ＤＸ推進に係る相談・技術的な

支援を行った。ＰＭＯが整備した

手順書に基づきＰＪＭＯに対する

支援を継続して行い、ドキュメン

ト管理なども併せて実施し、業務

効率化に寄与した。 

 

 

以上により、年度計画における

所期の目標を達成していることか

ら、Ｂ評定とする。 

 
４．その他参考情報 

無し。 
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２．主要な経年データ 

 

評価対象となる指標 達成目標 

基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

一般管理費について、

令和５年度と令和 10 年

度を比較して３％以上

に相当する額を削減 

（計画値） 

▲３％以上 － － － － － ▲３％以上 － 

一般管理費について、

令和５年度と令和 10 年

度を比較して３％以上

に相当する額を削減 

（実績値） 

－ － （▲1.03％） － － － － － 

達成率 － － － － － － － － 

  

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－３、４ 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 
 ３ 適切な事業リスクの管理等 

（１）事業リスクの管理 

（２）事業評価の実施 

 ４ 一般管理費、事業費の効率化 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビュー － 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

３ 適切な事業リスクの管理

等 

（１）事業リスクの管理 

 機構が、地方公共団体や民

間事業者のみでは実施困難な

都市再生事業等を進めるに当

たっては、事業リスクの把握・

管理及びその精度向上を図る

とともに、必要に応じて、事

業の見直しを行うこと。 

３ 適切な事業リスクの管理

等 

（１）事業リスクの管理 

地方公共団体や民間事業者

のみでは実施困難な都市再生

事業等を推進する際には、事

業リスクの的確な把握・管理

を行うことが必要であり、採

算性を考慮した上で、以下の

とおり事業着手の判断及び執

行管理等を行う。 

① 新規事業着手に当たっ

ては、機構が負うことと

なる工事費、金利の変動

等の事業リスクを十分踏

まえて経営計画を策定

し、事業着手の可否を判

断する。 

② 事業着手後において

も、定期的に、又は土地

取得・工事着工等の重要

な節目において、事業リ

スクの管理及び採算性の

把握等を行い、必要に応

じて事業の見直しを行

う。また、その精度向上

を図るため、適宜、事業

リスクの管理手法の見直

しを行う。 

３ 適切な事業リスクの管理

等 

（１）事業リスクの管理 

地方公共団体や民間事業者

のみでは実施困難な都市再生

事業等を推進する際には、事

業リスクの的確な把握・管理

を行うことが必要であり、採

算性を考慮した上で、以下の

とおり事業着手の判断及び執

行管理等を行う。 

① 新規事業着手に当たっ

ては、機構が負うことと

なる工事費、金利の変動

等の事業リスクを十分踏

まえて経営計画を策定

し、事業着手の可否を判

断する。 

② 事業着手後において

も、定期的に、又は土地

取得・工事着工等の重要

な節目において、事業リ

スクの管理及び採算性の

把握等を行い、必要に応

じて事業の見直しを行

う。また、その精度向上

を図るため、適宜、事業

リスクの管理手法の見直

しを行う。 

＜主な定量的な指標＞ 

 － 

 

＜その他の指標＞ 

 － 

 

＜評価の視点＞ 

・事業リスクの把握・管理、

及びその精度向上を図ると

ともに、必要に応じて、事

業の見直しを行っている

か。 

・事業の効率性及びその実施

過程の透明性の確保を図る

ため、適切に事業評価を実

施しているか。 

＜主要な業務実績＞ 

① 新規事業着手段階の 17 地区   

すべてについて、リスクの抽出

とその軽減・分担方策を検討す

るとともに、事業リスクを踏ま

えた経営計画等を策定して、事

業着手の可否の判断を行った。 

② 事業実施段階のすべての地

区（令和６年４月１日時点：195

地区）について、事業リスク管

理手法に基づき、事業の進捗状

況等を踏まえ、採算見通しやリ

スクの把握・分析を行った上

で、定期的に事業の見直しの必

要性を判断し、31 地区につい

て事業の見直しを行った。事業

リスク管理手法については、特

段の問題はなく、適切に運用さ

れていることから、見直しは行

っていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業評価実施規程等に基づき、

新規採択時評価 10 件、再評価６

件、事後評価１件を実施した。再

評価及び事後評価については、学

識経験者等の第三者から構成さ

れる事業評価監視委員会の審議

結果を踏まえ、機構の対応方針を

決定した。 

事業評価結果については、情報

＜評定と根拠＞Ⅱ-３-（１）（２）、

Ⅱ-４ 

評定：Ｂ 
 
＜評価の概要及び具体的な事例・

評価＞ 

新規事業着手段階の 17 地区す

べてについて、事業リスク管理手

法に基づき、リスクの抽出・分析を

行うとともに、事業リスクを踏ま

えた経営計画等を策定し、事業着

手の可否についての判断を適切に

実施した。 

また、事業実施段階の 195 地区

すべてについて、リスクの定期的

管理を行い、31 地区で見直しを実

施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業評価実施規程等に基づき、

新規採択時評価 10 件、再評価６

件、事後評価１件を実施した。う

ち、再評価及び事後評価について

は、事業評価監視委員会の審議を

経て対応方針を決定した。 

 

 

事業評価結果については、情報

評定：Ｂ 

 

＜評定に至った理由＞  

 自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当で

あると確認できた。  

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

該当なし 

 

＜その他事項＞ 

 評定について、外部有識者は５名全員が

「Ｂ」評定が妥当であるとの意見であった。 

外部有識者からの主な意見は以下のとおり。 

・物価高騰等の外部要因に関わらず、適宜事業

の見直しや経費縮減の成果を出しており、所

期の目標を達成していると認められる。 

 （２）事業評価の実施 

 事業の効率性及びその実施

過程の透明性の確保を図るた

め、適切に事業評価を実施す

ること。 

 

（２）事業評価の実施 

個別事業の効率性及びその

実施過程の透明性の一層の向

上を図るため、機構独自の事

業評価規程等に基づき、新規、

事業中及び事後の各段階に応

じて、評価対象となる事業毎

に、事業の必要性、費用対効

果、進捗の見込み等について

（２）事業評価の実施 

個別事業の効率性及びその

実施過程の透明性の一層の向

上を図るため、機構独自の事

業評価規程等に基づき、新規、

事業中及び事後の各段階に応

じて、評価対象となる事業毎

に、事業の必要性、費用対効

果、進捗の見込み等について
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評価を行う。 

また、再評価及び事後評価

に当たっては、事業評価監視

委員会の意見を踏まえ、必要

に応じた事業の見直し、継続

が適当でない場合の事業中止

等の対応方針を定める。 

評価を行う。 

また、再評価及び事後評価

に当たっては、事業評価監視

委員会の意見を踏まえ、必要

に応じた事業の見直し、継続

が適当でない場合の事業中止

等の対応方針を定める。 

公開窓口、ホームページ掲載等に

より公表した。 

公開窓口、ホームページ掲載等に

より公表した。 

 

 

 

 

 

 一般管理費については、令和５

年度を若干下回る水準に抑制し、

中期計画に掲げた目標の達成に向

けた効率化により継続的な経費の

縮減に努めた。 

 

 

市場動向調査に加え工事要件の

緩和・柔軟化及び発注予定情報の

充実などの新たな施策により事業

の効率的な執行とコストの縮減を

図った。 

 

 

以上により、年度計画における

所期の目標を達成していることか

ら、Ｂ評定とする。 

 ４ 一般管理費、事業費の効

率化 

 一般管理費（人件費、公租

公課及び基幹系システム再構

築に係る経費を除く。）につい

て、継続的に縮減に努め、第

四期中期目標期間の最終年度

（令和５年度）と中期目標期

間の最終年度（令和 10 年度）

を比較して３％以上に相当す

る額を削減すること。 

事業費については、引き続

き、事業の効率的な執行に努

めるとともに、市場や調達環

境の分析を行い、入札契約方

式の見直しや調達方法の最適

化、発注の効率化等を推進し

コスト縮減を図るなど、コス

ト構造の改善をより一層推進

すること。なお、都市再生事

業及び賃貸住宅事業について

は、多様な民間連携手法を活

用し、政策的意義が高い事業

や機構の収益改善効果が高い

事業に重点的に配分するこ

と。 

４ 一般管理費、事業費の効

率化 

一般管理費（人件費、公租

公課及び基幹系システム再構

築に係る経費を除く。）につい

て、継続的に縮減に努め、第

四期中期目標期間の最終年度

（令和５年度）と中期目標期

間の最終年度（令和 10 年度）

を比較して３％以上に相当す

る額を削減する。 

また、事業費については、

引き続き、事業の効率的な執

行に努めるとともに、市場や

調達環境の分析を行い、入札

契約方式の見直しや、調達方

法の最適化、発注の効率化等

を推進しコスト縮減を図るな

ど、コスト構造の改善をより

一層推進する。なお、都市再

生事業及び賃貸住宅事業にお

いて、多様な民間連携手法を

活用し、事業特性やリスクに

応じた適正な収益を確保する

ことを前提に、政策的意義が

高い事業や機構の収益改善効

果が高い事業に重点的に配分

する。 

４ 一般管理費、事業費の効

率化 

一般管理費（人件費、公租

公課及び基幹系システム再構

築に係る経費を除く。）につい

ては、中期計画に掲げた目標

の達成に向けた効率化に努め

る。 

 

 

 

また、事業費については、

引き続き、事業の効率的な執

行に努めるとともに、市場や

調達環境の分析を行い、入札

契約方式の見直しや、調達方

法の最適化、発注の効率化等

を推進しコスト縮減を図るな

ど、コスト構造の改善をより

一層推進する。なお、都市再

生事業及び賃貸住宅事業にお

いて、多様な民間連携手法を

活用し、事業特性やリスクに

応じた適正な収益を確保する

ことを前提に、政策的意義が

高い事業や機構の収益改善効

果が高い事業に重点的に配分

する。 

＜主な定量的指標＞ 

・一般管理費（人件費、公租

公課及び基幹系システム再

構築に係る経費を除く。）に

ついて、継続的に縮減に努

め、第四期中期目標期間の

最終年度（令和５年度）と

中期目標期間の最終年度

（令和 10 年度）を比較して

３％以上に相当する額を削

減する。 

 

＜評価の視点＞ 

・一般管理費・事業費の効率

化について、適切な経費削

減及びコスト縮減等を行っ

ているか。 

＜主要な業務実績＞ 

令和６年度の一般管理費につ

いては、物価高騰等の環境下にあ

っても、中期計画に掲げた目標の

達成に向けて継続的な経費の縮

減に努め、令和５年度を若干下回

る水準に抑制。 
また、事業費については、令和

６年度は 4,776 億円分の工事調

達を実施した。 

コスト縮減に向けては、市場動

向調査による適正コストの把握

を行うとともに、工事費高騰や技

術者不足等により激変する調達

環境を踏まえ、受注者確保と工事

費の着実な実施に向け、工事要件

の緩和・柔軟化及び発注予定情報

の充実など競争参加意欲を喚起

させる新たな施策を令和７年１

月に公表した。 

 

 
４．その他参考情報 

無し。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－５ 
Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 
 ５ 入札及び契約の適正化の推進 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビュー － 

 
２．主要な経年データ 

 

評価対象となる指標 達成目標 

基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

－ － － － － － － － － 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価  

５．入札及び契約の適正化の

推進 

機構は国の財政支出や財政

投融資を用いて多額の契約を

行い、公共事業を実施してい

ることから、事業の実施にお

いて、機構に対する信頼性が

確保されるよう、法令順守及

び契約の適正性を確保するた

め、｢独立行政法人における調

達等合理化の取組の推進につ

いて｣（平成 27 年５月 25 日総

務大臣決定）に基づく取組を

着実に実施し、公正かつ透明

な調達を確保すること。 

また、引き続き入札談合等

関与行為の防止対策を徹底す

るとともに、監事による監査

において、入札・契約の適正

な実施について監査を受ける

こと。 

５ 入札及び契約の適正化の

推進 

「独立行政法人における調

達等合理化の取組の推進につ

いて」（平成 27 年５月 25 日総

務大臣決定）に基づいた「調

達等合理化計画」を毎年度策

定、公表し着実に実施すると

ともに、入札等における公正

かつ透明な調達の確保に努め

る。当該計画の取組状況につ

いては、年度終了後に自己評

価を行い、併せてその結果に

ついての公表を行う。 

 

また、入札・契約の適正な

実施について、監事の監査に

よるチェックを受けるものと

する。 

５ 入札及び契約の適正化の

推進 

「独立行政法人における調

達等合理化の取組の推進につ

いて」（平成 27 年５月 25 日総

務大臣決定）に基づいた「調

達等合理化計画」を策定、公

表し着実に実施するととも

に、入札等における公正かつ

透明な調達の確保に努める。

当該計画の取組状況について

は、年度終了後に自己評価を

行い、併せてその結果につい

ての公表を行う。 

 

また、入札・契約の適正な

実施について、監事の監査に

よるチェックを受けるものと

する。 

さらに、働き方改革を推進

する観点から入札及び契約手

続の改善を進める。 

＜主な定量的な指標＞ 

 － 

 

＜その他の指標＞ 

 － 

 

＜評価の視点＞ 

・「調達等合理化計画」を着実

に実施するとともに、入札

等における公正かつ透明な

調達の確保に向けた取組を

実施しているか。 

＜主要な業務実績＞ 

１ 入札談合等関与行為を確実

に防止するための活動 

・公正取引委員会から講師を招

聘した談合防止研修を実施し

た。 

・各種研修やｅラーニングを活

用し「発注者綱紀保持規程」等

の周知徹底を行った。 

 

２ 「調達等合理化計画」の着実

な実施 

「独立行政法人における調達

等合理化の取組の推進について」

（平成 27 年５月 25 日総務大臣

決定）に基づき、「令和６年度調

達等合理化計画」を策定、公表の

上、計画に定めた発注の効率化に

係る施策、調達コストの最適化及

び競争性の確保等に係る施策、職

員の調達制度の理解度を向上さ

せるための契約業務研修等の施

策、「発注者綱紀保持規程」等を

周知徹底させる施策を着実に実

施した。 

さらに、「令和６年度調達等合

理化計画」に定めた施策に加え

て、次の施策を実施した。 

・災害発生時、地方公共団体等に

対し機構が復旧・復興支援体制

を構築する手段として、あらか

じめ公募した事業者と基本協

定を締結した上で、発災後に速

やかに協定を締結した事業者

間で競争入札を行い、機構を補

助する事業者を選定する独自

の取組を導入した。 

 

＜評定と根拠＞Ⅱ-５ 

評定：Ｂ 

 

＜評価の概要及び具体的な事例・

評価＞ 

談合防止研修の継続実施及び

「発注者綱紀保持規程」等の周知

徹底を行い、入札談合等関与行為

の確実な防止を図った。 

 

「令和６年度調達等合理化計

画」については、本計画で定めた、

発注の効率化に係る施策、調達コ

ストの最適化及び競争性の確保等

に係る施策、契約業務研修の実施、

「発注者綱紀保持規程」等を周知

徹底させる施策を着実に実施し

た。 

さらに、「令和６年度調達等合理

化計画」に定めた施策に加え、左記

の施策により、公正性、透明性及び

競争性の確保と、迅速な復旧・復興

支援体制構築の両立が可能となっ

た。これにより機構に対する社会

的要請への対応がより可能となっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定：Ｂ 

 

＜評定に至った理由＞  

 自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当で

あると確認できた。  

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

該当なし 

 

＜その他事項＞ 

 評定について、外部有識者は５名全員が

「Ｂ」評定が妥当であるとの意見であった。 

外部有識者からの主な意見は以下のとおり。 

・中期計画における所期の目標を達成している

と認められる。 
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また、本計画の実施状況につい

ては、外部有識者及び監事によっ

て構成される契約監視委員会に

おいて、年度終了後の自己評価の

点検を実施し、併せてその結果に

ついて公表を行った。 

 

３ 入札及び契約の適正な実施 

監事監査において内部統制に

係る制度、体制及びその運用に関

する事項としてチェックを受け

た。 

また、本計画の実施状況につい

ては、外部有識者及び監事によっ

て構成される契約監視委員会にお

いて、本計画の策定及び自己評価

の点検を実施した。 

 

 

 

 入札及び契約の適正な実施につ

いて監事の監査による特段の指摘

はない。 

 

以上により、年度計画における

所期の目標を達成していることか

ら、Ｂ評定とする。 

 
４．その他参考情報 

無し。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－１、２、３、４ 

Ⅲ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 １ 財務体質の強化 

 ２ 予算 

 ３ 収支計画 

 ４ 資金計画 

当該項目の重要度、困難度 重要度：「高」 

機構が持続的な経営をしていく上で、有利子負債の削減が不可欠であるた

め。 

関連する政策評価・行政事業レビュー － 

 
２．主要な経年データ 

 

評価対象となる指標 達成目標 

基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

有利子負債残高を令和

10 年度末時点において

平成 25 年度末比で 2.9

兆円削減 

（計画値） 

2.9 兆円 － 541 億円 － － － － － 

有利子負債残高を令和

10 年度末時点において

平成 25 年度末比で 2.9

兆円削減 

（中期期間において 

2,000 億円程度） 

（実績値） 

－ － 951 億円 － － － － － 

達成率 － － 176％ － － － － － 

  



80 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価  

Ⅴ 財務内容の改善に関す

る事項 

 

１． 財務体質の強化 

金利上昇等の経営環境の変

化に対応するため、資産の良

質化等を推進してキャッシュ

フローの最大化を図り、有利

子負債残高を削減するととも

に、効率的・効果的な投資や

資産の圧縮により、持続的な

経営基盤の確立を図ること。 

Ⅲ 予算（人件費の見積りを

含む。）、収支計画及び資金計

画 

１ 財務体質の強化 

金利上昇等の経営環境の変

化に対応するため、以下の方

策を着実に実行する。 

賃貸住宅事業における家賃

収入や都市再生事業における

譲渡収入等の最大化及び全社

的なコスト削減により、キャ

ッシュフローの最大化を図

る。 

稼得したキャッシュフロー

により、都市再生事業におけ

る新規地区の立ち上げ促進

や、賃貸住宅事業におけるス

トックの活用・再生による資

産の良質化の加速など、効率

的・効果的な投資を行うとと

もに、令和 10 年度末有利子負

債残高を平成 25 年度末比で

2.9 兆円削減し、持続的な経

営基盤の確立を図る。 

Ⅲ 予算（人件費の見積りを

含む。）、収支計画及び資金計

画 

１ 財務体質の強化 

金利上昇等の経営環境の変

化に対応するため、以下の方

策を着実に実行する。 

賃貸住宅事業における家賃

収入や都市再生事業における

譲渡収入等の最大化及び全社

的なコスト削減により、キャ

ッシュフローの最大化を図

る。 

稼得したキャッシュフロー

により、都市再生事業におけ

る新規地区の立ち上げ促進

や、賃貸住宅事業におけるス

トックの活用・再生による資

産の良質化の加速など、効率

的・効果的な投資を行うとと

もに、令和６年度末有利子負

債残高を令和５年度末比で

541 億円削減し、持続的な経

営基盤の確立を図る。 

 

＜主な定量的な指標＞ 

・令和10年度末有利子負債残

高を平成25年度末比で2.9

兆円削減 

・年度計画 

541 億円を削減 

 

＜その他の指標＞ 

 － 

 

＜評価の視点＞ 

・財務体質の強化に当たっ

て、金利上昇等の経営環境

の変化に対応するため、効

率的・効果的な投資を図る

とともに、有利子負債残高

の削減を行っているか。 

＜主要な業務実績＞ 

＜主な定量的な指標＞ 

 

 

 

・有利子負債残高 951 億円削減 

 

令和６年度においては、各部門 

の営業努力の結果、家賃収入・敷

地譲渡収入等のキャッシュフロ

ーを着実に確保し、業務活動等に

よる収入は 9,944 億円と、年度計

画の 8,577 億円に対して 1,367

億円増加した。 

これにより有利子負債は、年度

計画（541 億円）を上回る 951 億

円を削減した。令和６年度末の有

利子負債残高は 9 兆 5,655 億円

となり、平成 25 年度末からは約

2.8 兆円を削減、機構設立時から

は約 6.7 兆円を削減した。 

また、有利子負債の削減を進め

つつ、持続的な経営基盤の確立を

図るため、都市再生事業における

新規地区の立ち上げや賃貸住宅

事業におけるストックの活用・再

生による資産の良質化を推進し

た。 

その結果、都市再生事業におい

ては、令和６年度に新規の投資計

画を決定した地区は、「東武曳舟

駅前地区（東京都墨田区）」等２

地区となっている。賃貸住宅事業

においては、令和６年度中に

1,310 戸のストックを削減する

とともに、建替住宅 1,190 戸、リ

ノベーション住宅 4,910 戸を供

給するなど、資産の良質化を積極

＜評定と根拠＞Ⅲ-１、２、３、４ 

評定：Ａ 

 

＜評価の概要及び具体的な事例・

評価＞ 

有利子負債については、各部門

における営業努力による業務収入

等の確保により、年度計画（541 億

円）を上回る 951 億円（達成率

176％）の削減を達成した。 

令和６年度末の有利子負債残高

は 9 兆 5,655 億円となり、平成 25

年度末からは約 2.8 兆円を削減、

機構設立時からは約 6.7 兆円を削

減した。 

なお、純利益については、74 億

円を確保した。また、宅地造成等経

過勘定における繰越欠損金は令和

６年度に解消した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定：Ａ 

 

＜評定に至った理由＞  

 年度計画で定めた定量的な指標については、

以下のとおり所期の目標を上回る成果が得られ

ていると認められる。 

 

・有利子負債残高の削減（平成 25 年度末比）

について、各事業部門の営業努力による家賃

収入や敷地譲渡収入等のキャッシュフローの

確保、効率的な資金調達及び資金の活用によ

り、年度計画の目標「541 億円」に対し、実

績値「951 億円（達成率 176％）」であっ

た。 

また、純利益も 74 億円確保した。 

・資金調達においては、長期安定的な財政融資

資金と、金融情勢に応じて債券等の民間資金

を組み合わせることにより、金利上昇リスク

の軽減と調達コストの抑制に努めた。 

・サステナビリティファイナンスの活用や、積

極的なＩＲ活動を通じて、機構の更なるプレ

ゼンス向上及び投資家層の拡大を実現し、安

定的な財務基盤の構築が図られた。 

 

これらを踏まえ、令和６年度における所期の

目標を上回っていること、将来の金利上昇等の

経営環境の変化に対応するための優れた取組を

実施したことを総合的に勘案し、「Ａ」評定と

する。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

該当なし 

 

 

 

＜その他事項＞ 

 評定について、外部有識者５名全員が「Ａ」

評定が妥当であるとの意見であった。 

２ 予算 

別表１のとおり。 

２ 予算 

別表１のとおり。 

３ 収支計画 

別表２のとおり。 

３ 収支計画 

別表２のとおり。 

４ 資金計画 

別表３のとおり。 

４ 資金計画 

別表３のとおり。 
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的に推進した。 

なお、純利益については 74 億

円を確保した。また、宅地造成等

経過勘定における繰越欠損金は

令和６年度に解消した。 

資金調達においては、引き続き

長期安定的な財政融資資金を中

心としつつ、金融情勢に応じて債

券発行等による民間資金を組み

合わせることにより、金利上昇リ

スクの軽減と調達コストの抑制

の双方に配意した。 

 

また、サステナビリティファイ

ナンスの活用や 、積極的なＩＲ

活動を通じて、機構の更なるプレ

ゼンス向上及び投資家層の拡大

を実現した（投資表明について

は、新たに 70 件獲得し、令和６

年度末累計で 289 件に増加）。 

 

 

 

 

 

資金調達においては、引き続き

長期安定的な財政融資資金を中心

としつつ、金融情勢に応じて債券

発行等による民間資金を組み合わ

せることにより、金利上昇リスク

の軽減と調達コストの抑制の双方

に配意した。 

 

また、サステナビリティファイ

ナンスの活用や、積極的なＩＲ活

動を通じて、機構の更なるプレゼ

ンス向上及び投資家層の拡大を実

現し、安定的な財務基盤を構築し

た。 

 

以上により、経営の最重要課題

として位置付けられている財務内

容の改善が大きく前進し、年度計

画における所期の目標を上回る成

果をあげていることから、Ａ評定

とする。 

外部有識者からの主な意見は以下のとおり。 

・有利子負債残高の削減が着実に行われてい

る。有利子負債残高の削減は一定の目処がた

ちつつあると思われるので、今後の金利上昇

も加味しながら、投資による地域の価値向上

と機構としての経営の安定化の両立に向け

た基本方針について内部で協議を深めてほ

しい。 

・機構の工夫によって非常に高い定量目標の

達成度となっており、十分評価できる。 

・各部門における営業努力による業務収入等

の確保により、年度計画を上回る実績値で、

定量目標を達成していること、金利上昇とい

う外部要因によるリスクの顕在化または影

響増大の前に、年度計画の目標を上回る形で

財務体質強化を継続していることから、Ａ評

定が妥当であると考える。今後も、安定した

財務体質の維持を期待したい。 

 
４．その他参考情報 

無し。 
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別表１（予算） 

 

[総表] 

                               （単位：百万円） 

区    分 計 画 実 績 差 額 備 考 

収 入 

国庫補助金 

資本収入 

借入金及び債券収入 

業務収入 

受託収入 

業務外収入 

     計 

支  出 

業務経費 

受託経費 

借入金等償還 

支払利息 

一般管理費 

人件費 

その他一般管理費 

業務外支出 

     計 

 

20,655  

0  

650,256  

816,210  

9,325  

11,549  

1,507,994  

 

645,643  

8,659  

704,631  

70,908  

45,571  

35,499  

10,072  

5,619  

1,481,031 

 

15,328  

0  

610,256  

853,647  

16,596  

6,619  

1,502,446  

 

600,704  

12,957  

705,631  

60,784  

45,122  

35,769  

9,353  

15,451  

1,440,650 

 

△5,326  

0  

△40,000  

37,438  

7,270  

△4,930  

△5,548 

 

△44,939  

4,299  

1,000  

△10,123  

△449  

270  

△719 

9,832  

△40,381 

 

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。 

 

[都市再生勘定] 

（単位：百万円） 

区    分 計 画 実 績 差 額 備 考 

収 入 

国庫補助金 

資本収入 

借入金及び債券収入 

業務収入 

受託収入 

業務外収入 

     計 

支  出 

業務経費 

受託経費 

借入金等償還 

支払利息 

一般管理費 

人件費 

その他一般管理費 

業務外支出 

     計 

 

20,655  

0  

650,256  

766,657  

9,325  

11,508  

1,458,401 

 

633,494  

8,659  

704,336  

68,944  

44,150  

34,391  

9,758  

5,597  

1,465,179 

 

15,328  

0  

610,256  

792,445  

16,596 

6,486  

1,441,111 

 

590,739  

12,957  

705,336  

58,828 

43,316  

34,294  

9,022  

15,386  

1,426,562 

 

△5,326 

0 

△40,000 

25,788 

7,270 

△5,022 

△17,290 

 

△42,755  

4,299  

1,000  

△10,116  

△834  

△98  

△736  

9,789  

△38,617 

 

 

 

① 

② 

 

 

 

 

③ 

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。 

 

①・・・債券発行額の減 

②・・・賃貸収入の増 

③・・・翌事業年度への繰越しによる減 

[宅地造成等経過勘定] 

（単位：百万円） 

区    分 計 画 実 績 差 額 備 考 

収 入 

国庫補助金 

借入金及び債券収入 

業務収入 

受託収入 

業務外収入 

     計 

支  出 

業務経費 

受託経費 

借入金等償還 

支払利息 

一般管理費 

人件費 

その他一般管理費 

業務外支出 

     計 

 

0 

0 

49,553 

0  

41 

49,593  

  

12,150 

0  

295 

1,964  

1,422  

1,108  

314  

22  

15,852  

 

 

0  

0  

61,203  

0  

133  

61,336 

 

9,966  

0  

295  

1,956  

1,806  

1,475  

331  

65  

14,088 

 

0 

0 

11,650 

0 

92 

11,742 

 

△2,184  

0  

0  

△8  

385  

368  

17  

43  

△1,764 

 

 

 

① 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

③ 

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。 

 

①・・・土地譲渡収入の増 

②・・・不用による減 

③・・・人件費の増 
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別表２（収支計画） 

 

[総表] 

                               （単位：百万円） 

区    分 計 画 実 績 差 額 備 考 

費用の部 

経常経費 

業務費 

受託費 

一般管理費 

財務費用 

たな卸資産評価損 

臨時損失 

収益の部 

経常収益 

業務収入 

受託収入 

補助金等収益 

雑益 

財務収益 

臨時収益 

純利益 

目的積立金取崩額 

総利益 

815,341  

687,771  

659,332  

9,325  

19,114  

73,236  

0  

54,333  

819,763  

816,436  

788,839  

9,325  

18,055  

216  

3,267  

61  

4,423 

0 

4,423 

931,585  

749,520 

714,197  

14,690  

20,633  

61,304  

8,040  

112,722  

938,938  

933,690  

891,025  

15,856  

26,221  

589  

3,041  

2,207  

7,353  

0 

7,353 

116,244  

61,748  

54,865  

5,365  

1,518  

△11,932  

8,040  

58,389  

119,175  

117,255  

102,185  

6,530  

8,166  

373  

△226  

2,146  

2,930  

― 

2,930 

 

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。 

 

[都市再生勘定] 

（単位：百万円） 

区    分 計 画 実 績 差 額 備 考 

費用の部 

経常経費 

業務費 

受託費 

一般管理費 

財務費用 

たな卸資産評価損 

臨時損失 

収益の部 

経常収益 

業務収入 

受託収入 

補助金等収益 

雑益 

財務収益 

臨時収益 

純利益 

目的積立金取崩額 

総利益 

775,194  

649,594  

621,602  

9,325  

18,667  

71,267  

0  

54,333  

776,038  

773,874  

746,281 

9,325 

18,055  

214  

2,164  

0 

844  

0 

844 

901,414  

722,892  

688,076  

14,690  

20,126  

59,426  

8,040  

111,056  

891,534  

887,585  

844,936  

15,856  

26,221  

573  

1,990  

1,958  

△ 9,880  

0  

△ 9,880 

126,220  

73,298  

66,474  

5,365  

1,460  

△ 11,841  

8,040  

56,723  

115,496  

113,711  

98,655  

6,530  

8,166  

359  

△ 174  

1,958  

△ 10,724  

― 

△ 10,724 

 

 

① 

 

 

② 

③ 

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。 

 

①・・・施設譲渡原価の増 

②・・・固定資産の減損損失による増 

③・・・施設譲渡収入の増 

[宅地造成等経過勘定] 

（単位：百万円） 

区    分 計 画 実 績 差 額 備 考 

費用の部 

経常経費 

業務費 

受託費 

一般管理費 

財務費用 

たな卸資産評価損 

臨時損失 

収益の部 

経常収益 

業務収入 

受託収入 

補助金等収益 

雑益 

財務収益 

臨時収益 

純利益 

目的積立金取崩額 

総利益 

40,147 

38,177 

37,730 

0 

447 

1,970 

0 

0 

43,725 

42,561 

42,559 

0 

0 

2 

1,103 

61 

3,578 

― 

3,578 

30,253  

26,627  

26,121  

0  

506  

1,960  

0  

1,666  

47,486  

46,105  

46,089  

0  

0  

16  

1,133  

248  

17,233  

― 

17,233 

△ 9,894  

△ 11,550  

△ 11,609  

0  

59  

△ 9  

0  

1,666  

3,761  

3,544  

3,530  

0  

0  

14  

30  

187  

13,655  

― 

13,655 

 

 

① 

 

 

 

 

② 

 

 

③ 

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。 

 

①・・・土地譲渡原価の減 

②・・・固定資産の減損損失による増 

③・・・土地譲渡収入の増 
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別表３（資金計画）

 

[総表] 

                               （単位：百万円） 

区    分 計 画 実 績 差 額 備 考 

資金支出 

業務活動による支出 

建設費支出 

管理費支出 

受託業務費支出 

その他支出 

投資活動による支出 

建設費支出 

その他支出 

財務活動による支出 

長期借入金の返済による支出 

債券の償還による支出 

その他支出 

次年度への繰越金 

資金収入 

業務活動による収入 

投資活動による収入 

財務活動による収入 

前年度（前期）よりの繰越金 

 

 

114,660  

459,732  

8,659  

76,104  

 

100,129  

14,367  

 

624,631  

80,000  

2,749  

103,590  

 

843,690  

14,048  

650,256  

76,628 

 

 

89,402 

369,331 

10,950 

79,988 

 

154,149 

127,310 

 

625,631 

80,000 

3,898 

143,744 

 

884,943 

109,468 

610,256 

79,741 

 

 

△ 25,258 

△ 90,401 

2,291 

3,883 

 

54,020 

112,942 

 

1,000 

0 

1,150 

40,153 

 

41,253 

95,419 

△ 40,000 

3,113 

 

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。 

 

 

[都市再生勘定] 

（単位：百万円） 

区    分 計 画 実 績 差 額 備 考 

資金支出 

業務活動による支出 

建設費支出 

管理費支出 

受託業務費支出 

その他支出 

投資活動による支出 

建設費支出 

その他支出 

財務活動による支出 

長期借入金の返済による支出 

債券の償還による支出 

その他支出 

次年度への繰越金 

資金収入 

業務活動による収入 

投資活動による収入 

財務活動による収入 

前年度（前期）よりの繰越金 

 

 

114,660 

449,020 

8,659 

74,119 

 

100,129 

11,508 

 

624,336 

80,000 

2,749 

42,590 

 

794,317 

13,827 

650,256 

49,369 

 

 

89,402 

361,371 

10,950 

78,137 

 

154,149 

122,746 

 

625,336 

80,000 

3,898 

70,087 

 

826,245 

108,969 

610,256 

50,610 

 

 

△25,258 

△87,649 

2,291 

4,018 

 

54,020 

111,238 

 

1,000 

0 

1,150 

27,497 

 

31,928 

95,141 

△40,000 

1,242 

 

 

 

① 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

 

 

③ 

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。 

 

① ・・・修繕費の減 

② ・・・有価証券取得による増 

③ ・・・有価証券売却による増 

[宅地造成等経過勘定] 

（単位：百万円） 

区    分 計 画 実 績 差 額 備 考 

資金支出 

業務活動による支出 

建設費支出 

管理費支出 

受託業務費支出 

その他支出 

投資活動による支出 

建設費支出 

その他支出 

財務活動による支出 

長期借入金の返済による支出 

債券の償還による支出 

その他支出 

次年度への繰越金 

資金収入 

業務活動による収入 

投資活動による収入 

財務活動による収入 

前年度（前期）よりの繰越金 

 

 

0 

10,712 

0 

1,986 

 

0 

2,860  

 

295  

0 

0 

61,001  

 

49,373  

221  

0 

27,259 

 

 

0 

7,960 

0 

2,017 

 

0 

4,564 

 

295 

0 

0 

73,657 

 

58,863 

499 

0 

29,131 

 

 

0 

△ 2,752 

0 

31 

 

0 

1,704 

 

0 

0 

0 

12,656 

 

9,491 

278 

0 

1,872 

 

 

 

① 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

 

③ 

（注）単位未満端数四捨五入処理のため、計において一致しないことがある。 

 

① ・・・管理経費の減 

② ・・・保証金返還の増 

③ ・・・土地譲渡収入の増 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ Ⅳ 短期借入金の限度額 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビュー － 

 
２．主要な経年データ 

 

評価対象となる指標 達成目標 

基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

－ － － － － － － － － 

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 Ⅳ 短期借入金の限度額 

短期借入金の限度額：3,200

億円 

想定される理由： 

予見しがたい事由による一

時的な資金の不足に対応す

る。 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

短期借入金の限度額：3,200

億円 

想定される理由： 

予見しがたい事由による一

時的な資金の不足に対応す

る。 

＜主な定量的な指標＞ 

 － 

 

＜その他の指標＞ 

 － 

＜主要な業務実績＞ 

 目標設定に係る趣旨を踏まえ、

限度額の範囲内において、延べ３

回にわたる総額 428 億円の借入

れ及び返済を実施した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：－ 

  

 

 
４．その他参考情報 

無し。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅴ Ⅴ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行政事業レビュー － 

 
２．主要な経年データ 

 

評価対象となる指標 達成目標 

基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

－ － － － － － － － － 

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 Ⅴ 重要な財産を譲渡し、又

は担保に供しようとすると

きは、その計画 

該当なし。 

 

Ⅴ 重要な財産を譲渡し、又

は担保に供しようとすると

きは、その計画 

該当なし。 

 

＜主な定量的な指標＞ 

 － 

 

＜その他の指標＞ 

 － 

＜主要な業務実績＞ 

 － 

＜評定と根拠＞ 

評定：－ 

 

 

 

 
４．その他参考情報 

無し。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅵ Ⅵ 剰余金の使途 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビュー － 

 
２．主要な経年データ 

 

評価対象となる指標 達成目標 

基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

－ － － － － － － － － 

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 Ⅵ 剰余金の使途 

決算において剰余金が発生

したときは、業務の充実、広

報活動の充実、職員の研修機

会の充実等に充てる。 

Ⅵ 剰余金の使途 

決算において剰余金が発生

したときは、業務の充実、広

報活動の充実、職員の研修機

会の充実等に充てる。 

＜主な定量的な指標＞ 

 － 

 

＜その他の指標＞ 

 － 

＜主要な業務実績＞ 

 － 

＜評定と根拠＞ 

評定：－ 

 

 
４．その他参考情報 

無し。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－１、２、３ 

Ⅶ その他業務運営に関する重要な事項 

 １ 脱炭素・環境及び都市景観への配慮 

（１）地球温暖化対策の推進 

（２）都市の自然環境の保全・創出及び質の高い都市景観の形成 

（３）建設副産物のリサイクルの推進 

（４）環境物品等の調達 

 ２ 国の施策等に対応した取組及び成果の社会還元 

（１）研究開発等の実施 

（２）成果の社会還元 

 ３ 保有資産の適切な管理・運用 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビュー － 

 
２．主要な経年データ 

 

評価対象となる指標 達成目標 

基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

－ － － － － － － － － 

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

Ⅵ その他業務運営に関する

重要な事項 

１ 脱炭素・環境及び都市景

観への配慮 

事業実施に当たっては、地

球温暖化対策の推進、自然環

境の保全・創出及び質の高い

都市景観の形成、建設工事等

により発生する建設副産物等

のリサイクルや環境物品等の

調達による環境負荷の低減に

配慮すること。 

Ⅶ その他業務運営に関する

重要な事項 

１ 脱炭素・環境及び都市景

観への配慮 

事業実施に当たっては、地

球温暖化対策の推進、建設工

事等により発生する建設副産

物等のリサイクルや環境物品

の調達を積極的に推進すると

ともに、都市の自然環境の適

切な保全・創出や質の高い都

市景観の形成を図り、美しく、

環境負荷が低減された安全で

快適なまちづくりを推進す

る。 

Ⅶ その他業務運営に関する

重要な事項 

１ 脱炭素・環境及び都市景

観への配慮 

事業実施に当たっては、地

球温暖化対策の推進、建設工

事等により発生する建設副産

物等のリサイクルや環境物品

の調達を積極的に推進すると

ともに、都市の自然環境の適

切な保全・創出や質の高い都

市景観の形成を図り、美しく、

環境負荷が低減された安全で

快適なまちづくりを推進す

る。 

＜主な定量的な指標＞ 

 － 

 

＜その他の指標＞ 

－  

 

＜評価の視点＞ 

・地球温暖化対策実行計画等

に基づき環境への負荷の低

減に配慮しつつ、都市の自

然環境の適切な保全・創出

や質の高い都市景観の形成

を図り、美しく、環境負荷

が低減された安全で快適な

まちづくりを推進している

か。 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

＜評定と根拠＞Ⅶ-１-（１）（２）

（３）（４）、２-（１）（２）、３ 

評定：Ｂ 

 

＜評価の概要及び具体的な事例・

評価＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各種施策により、二酸化炭素排

出量を、平成 25 年度を基準とし

て 75,400 トン削減し、「UR-eco 

Plan 2024」における削減目標に向

評定：Ｂ 

 

＜評定に至った理由＞  

 自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であ

ると確認できた。  

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

該当なし 

 

＜その他事項＞ 

 評定について、外部有識者５名全員が「Ｂ」

評定が妥当であるとの意見であった。 

外部有識者からの主な意見は以下のとおり。 

・環境物品等の調達について国が定めた「環境

物品等の調達の推進に関する基本方針」の基

準を満たしたものを、公共工事において調達

する場合を除き、100％調達したことや宅地

造成等経過勘定における繰越欠損金を解消

するなど、所期の目標を達成していると認め

（１）地球温暖化対策の推進 

「地球温暖化対策計画」（令

和３年 10 月 22 日閣議決定）

及び政府の温室効果ガス総排

（１） 地球温暖化対策の推進 

「地球温暖化対策計画」（令

和３年 10 月 22 日閣議決定）

及び政府の温室効果ガス総排

・ZEH 対応ＵＲ賃貸住宅の整備推

進に向け、新たに５地区（けや

き台、多摩 NT 諏訪(東京都多摩

市)、鶴川(東京都町田市)、新
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出量の削減目標を踏まえ、地

球温暖化対策実行計画（UR-

eco Plan 2024）に基づき、建

築物の環境性能の向上、再生

可能エネルギーの導入、木材

利用の促進等の施策を推進す

ることにより、二酸化炭素排

出量を削減し、脱炭素社会の

実現に貢献する。特に、機構

が直接に排出に関わっている

二酸化炭素の排出量につい

て、2030 年度までに 70％の削

減（2013 年度比）を目指す。 

出量の削減目標を踏まえ、地

球温暖化対策実行計画（UR-

eco Plan 2024）に基づき、建

築物の環境性能の向上、再生

可能エネルギーの導入、木材

利用の促進等の施策を推進す

ることにより、二酸化炭素排

出量を削減し、脱炭素社会の

実現に貢献する。特に、機構

が直接に排出に関わっている

二酸化炭素の排出量につい

て、2030 年度までの 70％削減

（2013 年度比）に向けた取組

を進める。 

千里東町(大阪府豊中市)、千里

青山台(大阪府吹田市)、荒江

(福岡県福岡市）で基本設計業

務を契約（計 2,058 戸) 

・都市再生事業２地区（青朋(東

京都港区)、虎ノ門二丁目(東京

都港区)）において CASBEE 等環

境認証を４件取得 

・太陽光発電設備については再

開発等建物（虎ノ門二丁目(東

京都港区)）において設置 

・木材利用の促進においては、団

地再生事業では木造建物調達

開始に向けた調査実施、共用部

の更なる木質化１地区(千里竹

見台(大阪府吹田市)の他、都市

再生事業２地区(青朋(東京都

港区)、虎ノ門二丁目(東京都港

区)）での木材活用、震災復興

事業２件(大熊町産業交流施

設、商業施設(福島県双葉郡))

における木造・木質化を実施 

・地球温暖化対策を着実に推進

するため、各本部支社のオフィ

スで実施した環境配慮の活動

を相互に共有する機会を設け、

省エネ意識の向上を実施 

・二酸化炭素排出量については

平成 25 年度を基準として、令

和６年度時点において 75,400

ト ン 削 減 （ 同 年 度 比 で

48.9％）。令和６年度も更なる

削減を見込む。 

・「環境配慮方針」（平成 17 年度

策定）の見直しに向けた検討を

進め、「環境基本方針」として

令和７年４月に公表 

 

けて地球温暖化対策を着実に推進

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 7 年 4 月に改定後の「環境

基本方針」を公表。より高い水準の

社会的要請に応える企業姿勢を示

した。 

 

各種施策を通じて、グリーンイ

ンフラを活用した都市の自然環境

の保全・創出を着実に推進した。 

られる。 

・ＵＲまちとくらしのミュージアムは機構なら

ではの取り組みであり、高く評価できる。Ｕ

Ｒ賃貸住宅団地内に立地しているため、積極

的ではないものの利用者を増やすための努

力をしており、多くの人に見てもらえるよ

う、今後とも継続的に努力されたい。 

（２）都市の自然環境の保全・

創出及び質の高い都市景観

の形成 

（２） 都市の自然環境の保

全・創 及び質の高い都市

景観の形成 

・新築ＵＲ賃貸住宅４地区（赤羽

台(東京都北区)、浜見平(神奈

川県茅ケ崎市)、浜甲子園(兵庫
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環境負荷の低減や居心地の

よい空間形成を図るために、

既存樹木の保存・移植等によ

る緑地の保全や、既成市街地

における屋上等建築物の緑

化、周辺環境と連携した生物

多様性の配慮、雨水浸透工法

による地下水涵養等、グリー

ンインフラを活用したまちづ

くりを推進し、都市の自然環

境の保全・創出を図る。 

また、にぎわいの形成を図

る等地域の価値向上や住民の

都市や団地に対する愛着や誇

りを醸成させるために、地域

の自然、生活、歴史、文化等

の特性や、機構が継承してき

た建物や樹木等の環境資源を

積極的に活用し、新たな価値

を加える建物のリノベーショ

ン・コンバージョン、居心地

のよい団地の屋外空間や公的

空間の創出・再生、ウォーカ

ブルな空間の整備や良質な街

並みの形成等を推進し、質の

高い景観形成を図る。 

環境負荷の低減や居心地の

よい空間形成を図るために、

既存樹木の保存・移植等によ

る緑地の保全や、既成市街地

における屋上等建築物の緑

化、周辺環境と連携した生物

多様性の配慮、雨水浸透工法

による地下水涵養等、グリー

ンインフラを活用したまちづ

くりを推進し、都市の自然環

境の保全・創出を図る。 

また、にぎわいの形成を図

る等地域の価値向上や住民の

都市や団地に対する愛着や誇

りを醸成させるために、地域

の自然、生活、歴史、文化等

の特性や、機構が継承してき

た建物や樹木等の環境資源を

積極的に活用し、新たな価値

を加える建物のリノベーショ

ン・コンバージョン、居心地

のよい団地の屋外空間や公的

空間の創出・再生、ウォーカ

ブルな空間の整備や良質な街

並みの形成等を推進し、質の

高い景観形成を図る。 

県西宮市)、千里竹見台(大阪府

吹田市)）において既存樹木の

保存（53 本）、移植（４本）を

実施 

・質の高い景観形成に資する取

組として、豊四季台地区(千葉

県柏市)において景観ガイドラ

インを公募条件として提示 

・サンヴァリエ桜堤（東京都武蔵

野市）において、優れた生物多

様性等の価値を有する緑地で

あると認められ、「自然共生サ

イト（環境省）」の認定を取得 

 

 

 

 

 

 

 

 

昨年度に引き続き、「自然共生サ

イト（環境省）」の認定を取得。対

外的な評価も獲得した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度の建設副産物の再資

源化・縮減率等は、下表のとおり、

国の「建設リサイクル推進計画

2020」に準拠して設定した目標値

を達成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）建設副産物のリサイク

ルの推進 

循環型社会の形成に向け

て、国の「建設リサイクル推

進計画 2020」（令和２年９月

30 日国土交通省公表）に準拠

して設定した建設副産物の再

資源化率等の目標値の達成を

目指して、建設工事等により

発生する建設副産物につい

て、その発生を抑制し、リサ

イクルを図る。なお、国の建

設リサイクル推進計画が改定

された場合は、その計画を踏

まえてリサイクルを推進す

（３）建設副産物のリサイク

ルの推進 

循環型社会の形成に向け

て、国の「建設リサイクル推

進計画 2020」（令和２年９月

30 日国土交通省公表）に準拠

して設定した建設副産物の再

資源化率等の目標値の達成を

目指して、建設工事等により

発生する建設副産物につい

て、その発生を抑制し、リサ

イクルを図る。なお、国の建

設リサイクル推進計画が改定

された場合は、その計画を踏

まえてリサイクルを推進す

・機構事業の建設工事において、

建設副産物の発生抑制・減量

化・再資源化等の施策として、

工事発注時に建設副産物の分

別処理の実施について発注図

書に記載、工事着手前に工事受

注者が建設副産物の再生資源

利用促進計画書を作成、建物内

装材の分別解体等を実施した。

その結果、国の「建設リサイク

ル推進計画 2020」に準拠して

設定した目標値ついて令和６

年度も達成した。 
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る。 

さらに、ＵＲ賃貸住宅の建

替え等においては、建物内装

材の分別解体・再資源化等を

推進し、建設混合廃棄物の削

減を図る。 

る。 

さらに、ＵＲ賃貸住宅の建

替え等においては、建物内装

材の分別解体・再資源化等を

推進し、建設混合廃棄物の削

減を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境物品等の調達は、設定した

目標を達成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の施策等への対応、機構事業

の持続的な推進及び新たなサービ

（４）環境物品等の調達 

環境物品等の調達について

は、国等による環境物品等の

調達の推進等に関する法律

（平成 12 年法律第 100 号）に

基づき行うこととし、中期目

標期間中における特定調達品

目等の調達の目標は、同法第

６条の規定に基づき、国が定

めた「環境物品等の調達の推

進に関する基本方針」（令和５

年 12 月 22 日閣議決定）の基

準を満たしたものを、公共工

事において調達する場合を除

き、100％とする。 

また、特定調達品目等のう

ち、公共工事については、同

基本方針に基づき、的確な調

達を図る。 

（４） 環境物品等の調達 

環境物品等の調達について

は、国等による環境物品等の

調達の推進等に関する法律

（平成 12 年法律第 100 号）に

基づき行うこととし、中期目

標期間中における特定調達品

目等の調達の目標は、同法第

６条の規定に基づき、国が定

めた「環境物品等の調達の推

進に関する基本方針」（令和５

年 12 月 22 日閣議決定）の基

準を満たしたものを、公共工

事において調達する場合を除

き、100％とする。 

また、特定調達品目等のう

ち、公共工事については、同

基本方針に基づき、的確な調

達を図る。 

・令和６年度における環境物品

等の調達については、国が定め

た「環境物品等の調達の推進に

関する基本方針」の基準を満た

したものを、公共工事において

調達する場合を除き、調達目標

である 100％を達成 

・公共工事においては、数値目標

を設定した特定調達品目（22

品目）において、100％調達を

達成した。 

２ 国の施策等に対応した取

組及び成果の社会還元 

国の施策等への対応、機構

が実施する事業の持続的な推

進及び新たなサービス等の展

開を見据えた研究開発や実証

実験等を機構が実施する事業

のフィールドで行い、得られ

た成果について積極的に社会

還元するよう努めること。 

特に、住宅の生産・管理プ

ロセスのＤＸの推進のため、

賃貸住宅におけるＢＩＭの導

２ 国の施策等に対応した取

組及び成果の社会還元 

国の施策等への対応、機構

事業の持続的な推進及び新た

なサービス等の展開を見据

え、技術的検討や社会実装に

向けた研究開発や実証実験等

を機構事業のフィールドで行

うとともに、得られた成果に

ついては積極的に社会還元す

る。 

２ 国の施策等に対応した取

組及び成果の社会還元 

国の施策等への対応、機構

事業の持続的な推進及び新た

なサービス等の展開を見据

え、技術的検討や社会実装に

向けた研究開発や実証実験等

を機構事業のフィールドで行

うとともに、得られた成果に

ついては積極的に社会還元す

る。 

＜主な定量的な指標＞ 

 － 

 

＜その他の指標＞ 

－ 

 

＜評価の視点＞ 

・集合住宅ストックの維持・

更新・再生、災害への対応、

地域活性化やコミュニティ

形成、脱炭素・環境配慮推

進及び先端技術の活用推進

などに係る研究開発や実証

－ 

（１）研究開発等の実施 

集合住宅ストックの維持・

（１）研究開発等の実施 

集合住宅ストックの維持・

・中期計画に基づき、集合住宅ス

トックの維持・更新・再生、災
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入拡大に積極的に取り組むこ

と。 

更新・再生、災害への対応、

地域活性化やコミュニティ形

成等の取組、脱炭素・環境配

慮推進及び先端技術の活用推

進などに係る研究開発や実証

実験を行う。 

なお、急速なＡＩ・ＩｏＴ

等技術革新や社会情勢の変化

にも柔軟に対応し、ＢＩＭ・

ＣＩＭ推進への対応、コスト

縮減、商品性・生産性の向上、

施工上の安全性向上・効率化

等に資する技術について、国

の研究機関、学識者、民間事

業者等との共同研究や社会実

装に向けた協調等、関係者と

連携しつつ積極的に推進す

る。 

更新・再生、災害への対応、

地域活性化やコミュニティ形

成等の取組、脱炭素・環境配

慮推進及び先端技術の活用推

進などに係る研究開発や実証

実験を行う。 

なお、急速なＡＩ・ＩｏＴ

等技術革新や社会情勢の変化

にも柔軟に対応し、ＢＩＭ・

ＣＩＭ推進への対応、コスト

縮減、商品性・生産性の向上、

施工上の安全性向上・効率化

等に資する技術について、国

の研究機関、学識者、民間事

業者等との共同研究や社会実

装に向けた協調等、関係者と

連携しつつ積極的に推進す

る。 

実験を行い、得られた成果

を積極的に社会へ還元して

いるか。 

 

 

害対応、地域活性化、環境負荷

低減に関連する研究開発を 35

件実施 

・主な研究内容：団地活動の効果

検証【地域活性化やコミュニテ

ィ形成】、建築物のエネルギー

性能検証【脱炭素・環境配慮推

進】、賃貸住宅の擁壁・法面の

点検【集合住宅ストックの維

持・更新・再生】、地域再生の

影響指標開発【脱炭素・環境配

慮推進】 

ス等の展開を見据えた研究開発を

実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新たに Vectorworks 社版のＢＩ

Ｍデータ類を公開し、住宅の生産・

管理プロセスの更なるＤＸ推進に

寄与。多数の企業や団体からも関

心を集め、継続的に普及活動を展

開した。 

 

 

 

 

 

 

情報発信施設としての役割を果

たし、一般の来場者のみならず、視

察等国内外の業界関係者等を含む

幅広い人に対しての情報発信及

び、社会還元を行った。 

 

 

 

 

機構が保有する資産について

は、適切に管理・運用を行った。ま

（２）成果の社会還元 

蓄積した成果は、機構事業

への実装を図るとともに、広

く社会へ還元するため、研究

報告会の開催、学会への発表、

情報発信施設の活用、地方公

共団体の研修への協力、民間

事業者への周知活動等により

情報発信を着実に実施し、成

果の共有や普及を積極的に図

る。 

（２）成果の社会還元 

蓄積した成果は、機構事業

への実装を図るとともに、広

く社会へ還元するため、研究

報告会の開催、学会への発表、

情報発信施設の活用、地方公

共団体の研修への協力、民間

事業者への周知活動等により

情報発信を着実に実施し、成

果の共有や普及を積極的に図

る。 

・集合住宅設計ＢＩＭデータ

（Vectorworks 版）の作成及び

公開、併せて社外向け説明会を

開催し、業界関係者約 100 名が

参加。集合住宅設計ＢＩＭデー

タのダウンロード申込実績は

累計 717 件(R7.3 末時点) 

 

・論文投稿においては、日本建築

学会など計 14 件の投稿を行っ

た。 

 

・「ＵＲまちとくらしのミュージ

アム」では、国内外業界関係者

の視察対応を 80 件行うととも

に、情報発信施設として開館 1

周年企画（トライアルコンペ）

や震災復興企画展等を実施。令

和５年９月の開館から約 1 万

９千人が来館した。（令和７年

３月末時点） 

３ 保有資産の適切な管理・

運用 

３ 保有資産の適切な管理・

運用 

３ 保有資産の適切な管理・

運用 

＜主な定量的な指標＞ 

 － 

市街地整備特別業務に係る「賃

貸宅地資産の管理・運用方針」（令
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機構が保有する賃貸宅地等

の資産について、地域づくり・

まちづくりにおける課題への

対応や持続的な経営の確保の

観点を踏まえ、適切に管理・

運用を行うこと。 

 また、宅地造成等経過勘定

における繰越欠損金について

は、中期目標期間中に解消を

図ること。 

機構が賃貸に供している敷

地その他の機構が保有する資

産については、地域づくり・

まちづくりにおける課題への

対応や経営の観点を踏まえ、

適切に管理・運用を行う。 

また、宅地造成等経過勘定

における繰越欠損金について

は、中期目標期間中に解消を

図る。 

機構が賃貸に供している敷

地その他の機構が保有する資

産については、地域づくり・

まちづくりにおける課題への

対応や経営の観点を踏まえ、

適切に管理・運用を行う。 

また、宅地造成等経過勘定

における繰越欠損金の中期目

標期間中の解消に向けて、賃

貸宅地資産の売却等を適切に

進める。 

 

＜その他の指標＞ 

－  

 

＜評価の視点＞ 

・地域づくり・まちづくりに

おける課題への対応、経営

管理等の観点を踏まえ、機

構が保有する資産の適切な

管理・運用を行ったか。ま

た、宅地造成等経過勘定に

おける繰越欠損金を中期目

標期間中に解消するよう図

られているか。 

和元年８月策定）に基づき、地域

づくり・まちづくりにおける課題

への対応及び経営管理等の観点

を踏まえ、金利上昇や地価下落に

伴うリスクに備え資産圧縮を行

うなど、適切に管理・運用を行っ

た。また、賃貸宅地資産の売却等

を適切に進め、宅地造成等経過勘

定における繰越欠損金を令和６

年度に解消した。 

た、宅地造成等経過勘定における

繰越欠損金は令和６年度に解消し

た。 

 

 

以上により、年度計画における

所期の目標を達成していることか

ら、Ｂ評定とする。 

 
４．その他参考情報 

無し。 

  



94 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－４、５、６、７、８ 

Ⅶ その他業務運営に関する重要な事項 
 ４ 内部統制の適切な運用 

（１）内部統制の適切な運用 

（２）業務運営の透明性の確保と広報の推進 

（３）情報セキュリティの確保 

（４）個人情報の保護 

 ５ 施設及び設備に関する計画 

 ６ 人事に関する計画 

 （１）方針 

 （２）人材育成 

 （３）人件費管理の適正化 

 （４）ダイバーシティ＆インクルージョン（Ｄ＆Ⅰ） 

 ７ 中期目標の期間を超える債務負担 

 ８ 独立行政法人都市再生機構法（平成 15 年法律第 100 号）第 33 条第２項（附則第 12 条第７項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）に規定する積立金の使途 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビュー － 

 
２．主要な経年データ 

 

評価対象となる指標 達成目標 

基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

－ － － － － － － － － 

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

４ 内部統制の適切な運用 

（１）内部統制の適切な運用 

コンプライアンスの徹底や

内部監査の質の向上を図ると

ともに、「独立行政法人の業務

の適正を確保するための体制

等の整備」（平成 26 年 11 月

28 日総務省行政管理局長通

知）を踏まえ、理事長のリー

ダーシップの下、内部統制の

一層の充実・強化を図ること。 

４ 内部統制の適切な運用 

（１）内部統制の適切な運用 

「独立行政法人の業務の適

正を確保するための体制等の

整備」（平成 26 年 11 月 28 日

付総務省行政管理局長通知）

を踏まえ、業務方法書に定め

た事項を確実に実施するとと

もに、理事長のリーダーシッ

プの下、必要な見直し等を行

いつつ、内部統制会議等を活

用し引き続き内部統制の仕組

みが適切かつ有効に機能する

ことを確保する。 

コンプライアンスに関する

４ 内部統制の適切な運用 

（１）内部統制の適切な運用 

「独立行政法人の業務の適

正を確保するための体制等の

整備」（平成 26 年 11 月 28 日

付総務省行政管理局長通知）

を踏まえ、業務方法書に定め

た事項を確実に実施するとと

もに、理事長のリーダーシッ

プの下、必要な見直し等を行

いつつ、内部統制会議等を活

用し引き続き内部統制の仕組

みが適切かつ有効に機能する

ことを確保する。 

コンプライアンスに関する

＜主な定量的な指標＞ 

 － 

 

＜その他の指標＞ 

 － 

 

＜評価の視点＞ 

・内部統制の仕組みが有効に

機能するよう、内部統制を

推進する業務運営等につい

て実態の検証・確認、必要

な見直し等を行ったか。 

・国民や地方公共団体等の理

解を深めるため財務情報や

業務の実施状況等について

＜主要な業務実績＞ 

業務方法書の規定に基づき整

備した内部統制の推進に関する

規程等により、以下のとおり実施

した。 

・機構の重要な意思決定につい

ては、全役員で構成される理事

会で審議を行った。 

・全役員で構成される内部統制

会議で、一元的に内部統制に関

する議論を行った。 

・業務の適正確保を目的とした

モニタリングを実施した。 

・「内部統制の推進に関する実施

方針」に基づき、職員の意識向

＜評定と根拠＞Ⅶ-４-（１）（２）

（３）（４）、５、６-（１）（２）（３）

（４）、７、８ 

評定：Ｂ 

 

＜評価の概要及び具体的な事例・

評価＞ 

業務方法書に定めた事項を確実

に実施するとともに、モニタリン

グを通しての実態の検証・確認、必

要な見直し等を行うことにより、

内部統制機能の有効性を確保し

た。 

 

 

評定：Ｂ 

 

＜評定に至った理由＞  

 自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であ

ると確認できた。  

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

該当なし 

 

＜その他事項＞ 

 評定について、外部有識者５名全員が「Ｂ」

評定が妥当であるとの意見であった。 

外部有識者からの主な意見は以下のとおり。 

・内部統制の適切な運用等で問題が把握されて

いないことなどから、所期の目標を達成して
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研修の実施、内部監査に従事

する職員の資質及び能力の更

なる向上等により、内部統制

の一層の充実・強化を図る。 

研修の実施、内部監査に従事

する職員の資質及び能力の更

なる向上等により、内部統制

の一層の充実・強化を図る。 

情報提供を行い、透明性の

確保等が図られているか。 

・業務運営において、適切な

情報セキュリティ対策の推

進、個人情報保護に関する

適切な管理の徹底等を行っ

たか。 

 

上及び普及啓発等を実施した。 

・理事長を委員長とするコンプ

ライアンス委員会において、コ

ンプライアンス実践状況の確

認等を実施した。 

・コンプライアンス研修につい

て、職員が３年に１度は受講す

る方針に基づき、受講履歴を管

理し実施した。上記研修に加

え、当該研修の受講対象者でな

い職員を対象に、毎年、定期的

にコンプライアンス意識の啓

発が図られるようコンプライ

アンス意識啓発研修を実施し

た。 

・「コンプライアンス強化月間」

を設け、研修や点検等の施策を

重点的に実施した。 

・コンプライアンス講演会につ

いて、リスク管理や問題発生時

の対応等に知見を有する弁護

士を講師に招き開催した。 

・イントラネットを活用した研

修を実施した。 

 

コンプライアンス研修等を実施

することにより、コンプライアン

スに係る役職員の意識向上、周知

徹底等を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財務情報や業務の実施状況につ

いて、機構ホームページや事業報

告書にて情報発信や広報活動を推

進し、透明性の確保に寄与した。ま

た、各種広報媒体の活用により、機

構の社会課題に対する取組状況等

について、国民や地方公共団体等

の理解を深めることに寄与した。 

 

 

 

 

 

 

 国及び関係機関と脅威情報を共

有しつつ、外部からの不正アクセ

スに対するセキュリティ対策を継

いると認められる。 

・若年層ほど女性の割合が高いことが確認され

たため、将来的にジェンダーバランスが実現

できる可能性が高いと評価する。また、直近

５年間の新卒採用者についても、男女間、職

種間で適切なバランスとなっていることを確

認できたことから、大きな方針として現在の

人事計画が適切であると考えられ、引き続き

このような方針を維持することを期待する。 

（２）業務運営の透明性の確

保と広報の推進 

業務運営に関する透明性の

確保を図るため、独立行政法

人等の保有する情報の公開に

関する法律（平成 13 年法律第

140 号）に基づき、財務情報、

業務の実施状況等について積

極的に情報公開を行うこと。 

また、機構の業務について、

国民や地方公共団体等の事業

関係者などの理解を深めるた

めの広報活動を推進するこ

と。 

（２）業務運営の透明性の確

保と広報の推進 

業務運営に関する透明性の

確保を図り、機構業務に対す

る国民や地方公共団体等の理

解を深めるため、財務情報、

業務の実施状況等について情

報発信や広報活動を推進す

る。 

（２）業務運営の透明性の確

保と広報の推進 

業務運営に関する透明性の

確保を図り、機構業務に対す

る国民や地方公共団体等の理

解を深めるため、財務情報、

業務の実施状況等について情

報発信や広報活動を推進す

る。 

・財務情報や業務の実施状況に

ついて、機構ホームページに掲

載したほか、事業報告書等を本

社及び本部等に据え置いて一

般の閲覧に供した。 

・機構の業務について記者発表・

ホームページ・社外報・ＳＮＳ

等を活用し、広報活動を推進し

た。特に機構の社会課題に対す

る取組状況等に重点を置いた

情報発信を行った。 

（３）情報セキュリティの確

保 

「政府機関等のサイバーセ

（３）情報セキュリティの確

保 

情報セキュリティの確保に

（３）情報セキュリティの確

保 

情報セキュリティの確保に

 内閣サイバーセキュリティセ

ンターとの連携により、国及び関

係機関との脅威情報を共有しつ
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キュリティ対策のための統一

基準」に基づき、規程やマニ

ュアルの見直し等を引き続き

行うとともに、国、関係機関

等と脅威情報を共有しつつ、

サイバー攻撃等の新たな脅威

に迅速かつ的確に対応し、業

務の継続性を確保すること。 

また、役職員の情報セキュ

リティリテラシーの維持・向

上を図ること。 

あたっては、「サイバーセキュ

リティ戦略」（令和３年９月

28 日閣議決定）等の政府方針

を踏まえ、適切な情報セキュ

リティ対策を推進する。 

また、「政府機関等のサイバ

ーセキュリティ対策のための

統一基準」に基づき、規程や

マニュアルの見直し等を引き

続き行うとともに、国、関係

機関等と脅威情報を共有しつ

つ、標的型攻撃メールや新型

ウイルス等によるサイバー攻

撃等の新たな脅威に迅速かつ

的確に対応し、業務の継続性

を確保する。 

さらに、役職員に対する研

修を毎年実施し、情報セキュ

リティリテラシーの維持・向

上を図る。 

あたっては、「サイバーセキュ

リティ戦略」（令和３年９月

28 日閣議決定）等の政府方針

を踏まえ、適切な情報セキュ

リティ対策を推進する。 

また、「政府機関等のサイバ

ーセキュリティ対策のための

統一基準」に基づき、規程や

マニュアルの見直し等を引き

続き行うとともに、国、関係

機関等と脅威情報を共有しつ

つ、標的型攻撃メールや新型

ウイルス等によるサイバー攻

撃等の新たな脅威に迅速かつ

的確に対応し、業務の継続性

を確保する。 

さらに、役職員に対する研

修を実施し、情報セキュリテ

ィリテラシーの維持・向上を

図る。 

つ、外部からの不正アクセスに対

するセキュリティ対策として、外

部専門機関による脆弱性検査や

ペネトレーションテストを継続

して適切に推進した。 

また、「政府機関等のサイバー

セキュリティ対策のための統一

基準」及び情報セキュリティポリ

シー改訂に対応し、各種規程やマ

ニュアルを更新した。 

役職員等に対する情報セキュ

リティリテラシーの維持・向上の

取組としては、階層別研修（新規

採用・経験者採用職員、新任管理

職、新任３～５級職員に対する研

修）、全役職員等向け研修、ＩＴ

担当者向け研修等のほか、標的型

攻撃メール訓練や情報セキュリ

ティ対策の自己点検等を実施。さ

らに毎月役職員等に対して情報

セキュリティ通信を発信し、情報

セキュリティに係る意識啓発を

行った。 

続して実施するとともに、「政府機

関等のサイバーセキュリティ対策

のための統一基準」に対応した規

程やマニュアルの更新を進め、セ

キュリティ体制の整備を推進。 

また、階層別研修等に加え、標的

型攻撃メール訓練、情報セキュリ

ティ対策の自己点検等を適切に実

施するとともに、情報セキュリテ

ィ通信を毎月発信し、役職員等の

情報セキュリティリテラシーの維

持・向上を推進。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個人情報の保護について、法令

に基づく適切な対応や各種研修を

実施し、適切な管理の徹底を図っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

人員については、政策実施機能

の発揮と自立的な経営の確保を両

立するために必要な人員を適正に

配置し、業務運営の効率化に寄与

した。 

 

 

（４）個人情報の保護 

機構が保有する個人情報に

ついて、個人情報の保護に関

する法律（平成15年法律第57

号）に基づき、適切な対応を

行うこと。 

（４）個人情報の保護 

個人情報の保護について

は、個人情報の保護に関する

法律（平成 15 年法律第 57 号）

に基づき適切な対応を行うと

ともに職員に対する研修を毎

年度実施し、適切な管理の徹

底を図る。 

（４）個人情報の保護 

個人情報の保護について

は、個人情報の保護に関する

法律（平成 15 年法律第 57 号）

に基づき適切な対応を行うと

ともに職員に対する研修を実

施し、適切な管理の徹底を図

る。 

個人情報の保護について、法令

に基づき適切な対応を行うとと

もに、イントラネットを活用した

研修に加え、職員が３年に１度は

受講する方針に基づく研修を実

施した。 

－ 

５ 施設及び設備に関する計

画 

該当なし。 

５ 施設及び設備に関する計

画 

該当なし。 

－ 

５ 人事に関する計画 

人員については、機構に求

められる業務の内容や政策的

必要性、法人全体の経営上の

観点、緊急性等を踏まえ、政

策実施機能の発揮と自立的な

経営の確保を両立するために

６ 人事に関する計画 

（１）方針 

人員については、機構に求

められる業務の内容や政策的

必要性、法人全体の経営状況

を踏まえ、政策実施機能の発

揮と自立的な経営の確保を両

６ 人事に関する計画 

（１）方針 

人員については、機構に求

められる業務の内容や政策的

必要性、法人全体の経営状況

を踏まえ、政策実施機能の発

揮と自立的な経営の確保を両

＜主な定量的な指標＞ 

 － 

 

＜その他の指標＞ 

 － 

 

＜評価の視点＞ 

人員については、業務上の必要

性及び経営上の観点を踏まえ、政

策実施機能の発揮と自立的な経

営の確保を両立するために必要

な人員を適正に配置した。 
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必要な人員を適正に配置する

こと。 

その際、社会経済情勢の変

化を踏まえ、事業全体をマネ

ジメントする能力など、機構

の業務に求められる高度な専

門性の向上、各業務を通じて

培ってきたノウハウ、技術力

の承継のため、人材の確保・

育成に関する方針を定め、戦

略的に人材を確保・育成する

こと。 

また、人件費管理について、

独立行政法人改革等に関する

基本的な方針を踏まえ、業務

の特性等を踏まえた給与水準

に留意するとともに、機構の

業務実績等の給与への適切な

反映など、給与体系の適切な

運用を行うこと。 

さらに、多様化する社会ニ

ーズに対応するため、女性の

積極的な採用や活躍推進、障

害者を含む多様な人材の就業

継続支援、職員の理解向上に

取り組むとともに、多様で柔

軟な働き方がしやすく、職員

の生産性の向上や創造力の発

揮に資する職場環境づくりを

推進するなど働き方改革に取

り組むこと。 

立するために必要な人員を適

正に配置していく。また、災

害発生時等の緊急時には、社

会から期待される役割を果た

すため、重点的な人員配置を

行う。 

立するために必要な人員を適

正に配置していく。また、災

害発生時等の緊急時には、社

会から期待される役割を果た

すため、重点的な人員配置を

行う。 

・政策実施機能の発揮と自立

的な経営の確保を両立する

ために必要な人員を適正に

配置し、業務運営の効率化

を図っているか。 

・社会情勢の変化を踏まえ、

事業全体をマネジメントす

る能力など機構の業務に求

められる能力・専門性を向

上させるため、業務等を通

じて培ってきた機構のノウ

ハウ、技術力の承継を行っ

ているか。 

・給与水準について、事務・

事業の特性等を踏まえた水

準とするとともに、職員の

士気や業績の向上に資する

ような業績を反映した給与

のあり方について検討を行

っているか。 

・多様化する社会ニーズに対

応し、女性の積極的な採用

や女性が活躍しやすい環境

整備、障害者も含む多様な

人材の就業継続支援、職員

の理解向上を図るととも

に、多様で柔軟な働き方が

しやすく、職員の生産性の

向上や創造力の発揮に資す

る職場環境を整備したか。 

 

 

 

 

 

 

人材育成については、集合形式

とオンライン形式を併用し、それ

ぞれの長所を活かしたカリキュラ

ムで研修を実施することにより、

受講のしやすさや、質の向上に努

めた。 

自己啓発については、社外での

学びも積極的に推進することで、

職員の自己啓発への意識を高め

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人件費管理の適正化について

は、法人の業績を特別手当に反映

させる仕組みを適切に活用するこ

とにより、職員の意欲向上ととも

に優秀な人材の確保と定着に寄与

した。 

 

 

 

 

（２）人材育成 

社会・経済情勢の変化を踏

まえ、事業全体をマネジメン

トする能力など機構の業務に

求められる高度な専門性を向

上させるとともに、これまで

都市再生、賃貸住宅に係る業

務や東日本大震災からの復興

に係る業務等を通じて培って

きた機構のノウハウ、技術力

を承継するため、人材の確保・

育成に関する方針に基づき、

OJT（職場内研修）・OffJT（職

場外研修）及び自己啓発支援

を実施することに加えて、職

員の主体的なキャリア形成を

促し、外部組織との人材交流

を含めた配置任用計画と適切

に連携することで、戦略的に

人材を確保・育成する。 

（２）人材育成 

社会・経済情勢の変化を踏

まえ、事業全体をマネジメン

トする能力など機構の業務に

求められる高度な専門性を向

上させるとともに、これまで

都市再生、賃貸住宅に係る業

務や東日本大震災からの復興

に係る業務等を通じて培って

きた機構のノウハウ、技術力

を承継するため、人材の確保・

育成に関する方針に基づき、

OJT（職場内研修）・OffJT（職

場外研修）及び自己啓発支援

を実施することに加えて、職

員の主体的なキャリア形成を

促し、外部組織との人材交流

を含めた配置任用計画と適切

に連携することで、戦略的に

人材を確保・育成する。 

機構の中期計画等で定める人

材育成の方針を踏まえ、事業全体

をマネジメントする能力など機

構の業務に求められる能力、専門

性の向上を目的として、令和６年

度において、151 件、延べ 5,442

人に研修を実施した。集合形式と

オンライン形式を併用し、それぞ

れの長所を活かしたカリキュラ

ムで研修を実施した。 

ビジネススクールへの派遣に

加え、ビジネススキル等を幅広く

学ぶことができる e ラーニング

プログラムの対象もさらなる若

手層に広げるなど、自己啓発支援

の拡充を図った。 

また、機構におけるキャリアの

大まかな全体像を可視化し、職員

の主体的なキャリア形成を促し

た。 

加えて、政策課題を的確に捉

え、課題解決に必要な情報や知見

を得ることができるよう、国、地

方公共団体等外部組織への出向・

派遣を実施した。 

（３）人件費管理の適正化 

独立行政法人改革等に関す

る基本的な方針（平成25年 12

月 24 日閣議決定）を踏まえ、

給与について、その水準が事

務・事業の特性等を踏まえた

ものとなるよう留意しつつ、

引き続き個人の勤務成績や法

人の業務実績の反映を行うこ

とにより、優れた人材を継続

（３）人件費管理の適正化 

独立行政法人改革等に関す

る基本的な方針（平成25年 12

月 24 日閣議決定）を踏まえ、

給与について、その水準が事

務・事業の特性等を踏まえた

ものとなるよう留意しつつ、

引き続き個人の勤務成績や法

人の業務実績の反映を行うこ

とにより、優れた人材を継続

特別手当について、法人の業務

実績が一定の要件を満たす場合

に当該実績を手当に反映させる

ことができる仕組みを適切に活

用した。 
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的に確保し定着させるととも

に、その士気の向上を図る。 

的に確保し定着させるととも

に、その士気の向上を図る。 

 

 

女性の活躍推進については、令

和６ 年に策定した「育児・介護と

仕事の両立及び女性活躍推進に関

する行動計画」における目標（女性

の管理職等の人数（令和５年度末

78 人）を期間内に３割増とする）

の達成に向け、令和６年度末時点

で女性管理職等の人数を 90 人と

するとともに、女性の採用拡大に

努めた。 

障害者雇用についても、積極的

な採用と定着を図った結果、

2.82％（令和６年６月１日時点）の

雇用率となり、法定雇用率を達成

した。 

 

以上により、年度計画における

所期の目標を達成していることか

ら、Ｂ評定とする。 

（４）ダイバーシティ＆イン

クルージョン（Ｄ＆Ⅰ） 

多様化する社会ニーズに対

応するため、引き続きＤ＆Ⅰ

に対する職員の理解を深める

とともに、女性の積極的な採

用や活躍推進、障害者を含む

多様な人材の就業継続支援な

ど多様で柔軟な働き方がしや

すく、職員の生産性の向上や

創造力の発揮に資する職場環

境づくりを推進することで、

企業価値の向上を図る。 

（４）ダイバーシティ＆イン

クルージョン（Ｄ＆Ⅰ） 

多様化する社会ニーズに対

応するため、引き続きＤ＆Ⅰ

に対する職員の理解を深める

とともに、女性の積極的な採

用や活躍推進、障害者を含む

多様な人材の就業継続支援な

ど多様で柔軟な働き方がしや

すく、職員の生産性の向上や

創造力の発揮に資する職場環

境づくりを推進することで、

企業価値の向上を図る。 

女性の活躍推進については、令

和６ 年に策定した「育児・介護

と仕事の両立及び女性活躍推進

に関する行動計画」（令和６年４

月１日～令和 11 年３月 31 日）

における目標（女性の管理職等の

人数（令和５年度末 78 人）を期

間内に３割増とする）の達成に向

け、令和６年度末時点で女性管理

職等の人数を 90 人とするととも

に、女性の採用拡大に努めた。  

また、令和６年度に、女性の活

躍推進に積極的に取り組む企業

として厚生労働大臣から「えるぼ

し認定」（２段階目）を取得した。 

障害者雇用についても、積極的

な採用と定着を図った。 

７ 中期目標の期間を超える

債務負担 

中期目標期間中の事業を効

率的に実施するために、次期

中期目標期間にわたって契約

を行うことがある。 

７ 中期目標の期間を超える

債務負担 

中期目標期間中の事業を効

率的に実施するために、次期

中期目標期間にわたって契約

を行うことがある。 

－ 

８ 独立行政法人都市再生機

構法（平成 15 年法律第 100

号）第 33 条第２項（附則第

12 条第７項の規定により

読み替えて適用する場合を

含む。）に規定する積立金の

使途 

独立行政法人都市再生機構

法（平成 15 年法律第 100 号）

第 33 条第２項の規定に基づ

き主務大臣の承認を受けた積

立金は、同法第 11 条に規定す

る業務に係る借入金の金利変

動リスクへの対応及び賃貸住

宅ストックを長期利活用する

ための収益性・付加価値向上

８ 独立行政法人都市再生機

構法（平成 15 年法律第 100

号）第 33 条第２項（附則第

12 条第７項の規定により

読み替えて適用する場合を

含む。）に規定する積立金の

使途 

独立行政法人都市再生機構

法（平成 15 年法律第 100 号）

第 33 条第２項の規定に基づ

き主務大臣の承認を受けた積

立金は、同法第 11 条に規定す

る業務に係る借入金の金利変

動リスクへの対応及び賃貸住

宅ストックを長期利活用する

ための収益性・付加価値向上

第４期中期目標期間中の繰越

積立金については、令和６事業年

度に 50 億円の取崩を行い、賃貸

住宅ストックを長期利活用する

ための収益性・付加価値向上を伴

う改修に係る投資の一部に充当

した。 
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を伴う改修に係る投資に充て

るものとする。 

を伴う改修に係る投資に充て

るものとする。 

 
４．その他参考情報 

無し。 

 


